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は し が き

本 書 は 昨46年11月 か ら12月 に か け て,当 協 会 が派 遣 した遠 隔 情 報 処 理海

外 調 査 団(団 長 古河 潤 当協 会 専務 理事)が,ド イツ連邦 共 和 国 の 教 育 科学 省

(BundesministeriumftirBildungundWissenschaft)を 訪 問 した 際

入 手 した もの を当協 会 が 翻 訳 した もの で あ る。

ドイ ツ連 邦 共 和 国 にお け る'第2次 情 報 処 理振 興 計 画"は,1971年 か ら1975

年 まで の5年 間 の デー タ処 理促 進 に 関す る,ド ィッ連邦共 和 国政 府 の考 え方 を示

した もので あ る。 この計 画 は経 済,財 務,労 働,社 会秩 序,内 務,教 育科 学 な ど

の 各 連 邦 大 臣 の 講 ず る措 置 を含 んで お り,デ ータ処 理専 門協 議 会 な らび に科 学,

経 済,政 治,行 政,教 育各 専門 家 の 協 力 に よ って作 成 され た もので あ る。

この よ うな 意味 で,本 書 の 内容 は,わ が 国 の 関係者 に とって も参 考 に な る とこ

ろが 大 きい と考 え られ るの で ドィ ッ連邦 共 和 国 ・教 育 科学 省の 了承 を得 て こ こに

邦 訳版 を 刊行 す るこ とSし た もの で あ る。

なお,本 書 の 原題 は 「第2次 デ ー タ処理 計 画 」で あ るが,そ の 内容 か ら,本 邦

訳 にお い て は,題 名 を 「第2次 情 報 処理 振 興計 画 」 とした。

昭和47年3月

財 団法人 日本経営情報 開発協会
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導 入

1969年10月28日 の政 府 声明 にお いて,連 邦 政 府 はデ ー タ処理 の 意 味,重 要 性 を明確 に し・

同時 に,今 後 強力 に この 分 野 を財政 資金 に よ って促 進 す る こと を宣 言 した。

鯵

第2次 デ ー タ処理 計 画

第2次 デー タ処 理 計画 は,1971年 か ら1975年 迄 の デ ー タ処 理促 進 に 関す る政府 の 考 え方 を

示 した もので あ る。 計画 は,経 済 ・財 務,労 働 ・社会 秩 序,内 務,教 育 ・科 学各 連 邦 大 臣の 講 ず る措

置 を含 ん でお り,デ ー タ処 理 専門 協議 会並 び に,科 学,経 済,政 治,行 政 各 専 門家 の協 力 に よ って作

成 され た もの で あ る。

研 究 ・開発作 業 で,特 に各管 轄 個 々の 業 務分 野 にお け るデー タ処理 装 置 の 新利 用又 は改善 等 の為 の

もの は,こ れ 迄通 り各管 轄 組 織 か ら資金 を得 る もの とす る。但 し第2次 デー タ処 理 プ ロ グラムの諸 プ

ロジ ェク トと絶 え ず調 和 を はか る こ とにす る。

`

構 成

第2次 デー タ処理 計画(以 下DP計 画 と略 す,DatenverarbintlnyDV-DataPro-

cessing)は,先 ず ドイ ツ連 邦 共 和 国の デ ー タ処理 の現状,及 び これ迄 の助 成措 置 に 関す る概 要 を

示 す。 計 画立 案 期 間 に予 測 され た問 題 点 を明示 し.目 的 を設定 す る。 次 い で ドィ ッ連邦 共和 国 におけ

るデ ー タ処 理 の現状 と目的 とを対 比 す る こ とに よ って,将 来 数年 間 の一 連 の助 成措 置 を示 す 。 これ ら

の措置 は,1969年 か ら1970年 の 間 に,連 邦 教育 科 学 大 臣,連 邦防 衛 大 臣 の 第1次 デ ー タ処 理

計 画及 び これ と同調 した連 邦経 済 大 臣,及 び ドイ ツ学術 研 究会 議 の助 成 措 置 を通 じて得 た経 験,成 果

に基 づい た もの で あ る。

プログラムでは,予 測 される措 置 それ ぞ れ に対 し財政 資金 の必 要 を列記 して い る。 資金 は1971年9

月か ら,数 年 間 に 亘 る運邦 財 政 資金 計画 に明示 され る。 本来 この計 画 に属 さな いが,こ の為 に必 要 と

認 め られ る措 置 の コス トは,第2次DP計 画 に明示 され た 資金需 要(P88,第7表 参照)に は含 め ら

れ ない。従 って これ ら措 置 の実 施 は,そ れ に対 応 す る財政 資金 の用 意 が あ るか否 か に よ って い る。

助 成措 置 の一 部 に つ いて は,連 邦 及 び各 州 が共 同 で 資金 援助 す るよ うな,共 同 使命 の性 格 を持 つ も

の も存 在 す る。.

総 ・括

現状及びその評価

ドイツ連邦共 和 国 に おい て は,1971年 初頭 で 新規 購入 価 額 に して約116億DM(ド イ ツ'
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マルク)に あた る約21 ,800の データ処 理装 置 が ある。1978年 の推 定 を す ると,150・-280台 の 大型 計

算機21,800・-24,500台 の中 型 計算 機,70,000～100,000台 の 小型 計算 機 総 価 額270

～380億DMが 稼動 す る こ とに な る
。

デ ー タ処理 専門 技 能者 の不 足,デ ー タ処 理応 用の重 要 分野 が未 だ開 拓 され て い な い。 標準 化 され た・

転 用可 能 の ソフ トウエ ア ・パ ッケ ー ジが不 足 してい る等 の理 由 か ら,デ ー タ処 理応 用 に関 す る現時 点

にお け る可 能性 もまだ充 分 くみ尽 ざれ て い る とはい えな い状 態 で あ る。 ドィッ連邦 共 和 国の1978

年 に お け る,全 技 能 段 階の デ ー タ処 理 専門 技 能者 の需 要 数 は.250,000～400,000人 と推 定

され る。

ヨー ロ ッパ ・ベ ースの デ ー タ処 理 メー カ ーは,1971年 初 頭 にお いて,中 ・大 型 装置 の 分野 で そ

の価 額 か らみて約20%の 占 有率 を示 して い る。 ドィ ッ連 邦共 和 国 の市場 を支 配 してい る のは,こ れ

迄 と同様 アメ リカ合 衆 国ベ ー スの会社 で,約80%の 市場 を占有 して い る。 これ に対 し,ド イツ連邦

共和 国 の 小型 計算 機 市場 は ヨ ー ロ ッパ ・ベ ース の デー タ処 理 メ ーカ ー が支 配 的で.75%以 上 の市 場

占有 率 を示 してい る。

専 門 大学 に おけ るデ ー タ処 理装 置 の 設置.並 び にそ こにお け るデ ー タ処 理 研 究 は,単 に科 学 の分

野 に限 ったデ ー タ処 理 利 用 に は留 ま らな くな ってい る。 しか しな が らこれ迄 使用 され て来 た もの で は,

もは や専門 大 学の あ らゆ る分 野 にお け る研 究 と理 論 に関 す る デー タ処 理 の 完成 を可 能 とす るには充 分

で はな い。

助成目的

連 邦政 府 は この 第2次 デー タ処 理 計 画 に よ って,次 の様 な一般 的 目的 を追 求 す る もの であ る。

一 合理 化及 び生 産性 向上 の手 段 と して
,経 済 及 び科 学 の 分野 に,デ ー タ処 理 を広 く且 つ強 力 に利 用す

る こ と

一公 共 機 関に よって行 な われ るサ ー ビス及 び 国家 行政 に関す る
,デ ー タ処理 装 置 を利 用 した合理化 及

び生産 性 向上

一最 重 要基 幹 技術 と して のデ ー タ処理 をマ ス ターす るこ と

二著 し く拡 大 す るデ ー タ処理 市場 にお け る競争 関係 のバ ラ ンス化

b

助成措置
`

第2次 デ ー タ処 理 計 画の 枠 内 で特 に重 要 視 されて い るの は,教 育 とい う点 であ る。 あ らゆ る能力 階

層 の デ ー タ処 理要 員 に対 す る急 激 な需 要増 に応 じて,職 業 的 な知識 を仲 介 し,適 切 な再教 育 を保証 す

る為 に は,職 業教 育 そ して専 門 大学 に,人 的,物 的 前提 条件 を用 意 しな けれ ばな らない。

専門 大学 の あ らゆ る分野 の 研 究 と理 論 に お け るデー タ処 理 の インテ グ レー シ ョン は,充 分且 つ容易

に利 用 で き るよ うな計算 能 力 があ って 初 めて 可能 とな る。 ドィッ学術 研究協 会 の計算 装 置設 置 計画,

専 門 大学 の拡 張 に関 す る連邦 助 成 の枠 内 にお け る計算 機 設 置,及 び地 方大 型 計算 セ ンタ ー計 画等 は,

ドィ ッ学 術 研究協 会 に よ って専 門 的 に調整 され る もの で あ る。

一2一



鯵

■

ら

専門 大学 にお け るデ ー タ処 理 分 野 の研 究 は,超 地 方 的 な研 究 プ ロ グ ラム,情 報工 学 に よ って促進 さ

れ る もの で あ り,こ の プ ログ ラム は,基 本法91bに 基 づ い て連邦 及 び州 に よ って協 同融 資 され る。'

この 場 合 情報 工学 の 一般 的 な基本 の みな らず,デ ー タ処理 の専 門 的 な応 用 に まで 拡張 され る。

連 邦政 府 は,教 育 計 画委 員会 にお い て デ ー タ処 理 を本来 の デ ー タ処 理職 業 を越 え て,他 の専 門 分野

の教 育及 び テス ト計 画 にお い て も,適 切 に考慮 され る様 に尽 力 す る もの で あ る。 す なわ ち.こ の 目的

はデ ー タ処 理 の有 す る可 能性 をす べて の職 業 分野 及 び学 科 につ い て洗 いっ くそ う とす る点 に あ る。

専門 大 学教 師 に対 す る需 要 を満 たす為 に,特 に産業 及 び外 国 の専 門家 を教 師 として 得 なけ れ ば な ら

ない。H(セ カ ン ダ リー)段 階 にお け るデ ー タ処理 専 門家 の教 育 及 び 専門 学 校 レベル にお け るそれ は,

地 方学 校(デ ー タ処 理 の職 業 教育 セ ンタ ー)に お いて 行 な われるもので ある。こうした学 校 の拡 張 と並 び

に留 学 制度 及 び各 種 コース 計画 に よ って,こ れ らの学 校 の為 に適 切 な教 師 陣 を得 る様 促 進 して行 く。

デ ー タ処 理 の新 応 用 に 関す る開 発の為,研 究開 発作 業 を促 進 し,シ ステ ム及 び応 用 に関 す る知識 を

使用 出 来 る様 に しな けれ ばな らな い。 こ うした知 識 を もって,公 共 な い し私 的 な分 野 にお い て もデ ー

タ処 理 装置 を計 画,決 定,合 理 化 の参 考手 段 と して利 用 出来 る様 に な る。 促進 措置 として は,次 の様

な 分野 に まで拡 張 され る。

一 計算 機 に援 助 され た情 報
,企 画,決 定 シ ステ ム

ー 教育 制 度 にお け るデ ー タ処 理

一 医 学分 野 にお け るデ ー タ処 理

一 計算 機 に援助 され た開 発及 び建設

一 デ ー タ処 理 に よ るプ ロセ ス ・コ ン トロ ール

上記 の助 成 措 置 を継 続 な らび に 補充 する事 にお いて,特 に 公共 的 な関連 の あ るデ ー タ処 理応 用,'並

び に公共 分 野 に おけ るデ ー タ処理 応 用(た とえば 医学及 び教 育 制度)の 為 に,選 び 抜 かれ た デ ー タ処

理 デ モ ンス トレー シ ョ ン ・プ ロジ ェ ク トを実 現 す る。

標 準化 され た ゾ フ トウエ ァ ・パ ッケ ージの開 発 は,一 般 経 済 に おけ る大 多 数 利 用者 に対 しデ ータ処

理 装 置利 用 に よ る著 しい 合理 化 を短期 間 に達 成 させて くれ る もの で ある。

産 業分 野 にお け る助 成措 置 は,ド イツ連邦 共 和 国 にお け る デー タ処 理 関 係 市場 に,適 切 な 競争状 態

を作 り出 す事 に寄 与 す る。

政 府 財政 によ るデ ー タ処 理 装 置 設 置綱領 は,次 の 事 を確 立す る。 す なわ ち,装 置及 び プ ログ ラム の

標準 化 に関 す る技術 的 な可 能性 を洗 い出 し,そ の設 置 に 当 っては,ヨ ー ロ ッパ ・ベ ースの メ ー カーが

少 な くと も自己 の能 力 に応 じて 一部 分 それ に参 画す る とい う事 であ る。

デ ー タ処 理企 業 は,レ ンタル事 業 のあ らか じめ行 な う融 資に際 して成 長 を阻害 す る資 本的 な 問題 を

有 して い る。 これ を除 く為 に.連 邦政 府 は,果 して レ ンタル 資金 融 資 会社 を援助 す るべ きか,又 い か

に して それ を行 な うか検 討中 で あ る。 『

これ まで の措 置 を継続 す る場 合,将 来 も又,次 の 分野 にお け る産 業的 研 究 を援 助 金 に よ って補助 す

る。 その 分野 とは.こ れ を マ ス タ ーす る事 が デ ー タ処理 企 業 の将来 の競 争 力 に とって,決 定 的 な意 味

を持 ってい る もの を指 してい る。
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この大 きな意 味合 いか らして,大 型 計算 機 参 画者 シス テ ムの開 発 は,さ らに又 援助 され る べ きもの

で あ る。中 型 ユ ニバ ーサ ル計 算 機及 び プ ロセス 計算 機 の開 発 に関 す る現 在進 行 中 の未来 指 向的 プロ ジ

ェクトは,最 後 まで行 なわ な けれ ば な らな い。 さ らに又 市場接 近 分 野 にお け るデ ー タ処 理 装置 及 び・ プ

ログ ラムの開 発 に関 す る選 び抜 かれ た プ ロジ ェ ク トの促 進 は,調 和 し た競 争関 係成 立 に至 るまで継続

され る もの とす る。

ど

●
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1.出 発 点 に お け る状 況 及 び そ の 評 価

1.1ド イ ツ連 邦 共 和 国 に お け るこれ まで の デー タ処 理 利 用 状 況 と1978年 ま

で の予 測

6

∀

1.1.1装 置 保 有数

1971年 初 頭,ド イ ツ連 邦 共 和 国 にお い て は,約21,800の デ ー タ処 理 装 置,新 購 入 価額 約

116億DMが 設 置 され て い る芸

く 内 訳 〉

・大 型 計算 機60台ma価 額7億DM

・中 型 デ ー タ処理 装 置及 び プ ロセ ス計 算機8 ,300台mx価 額97億DM

・小 型計 算 機13 ,500台 ※※※ 価 額12億DM

1.1.2予 測

1978年 ま での推 移 に関 し,デ ィー ボル ド(D)及 び ジー メ ンス(S)が,予 測 を して い る。 こ

の予 測 は特 に次 の推 移 直線 を分 析 し,そ れ に基 づ い た もので あ る。

一 中小企 業 にお け るデ ー タ処 理 装 置 の進 出

一 新利 用 分野開 発 に よ るポ テ ン シ ャル な利 用者 圏 の拡 大

一現 存 利 用者 の 分野 に お け る投 入 デ ー タ処 理装 置 数の 増加

一各 部 分 マー ケ ッ トの 上 限 に除 々に近 づ く事 に よ る保 有数 の延 び率 低 下

●

1978年 の 予測

1978年 初 頭 の装 置保 有 数 は次 の通 りにな って い る。

・大型 計 算機150(D)～280(S)台

価額20億DM(D)～35億DM(S)

・中 型 デ ー タ処理 装 置21,800(S)～24 ,450(D)台

価 額180億DM(D)～245億DM(S)

デ ィー ボル ドドイッ有 限責 任会 社 の調査 によ ると,小 型 計算 機 の 保 有 は,1975年 初頭 で

41,000台 とな り,設 置 され た装 置の価 額 は40億DMに 達 す る。1978年 で の推 定伸 びは,小

型 計算 機70,000～100,000台,価 額 に して70～100億DMに な る。

注 ※ デf－ ボル ド ドイ ッ有 限責 任会社 の調査 に よる。

ma大 型 計算 機:月 当 り レンタル価 額,160,000DM以 上,又 は購 入 価額8,000,000D
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M以 上。

中 型 デ ー タ処 理 装 置:月 当 り レ ン タ ル 価 額,4,000DM～160 ,000DM,又 は購 入 価

額,200,000DM～8,000,000DM。

線 小 型 計 算 機:自 由 プ ロ グ ラ ミ ン グ 可 能 の メ イ ン ス ト レ ー ジ を伴 い
,且 つ 購 入 価 額 約40,000

DM～200,000DM以 上 の キ ー ボ ー ド小 型 計 算 機

1.1.3国 際 比較

デー タ処 理装 置 の保 有 に 関 す る国際比 較 は,次 の 事 に よ って非常 に むず か しい。 す なわ ち 日本 を除

い て公 的又 は,各!一 カ ーに よ って証 明 され た統 計 が な い,現 存 す る私 的 な推 定 は,不 完 全 な資料 に

基 づい てお り,同 じ国そ して 同 じ時 点 で も異 な った数字 が あ げ られ て い る等 で あ る。 これ ま で知 られ

て い るす べて の調査 に関 す る批 判 的 な検 討 を ヨー ロ ッパ協 同体 の コ ミッシ ョ ンの依 頼 に よ って ,市 場

調査 企業 で あ るSORIS-Turinが 行 な った。 この場 合,数 力国 に関 して装 置 の年 間 レ ンタル価

額 と国民 総生 産 の比 率 を出 して お り.こ の 数字 は第1表 に示 す通 りで あ る。勿 論 小型 計算 機 は,大 体

に お いてあ ま り考慮 され てい ない。

第1表

国民 総生 産(GNP)に 対 す る レン タル価格 の比 率鯛

1968年1197・ 年11975年1198・ 年

ドィッ連邦 共和 国 … … 2.43.67.39.8

2.03.27.210.0

1.82.55.28.0

2.43.88.110.4

2.23.36.99.6

2.53.98.11CL3

5.97,710,311.0

フ ラ ン ス

イ タ リ ア

ベ ネ ル ク ス三 国 … … …

ヨ ー ロ ッパ 共 同 体 … …

イ ギ リ ス

ア メ リカ 合 衆 国 … … …

ど

アメ リカに対 す る遅 れ

時系 列比較 に よ ると,ヨ ー ロ ッパ に おけ る中 ・大型 デ ータ処 理 装 置 の利 用 状 況 は,ア メ リカに対 し

て5年 間 も遅れ て い る。 日本 に関 す る数 字 は,SORISの 報告 には 含 まれ てい ない。 日本電 子 計算

機 株式 会社(JECC)の 統 計 に よ る と1970年3月 末 で6,718台,価 額17億USド ルが設 置

され てい る。 年 間 レ ンタル価 額 と国 民総 生 産 との 比率 は2.7%で あ る。

`

司

1.1.4利 用 状況

果 して ドイ ツ連邦 共 和 国 に お い て,デ ー タ処理 に ょ って生 み 出 され る合 理 化及 び 生産 性 の 向 上 に関

す る可能 性 を適切 に利 用 され る か否 か,こ れ につ い て は現 存 デ ー タ処理 装 置 数 か らは限 られ た範 囲 内

で しか結 論 づ け る事 がで きな い。
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`

利 用段 階

特定 応 用 シス テ ム並 び に その為 に必 要 な デ ータ処理 装 置 は,同 時 に多 数 の 応 用 分野 に進 出 してい る。

どの応 用 分野 に 関 して も,個 別 課題 解 決,個 別課 題 の部 分 イ ンテ グ レー シ ョンの為 の デー タ処 理 応 用

と完 全 イ ンテ グ レー トされ た情 報 シス テム(イ ンテ グ レー ショ ン段 階)が 区別 され る。 あ る特 定応 用

分 野 の どの インテ グ レー シ ョ ン段 階 にお いて も,基 礎 的作業 に イ ノベ ー シ ョ ン段 階が続 い てい る。 こ

の 段階 に あ って は,極 く少 数 の ものが,新 し い 応 用 シス テ ムを 実験 す る だけ で,こ れ に次 い で,数

年 間 に亘 る実行 段 階(デ ィフ ュ ー ジ ョン)が,そ の 分野 にお け る利用者 数 が 限界 値 に近 くな る迄 続 く

ので あ る。

従 って通常 の場 合,個 々の イ ンテ グ レー シ ョ ン段 階が い か な る状 況 に迄 達 してい るか を明示 す る事

は,あ る特 定 の 利用 分 野 につ い ての み 可能 で あ る。 一般 的 に確 認 し うる事 は,現 在 ドイ ツ連邦 共 和 国

・一 及 び世 界各 国 一一 に 設置 され てい るデ ー タ処 理装 置 は
,大 量 作業 及 び ルーチ ンワークに使 用 され て

い る点 で あ る。

連邦 共 和国 にお け る主 な応 用 分野 を簡 単 に 分析 す る と次 の結 果 に な る。

○行政 面 での 利用

行政 分 野にお け る個 別課 業 の解 決 に 関 し ては,デ ィフュ ー ジ ョ ン段 階 に到 達 してい る。例 えば 住民

関係,税 率 設定,人 事関 係等 が これ に該 当す る。 他 の 分 野,例 え ば郵便 貯 金,年 金 計算 サ ー ビス,年

末 調 整,賃 金 計 算等 につ いて は既 に 飽 和状 態に達 せ ん とす る状 況 であ る。

か な りの 分野.例 え ば財政,金 庫 ・計算関 係 で は部 分 イ ンテ グ レー ショ ンが イ ノベ ー シ ョ ン段 階 に

な って い る。 地 方 自治 団 体等 の分 野 にお け る完全 インテ グ レー シ ョン,並 び に デ ー タバ ン ク及 び情 報

システ ム設立 を 目指 す計 画 は まだ 基 礎段 階に あ る。

レ

○医 学 にお け る利用

連邦 政 府厚 生 報告 ※に よ る と,1970年,ド イツ連 邦 共和 国 にお いて3,640病 院 の内,1.5%

が独 自の デ ー タ処理 装 置 を,更 に4%が 外部 計算 セ ンタ ー を利 用 し百 ・る。 一 主 に計 算,測 定 デ ー タ

の処 理 に 関す る個 々の 課業 の為 一 。

個 々の疾 病 グル ー プ,例 えば 甲状 腺 関係 に っい て 計算 機 を 医学 的診 断 に用 い る とい う特 定 の分 野,

これ に関 して は ドイ ツ連 邦 共 和 国 で も既 に実施 され てい る個 々の 事例 が あ る。 しか し普 通 は 目下基 礎

段 階 にあ るとい うこ とが い え よ う。

病 院 イ ンフ ォメー シ ョ ン ・シス テ ム はアメリカに おいて 実 際 に利 用 されて い る。 ドイ ツ連邦 共 和 国 に

お い ては.早 く と も5年 後 に,例 えばハ ノーバ ー医科 大学 に イ ンテ グ レー トされ た シス テ ムを実現 さ

せ る様 計画 中 であ る。 又 英 国 に お い て も,デ ー タ処理 の健 康 サ ー ビス利 用の 準備 作 業が と りあげ られ

て い る。

※1970年12月18日 連邦 議 会 印刷 資料
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○教育 で の利 用

専 門大 学 に おけ る管 理問 題 の処 理(例 え ば学 生 統計,学 生 の登 録 及び 取り消 し,俸 給 ・授 業料 計 算)・

更 に これ と比 較 す る と僅 かで はあ るが 学 校 で も(学 生,教 師諸 デ ー タの管 理,評 価,時 間割 計画 作 成

テス ト評 価)デ ー タ処 理装 置 が 利 用 され て い る。

計算 機の援 助 に よ る授業 の 為 に デ ータ処理 装 置を利 用 す る事 は,や っ と基 礎 段 階 にあ り・ テ ス ト段

階 であ る。現 時 点 で は この場 合 ア メ リカで行 な われた 経験 を参 考 に した研 究 ・開発 作 業 を主 に行 な っ

てい る。 専門 大 学 及 び成 人教 育 に お け るテ キス トダ イ アロ グで の計 算 機援 助 に よ る授 業 に関 して アメ

リカで は 目下約3,000タ ー ミナ ル,ド イ ツ連 邦 共 和 国で は約60タ ー ミナ ルが 利 用 され て い る。

○企 業 に お け る経 営 経済 面 で の利 用

トロ イアルバ イ ト※の調 査 に よれ ば,1969年 で は ドイ ツ連 邦 共 和 国 の15.000に の ぼ るほ ぼ

大企業 と もくされ る ものの 内 約42%が,自 己の装 置 又 は外 注 作業 に よ って,個 々の 問 題 を処理 す る

為 にデ ー=タ処 理 を用い て い る。1975年 に は約75%が デ ータ処 理 を利 用 す るこ とに な るで あ ろ う。

従 って ドイ ツ連 邦 共 和 国 に おい て は,個 別 問 題 処 理 の為 に中 ・大型 デ ー タ処 理 装 置 を利 用す る

点 に 関 してか な り進 歩 して い る。 又 小企 業 につ いて も計算 セ ンタ ーサ ー ビス及 び小 型 計算 機 の利 用 に

よ って,著 しい成 長 が予 想 され る。

課 業 の部 分的 イ ンテ グ レー トに よ る処 理 に際 して の デー タ処 理 の投 入 一 例 えば,受 注,倉 庫,生

産 設備 稼動 の連結 一 は,こ れ に 対 し,イ ノベ ー シ ョ ン段 階 は既 に克 服 して い るか の よ うに見 えな が

ら,こ の開 発状 態 に は達 してい ない。

"マ ネ ジメ ン ト情 報 シス テ ム"に 関 す る大 きな 関心 そ して活 発 な 論議 につ い て,ま だ これ が基 礎段

階 にあ り,当 初 の実験 で は,こ れ迄 完 全 な イ ンテ グ レー ショ ンを実 現 で きない 問題 点 が現 れ て来 て い

る事 を見 過 ごして はい け な い。

※ 教 育科学 省 の依頼 に よ り ドイ ツ監査 信託 株式 会 社 トロイ アルバ イ トが行 な った"進 歩 的 利用

者 ソフ トウエ ア開 発 に関 す る需 要 分 析"

○ デー タ処 理の技 術 面 で の利 用

プ ロセ ス'コ ン トロールへ の データ 処理 装 置 利用 の 点で,個 々の課 業 に対 す る もの はイ ノベ ー シ ョ ン

段 階 を超 えて い る。 トロ イア ルバ イ トの 調査 に よ ると,1975年 に デ ー タ処 理 を使 用 し よ うとす る

企 業 の8%は,プ ロセス ・コ ン トロ ール に デ ー タ処 理 を投 入 しよ う として い る。

個 々の 課題 の部 分 イ ンテ グ レー シ ョ ンを必 要 とす る比較 的 総 合的 な 利 用形 態 に 関 して は,イ ノベ ー

シ ョン段 階に丁 度達 して い る よ うに思 われ る。 この調 査 の結 果.70年 代 で は企 業 の4%が デー タ処

理 を 計 算 機 に基 づ く開 発 に,10%が 計算 機 に基 づ くコ ンス トラ ク トに 用 い よ うと して い るこ とが

明 らかで あ る。

●

`

d
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,

1.1.5評 価

利用 に際 す る問 題 点

非常 な進 歩 と比 較的 高 い 計算 機密 度 に もか か わ らず,デ ー タ処 理応 用 に関 して現 在 存 在す る技 術 的

可能性 は,ま た充 分 くみ尽 され て い る とはい え ない。 この 分野 に お け る投 資は,そ の 高 さか ら国民経

済 的 に か な りの ウエ ー トを占 めて お りな が ら,合 理 化 と生産 性 向 上 に関 して技 術 的 に まだ相応 の寄 与

を して い るとは 言 え ない。 デ ー タ処 理 の投 入準 備 そ して その有 効 利 用 にっ い て は,デ ー タ処 理 専門 者

の不足 そ して デ ー タ処 理 の現 時 点 での可 能 性 に関 す る知 識不 足 と い う事態 に よ って 大 き く阻 まれ て い

る。更 に加 えて,デ ー タ処 理 の重 要 な 分野 は完 全 に根 本 か ら開 拓 され てい るわ けで は な い。 標 準 化 さ

れ,融 通 利 用 され う るソフ トウエ ア ・パ ッケ ー ジの供給 不足 は,企 業個 々の プロ グ ラ.ム開 発 とい う事

態 をよび,こ れ に よ って生 ず る重 復開 発 はそれ で な くと も問 題 点 の 山積 す る分 野 に.パ ー ソ ナル'シ

チ ュエ ー シ ョ ンの コ ス ト面 にお け る悪化 をま ね くこ と とな った。

公 的 分 野に お け るデ ー タ処理 の意 味

公的 分 野 にお いて は将 来 特 に,デ ー タ処理 によ る合理 化,生 産性 向 上の可 能 性 を よ り強 く利 用 して

い かな けれ ば な らない 。厚 生制 度,教 育 関係 ,そ の他 公 共的 な問 題領域 が 有す る労 働 集 約 的 サ ー ビス

は,急 上 昇 す る人 件 費 と限 定 され た労 働 力 に直 面 してお り,将 来 国民 に対 す る質 的,量 的 サ ー ビス 改

善 は,機 械 作 業 で代 用 し うる作 業 は すべ て 機械 に させ る とい うこ とが で きて初 め て可 能 とな る。 この

場 合デ ー タ処 理 は,中 心 的 な役割 を果 さな けれ ばな らな い ので あ る。

1.2人 員需要,現 在 の教 育 キ ャパ シテ ィ

■

〉

1.2.1デ ー タ処 理専 門 要 員の 保 有 数

デ ー タ処理 専門 者 の供 給状 態は 目下著 しい不 足 を示 して い る。 デ ータ処 理 分 野に おい ては,1970

年末 約100,000の 専門 技能 者 が お り,そ の 内 訳 はユ ーザ ーで70,000,メ ー カー で30,000

とな って い る。 な お デ ー タ パ ンチを行 な う女子 タイヒ。ス ト及 び他 の デー タ把 握 関 係の 作業 者 は これ に含

まれな い。

能 力 を完 全 に 備 え た デ ー タ処 理 員 の不足 状 況 にっ い て は,正 確 には示 され な い が,し か し次 の現 象

にっ い て は明 らか で あ る。

一 労働 市 場 に起 因 す る高 賃 金 レベ ル

ー デ ー タ処 理 組 織 ,プ ロ グ ラ ミング,並 び に機 械 操作 に お け る超 過勤務 時 間 に 占め る割 合 の増 大

一 非常 に大 きな 人 員変 動 及 び退職 者 数

1.2.2デ ー タ処 理 要 員 の 教育 構造

これ迄 の 教 育
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これ 迄 デ ー タ処 理専 門技 能 者 の教 育 は,既 に習 得 した か又 は それ に就 い てい る職 業 に 付 りn的に行 な

う もの であ った。 この 教育 に大 き く貢献 してい るの は メーカー会 社 大 ユーザー そ して何 らか の共 同 施設

的 な もの であ った。

専 門 大学'

こ こ数年来,専 門 大学,エ ンジニ ア学 校,経 済 専門 高等 学校 等 の 公共 的教 育 機 関で,デ ー タ処 理教

科 を設 け る努力 が な されつ っ あ る。 連邦 科 学 研 究大 臣 は,1968年 文 部大 臣常 任 会 議議 長,科 学委

員 会議 長 及 び西 ドイ ツ学 長 会議 議 長 に これ に関 す る提 案 を して い る。

セ カ ンダ リー段 階]1及 び 専門 学 校

デー タ処 理教 育 の 最初 の足 掛 りは,セ カ ンダ リー段 階H及 び専 門学 校 にあ る。

あ らゆ る面 に関 す るデ ー タ処 理 付加 教育 の可 能性 を体 系 化 す るこ とは,こ うした教 育 が充 分 で あ り,

他 の職 業教 育 との関 連 にお いて も有意 義 であ る とい うと ころで始 め られ だの であ る。

現 在受 け る こ との で き るデ ー タ処理 教 育 キ ャパ シ テ ィにつ い て は,第2表 の通 りで あ る。

第2表

教育個所 卒業者数

専門大学

一専門科目としての情報工学教程 1,600 一

一 付帯 科 目 として の情 報 工学 教程(数 学 ,エ ンジニ ア科 学,経 済,社 会科

学,法 律学) 700 150

情報工学教程を有する経済専門高等学校及びエンジニア学校 1,000 200

データ処理専門実業学校及び企業内教育施設

数学 ・技 術 ア シス タ ン ト及 び情 報技 術 者教 育(1～5学 期)を 含 む 2,500 3,000

データ処理事務職員

これ迄 は企業内教育 1,200
『

メ ー カ ー主 催 コ ー ス

自社 新 採 用 人 員 に対す る もの(1～6月) 2,500 5,000

行 政 関係 独 自の コー ス

公共 行 政 の デー タ処 理 要 員の為 に行 な う(常 設 で は ない,コ ース期 間 は4

週間 以 上,連 邦 所管 事 項 としての企 画 で あ り,公 共 団 体 に よ って行 な われ

た もの) 200 200

・出典"デ ー タ処 理 専門 要 員教育"委 員 会 委 員情 報,連 邦所 管 当局 ・地 方公 共 団体 公 示 ・教 育科

学省 の 行 な った専 門 大学 に対 す る ア ンケー ト

ー10一
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デ ー タ処 理 メ ー カー

更 に1970年 に おい て は,メ ー カ ー主催 の1～6週 間 の デ ー タ処 理 装置 に 関 す る短 期 コース に,

約75,000に 亘 る顧 客側 要 員 が参 加 した。 しか し,何 回 も重 ね て行 なわれ る コース を終 了 し,従 っ

て重 複 し て数 え られ る とい う現 象が あ り,果 して デー タ処理 専門 要員 として教 育 され た もの の数 が ど

の く らい に な って い るの か,又 この コースが再 教 育 とい う意 味 を どの程 度 有 して お り,又 それ が単 に

一般 的情 報 を支 え る為 の もの で しか ない のか不 明 であ る
。

しか し こ うした措 置 は,急 激 な デ ー タ処 理 専門 要 員需 要 を満 足 させ るに は と うてい 不足 で あ るこ と

は確 か で あ る。
4

,

1.2.3デ ー タ処 理 専 門要 員 の将 来需 要

1.2.3.1総 需 要 人 員

連 邦政 府 第2次 デ ー タ処 理 計 画が,教 育 問題 に 注 意 を集 中 しな けれ ばな らな い とい う事 は 当初 か ら

疑 い もなか った。 それ 故 必要 専門 要 員 の予 測 を行 な った。

デ ー タ処理 利用 者

デ ータ処 理装 置利 用 者 の将来 の人 員需 要 は,通 常 通 りデ ー タ処 理 装 置の予 測 数 を基 に して推 定 して

い る。 装 置 当 りの配 置 人 員 はそ の課 題領 域 の如 何 に強 く左 右 され る。 中 ・大 型装 置 に 関 して は 目下 の

とこ ろ,装 置の 大 きさに よ って2.4～27 .2名 の専 門 要 員数 を 上下 し,平 均 す る と8.2名 とな る。

装置 数 の予 測(1.1.2章)及 び 中 ・大型 装置 平均 要 員 数6.9～9、6名,小 型 装 置 の 人員 数等 を考慮 す

ると,デ ー タ処 理 利 用 者 全域 に亘 って1978年 初 頭 に おい て専 門 要 員需 要数 は200 ,000～

330,000名 と な る。

●

レ

予 測 の不確 実 な点

この予 測 の不確 実 な点 は第1に 装 置現 存 数 の長 期 的,確 実 な予 測 が困 難 で あ る事 ,第2に1装 置 当

り専門 要 員 の平 均数 に対 す る技 術的 組 織 的推 移 の 影 響 を評 価 しな け れば な らな い点 で あ る。 デ ータ処

理 を所有 す る企 業で は大 多 数の従 業 員 が その 装置 と密 接 な関係 に あ り,又 総 合的 作 業分 野 との関係 ,

そして職 場 と関 連 す る計算 機 又 はデ ー タ端末 装 置 の進 出,こ うした事 によ って又 限 界線 の 問題 が 出 て

くるこ とに な る。 即 ち本来 の意 味 での デ ー タ処 理 要 員 に数 え られ る従 業 員数 は どれ く らい に な るか,

又 どの く らいの従 業 員が その他 の作 業 との 関係 か らして機 能的 に デ ー タ処 理 と関係 を有 して い るか,

これ を決定 す る こ とは益 々困 難 にな って きて い る。

デ ー タ処 理 メ ーカ ー

メー カ ー企業 にお け る人 員需 要 の 計算 はAEG－ テ レフ ンケ ン,IBM及 び ジー メ ンス並 び に小 型

計算 機 メ ー カーの 数 字 を基 に してい る。 メー カ ー各 社 はそ の数 字の 基本 と して,平 均 デ ー タ処 理要 員

成 長 率15%を 採 用 して い る。 この 率 は成長 す る労 働 生産 性 に よ って 引渡価 額 の成長 率 よ り低 い。 こ
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れ に よ っ て メ ー カ ー各 社 の デ ー タ 処 理 専 門 要 員 の 需 要 数 は,1978年 初 頭 で50,000・-70,000名 と

な って い る。

1978年 総需 要

従 って1978年 初 頭 にお け る デー タ処理 専 門 要 員 に 関す る需 要をユーザL及 び メ ー カ ー両 方 につ い

て み る と,250,000～400,000名 とい うことが で きる。

1.2.3.2教 育グ ル ー プ別 の需 要 人員

次 に人 員需 要 を,職 業 教 育,全 体 専 門 大学 領 域 の種 々の レベ ルを修 了 した その グ ル ー プに よ って 分

けて み る。 この レベ ルに っい て は更 に その教 育 方 向 が,よ り経 営 経済 的で あ るか又 は技 術 的 ・科学 的

な もの に区 分 され る。

`

デ ー タ処 理 ユ ーザ ー

1978年 初 頭 利 用全 体 の60%が 経 営経 済,10%が 管理 的 な方 向 に利 用 され る こ とに な ろ うが,

現在 で は 両者 合 計 で約80%で あ る。 他 の 利 用 は 主 に技術 及 び 科学 的 な 方向 で あ り・ 又 将 来 は医学,

教育 学 的 な性 格 を おび た 利 用が考 え られ る。 マネ ジメ ン ト,シ ス テム ・アナ リシス,シ ス テ ム ・プ ラ

.ンニ ング及 び デ ー タ処 理 オ ー ガニ ゼ ー シ ョ ン,プ ロ グ ラ ミン グ並 び に機械 操 作 等各 フ ァ ンク シ ョン分

野 にお け る作 業 の為 に必 要 な教 育 の分 析,そ して これ らフ ァン クシ ョ ン分野 の 将来 の人 事 構造 的 ウエ

ー トの分 析 に よる と,1978年 初 め にお い て,ユ ー ザ ーサ イ ドの要 員 の30%は,情 報 工 学 を専門科

目又 は補助 科 目 とす る専 門 大 学教育 を必 要 とす る ことが 明 らか で あ る。約70%は セ カ ンダ リー段階

H又 は,専 門 実業 学 校 レベ ルの職 業教 育 を受 け な けれ ば な らな い。

デ ータ処 理 メー カー

メー カ ー会 社 の デー タ処理 専 門 要員 の50%に つ い て}£1978年 当初 で,総 合専 門 大 学 にお け

る教程 の 教 育 を要求 され る。 その 内半 分 づっ が それぞれ 経 営経 済 的な データ処 理 作業 及 び技 術・ 科 学 的

な それ とい う風 に な る。

保 守,製 造,開 発関係 につ い ては,メ ー カ ー会 社 の デ ータ処 理要 員 の約30%が あ た り・ これ に関

して はセ カ ンダ リー段 階H又 は 専門実 業学 校 レベ ル での,ハ ー ドウエ ア 指 向の デ ー タ処 理 教 育(情

報 電子 技 能者,情 報 テ クニ カ ー)が 必 要 とされ る。

残 り20%の デ ー タ処理 専 門 要員 につ い て はtセ カ ンダ リー段 階ll又 は専 門実 業 学 校 レベ ル(デ ー

タ処理 事務 員,情 報担 当者,経 営経 済 デ ー タ処 理)で の ソフ トウエア指 向的 デ ー タ処 理 教 育 が必 要 で

あ る。

⑨

1978年 にお け る教育 グ ル ー プ別総 需 要

総括 す る と,1978年 初 め にお け るデ ー タ処理 要 員 は次 の様 に種 々の教 育 グル ー プに 配 分 され る。

約66%の デ ー タ処理専 門要 員 が セ カ ンダ リー段 階ll又 は.専 門 実業 学校 レベ ル を修 了
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●

即 ち約60%が ソ フ トウエ ア指 向

6%公 共 行政 に関 す る準 備職 務修 了

12%商 業 方面 の専門 実 業 学 校 レベ ルの修 了(経 営経 済 デ ー タ処理)

12%科 学,技 術 方面 の専 門実 業学 校 レベ ルの修 了(情 報技 能者 ,こ れ迄 の数 学,技 術 アシス

タ ン ト)

30%商 業 方 面 の セ カ ンダ リー段 階llの 修 了(デ ー タ処 理 事務 員)

約6%が ハ ー ドウ エ ア指 向(情 報電子 技 能者 及 び情 報 テ クニ カ ー)

約34%は 情 報工学 を 専門 科 目又 は,補 助科 目 と して専 門大 学 を卒 業 した者 。

この 内

約66%は 経 営経 済 を重 点 とす る(補 助科 目と して経 営経 済 を有す る情 報学 士 及 び補助 科 目 と して

情 報工 学 を 有す る経 済学 者)

約34%は 自然 科 学 を重 点 とす る(情 報 学 士;自 然 科 学 補助科 目を有す る情 報 学士;理 工学 士,情

報 工学 専科)

1.3市 場 占 有 率

■

1.3.1デ ー タ 処 理 メー カー

アメ リカ各社 の 覇権 確 立

高 成長 を遂 げ た産 業,原 子 力研 究.宇 宙 開 発,防 衛 等の 国 家開 発 調達依頼,経 済,科 学,行 政 に お

け る現 代的 マ ネ ジメ ン ト方法,大 きな 国内市 場 そ して大 戦 後 ヨー ロ ッパ経 済 の再 出発時 点 での状 態等

は,ア メ リカの企 業 に対 して,彼 等 が アメ リカ市 場 を超 えて,中 ・大型 デ ー タ処理 装 置に 関す る ヨー

ロ ッパ市 場 を実 際的 に は深 刻 な競 争 相 手 もな く征服 す るこ とを容 易 に した。OECDの 研 究 に これ に

関 す る詳 細 が明 らか に され てい る。

ヨー ロ ッパ にお け るア メ リカ企 業の独 占 的 な覇 権確 立 は,ド イツ連 邦共 和 国 の貿 易 自由 化政 策 に乗

じて,ド イツ連邦 共 和 国 にお け る深 刻 な競 争 を殆 ん ど不 可 能 に した。 但 し商 業 用小 型 計算 機 に つ い て

は.ア メリカも近年 開 発 し始 めた ば か りで あ り,こ れ に つ いて は例 外 で あ る。
■

第1次 デ ータ処 理 計画 の効 用

連 邦教 育 科 学省(当 時 連邦 科 学研 究省)の 第1次 デ ー タ処 理 計画,及 び それ と歩調 を合 せ た 連邦 経

済 ・財務 省(当 時 連 邦 経済省)に よる市場 改善 発 展 の助 成 措 置 は,そ の 目的 の1つ に 国 内 ベ ースの メ

ーカ ーの技 術 的助 成 に よ って 競争 関係 の歪 みに対 処 す る目的 があ った。

公 的 資金 がアメリカの 枠 に は達 しな か った とは い う もの の,国 内 ベ ースの メ ーカ ー は公 的 な助 成策 に

よ って や やそ の市場 での位 置 を高 め るこ とがで きた。
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ドイツ連邦 共 和 国 に お け るデ ー タ処 理 市場

ドイ ツ連 邦 共 和 国 にお い ては.自 明 の事 では あ るが,こ れ迄 と同様 アメリカ ・ベ ース の会社 が市場 を

支 配 して い る。1971年 当初,中 大 型装 置の 分 野 で,保 有 価 額 か らみ る と約80%が アメ リカ製 で,

IBMだ け で60%以 上 とな って い る。

これ に対 し ジー メ ンス/ッ ーゼ,AEG－ テ レフ ンケ ンは 合計 で 約18%,そ の 他 ヨー ロ ッパ メー

カ ーは2%以 下 の数 字 とな って い る。 同 じ く国家 的助 成 計 画(日 本 は1957年 以来)を 有 す る日本

及 び イギ リスに つ いて み ると,国 内 ベ ース の会 社 が 市場 占有 価額 で,50%(日 本)及 び40%(イ

ギ リス)以 上 とな って い る。

第3表 に示 す"中 型 デ ー タ処 理 装 置及 び プ ロセ ス ・コ ン ピュー タ"に 占 め るプ ロセ ス ・コ ン ピュー

タの み の割 合 を価額 か らみ る と,6%で あ る。 こ の マ ーケ ッ トに っい て は将 来平 均 以上 の 成長 率,年

間30%以 上 を予 想 で きるが,こ れ に対 して もヨー ロ ッパ ・ベ ー スの会 社 が その価 額 で約58%を 占

有 して い るの で あ る。

ドイ ツ連 邦 共 和 国の 小型 計算 機 市 場 にお い て は,ヨ ー ロ ッパ ・ベ ース の デ ー タ処 理企 業 が75%の

占有 率 を示 し て トップに立 って い る。 強 い位置 づ け,国 内 市 場 に於 け る経験 か らして これ に関 して は.

外国 に お い て も大 きな 成果 を とげて い る。 現 在 これ らの企 業 はそ の生 産 の50%以 上 を輸 出 してい る

の であ る。

L

電 気産 業 との比 較

デ ー タ処 理 産 業 の現 在及 び努 力 の方 向 とな る市場 での位 置 を判 断す るた め に,電 気産業 との比 較が

有 意義 で あ ろ う。

西 側諸 国 で販売 され た1969年 に お け るデ ータ処 理装 置 の 価額 をみ る と.ド イ ツ連 邦 共 和 国 は

それ に2.6%の 割 合 を示 して お り,西 ヨー ロ ッパ諸 国 をベ ー ス とす る企業 は8.4%で あ る。 これ を

電 気市場 に っい て み る と,い ず れ も4倍 で あ る。

アメ リカ及 び ドイ ツ連邦 共 和 国 の最 大企 業 の デ ー タ処 理 関係 販売 高 の比 率 は(IBMと ジ ー メ ン

ス),1969年 で40対1で あ った。 同 じ く両 国 の電 気事 業 にお け る最 大企 業 の売上 比 率(ジ ェ

ネ ラル ・エ レク トリック社 とジ ーメ ン ス)を み る と3:1弱 であ った。

この比 較 か ら,ド イツ連邦 共 和 国 にお け るデ ー タ処理 は,電 気産業 の能 力 か ら推 して も,ま だ非常

に大 きな発 展余 力 と能力 を有 してい るこ とが明 らか で あ ろ う。

-●

経 済 政 策及 び科 学 政 策的 諸観 点

中 ・大 型 データ処 理装 置 及び それ に付 属 す る利 用 援助 及 び コン ピ ュー タに おけ るヨ ー ロ ッパ ・ベ ース

の メ ーカ ーの 市 場占 有 率の 低 さ,こ れ は次 の よ うな経済 ・科 学 政 策的 な理 由 か ら憂 慮す べ き もの と思

われ る。

一 競 走 は丁 度
,全 体科 学技 術 発 展 の みな らず 更 に 工業 生産,医 学,教 育制 度,コ ミュニケ ー シ ョ ン'

プ ロセ ス そ して 公的 行政 管 理 等 に媒体 的効 用 を有 す る精 神 的 ・技 術 的生 産 物 で 強 い ア ンバ ラ ンスの
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1

●

■

●

状 態 で あ る。

一 売 り上 げ が少 なす ぎる と ヨーロ
ッパ ・メーカ ーは長期 的 に みて開 発及 び生産 を断 念 しな けれ ば な らない

か もしれ な い。 ヨー ロ ッパで も数 力国,中 で も ドィッ連邦 共 和 国にお い て は,ア メ リカ ・ベ ー ス の

数 企 業 が デ ー タ処 理 装 置 を製造 し,そ の装 置 発展 に寄 与 し抱 こもかか わらず,次 の様 な理 由 か ら,ヨ ー

ロッパ'ベ ー スの生 産性 の 高 い デ ー タ処 理企 業 の進 出 が 国 民経済 的,科 学政 策 的 な観 点 か ら望 まれ

るの で あ る。

・目的 に応 じた市 場供 給

大 体 に おい て製 品 はア メ リカ にお い て開 発 され た もの であ り.条 件 もア メ リカ市 場 に基 づ いて

い る。 俸 給 水準 と装 置 レン タルの 関係 に して も又 企 業規模 構造 にっ い て もヨ ー ロ ッパ 事情 とは異

な って い る。 ヨー ロ ッパで は従 って他 の シス テ ム解決 が必 要 で あ る。

・デ ータ処 理 分 野 にお いて 生産 性 能 力 が有 す る投 資財 事業 での競 争力 に対 す る影 響

デ ー タ処 理装 置 は,生 産 工程 全 般 の操 作 に も多 く用い られ てい る。 工業 プ ラ ン トを一式 販 売 す

る場 合(例 え ば圧 延 工場,発 電 所,石 油 コン ビ ナー ト)で も,同 時 に,電 子 計 測,調 節.コ ン ト

ロー ル 関係 の もの が,統 合 され た 一 つ の部 分 と して引 き渡 され る。近い 将 来 に おい て
,機 械及 び装

・ 置 の販 売 ,輸 出が,付 属 す るデ ー タ処理装 置 に大 き く影 響 され るよ うに な るで あ ろ う。 高性 能 電

子 コ ン トロ ール,そ れに付 随 す るデ ー タ処 理装 置の提 供 者 は販 売 され る工 業 プ ラ ン トの企 画構 想

に益 々大 きな影 響 力 を有 す るよ うに な る。

・イ ン フ ラス トラ クチ ュア産 業 に 対 す る刺 激

デ ー タ処理 企 業 に よ って な され るこの 刺 激 は,こ の企 業 と伝 統的 に結 びつ い て い る関 連企 業 に

対 して,新 式 機械,部 品 そ して 工作 原 料 の開 発 を可能 にす るこ と とな り,こ れ らは又他 の産 業 部

門 にお い て も,よ り性 能 の高 い 生産 物 を実 現 す る こ と とな る。

・科 学 者 に対 す る興 味深 い 問題 設定

デ ー タ処 理 企 業 の研 究 ・開 発 セ ンタ ー は一般 的 に そ の重 点 を,企 業 の ベ ー ス が あ る と ころに 置

いて い る。 従 って ドイ ツ連 邦 共和 国 にベ ー ス の あ るデ ー タ処 理企 業 は特 に,科 学 者及 び開 発 技 師

に対 し故郷 で才能 を発 揮 させ るに適 して い るわ け で あ る。

他 の 国 々で長 い 間 行 な われて い る,国 内 デ ー タ処 理 メ ーカー に対 す る国家 援助 は,こ れ らメ ー カー

が 世界 市 場 にお い て,競 合相 手 に 対 し かな りの 有 利性 を持 つ とい う作 用 を した。 従 って ドイ ツ連邦 共

和 国ベ ース の デ ー タ処 理企 業 に 対 す る国家 的援 助 は,現 在 の競 争 の歪 み を少 な く と も一 部排 除 す る程

度 の貢 献 をす る もの と思 われ る。

国内 市場 の支 持力

ドイ ッ連 邦共 和 国 に お け る大型 計算 機 の 総販 売 価 額 はデ ィ ーボル ト・ ドイツ有 限 責任 会 社 の推 定 で

1975年 約3億5,000万DM,1978年 で4億2,000万DMで あ る。 これ に対 し ジ ー メ ンス

が行 な っ た同期 予測 に よ る と,そ れ ぞれ4億2 ,000万DM及 び6億DMで あ る。

ドイ ツ連邦 共 和 国に お け る中型 デー タ処 理 装置 の 総販 売 価額 にっ いて ジー メ ンス は.1975年 で
ぐ
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30億DM,1978年 で38億DMと 推 定 して い る。

上 記 の数 字 か らも明 らか な様 に,中 大 型 装置 の市場 も ドイ ツの デ]タ 処理 会社 に とって 充 分 な将 来

性 を持 ってお り,ド ィ ッ各 社 が この市場 で行 動 を起 こす こ とは,企 業 政策 的 に も又 国民 経 済 的に も有

意 義 で あ り且 つ必 要 な こ とであ る。

第3表1971年1月1日 現 在 の ドイツ連邦 共 和 国 にお け る コン ピュー タ

保 有 価額 に 関 す る比 率

(デ ィーボ ル ト ・ドイ ツ社 調 べ)

ドイ ツ連邦,

共 和 国

(統 計)

大 型 コ ン ピ

ュ ー タ

中 型 コ ン ピ

ュ ー タ

(プ ロセス ・

コンピュー

タ 含 む)

小 型 コ ン ピ

ュ ー タ

内訳(分 野別)

公共
行政管理

科学
研究教育

価額10億 マ ル ク
11.6

(100%)
0.7

(6%)
9.7

(83.7%)
1.2

(10.3%)
0.84

(7.2%)
0.86

(7.4%)

IBM

その 他 アメ リカ製

54.9%

191%

50.6%

42.2%

61.2%

17.3%

3.7(嶽

20.7%

,63.0%

9.5%

38.9%

21.8%

アメ リカ製 合 計 74.0% 92.8% 78.5% 24.4% 72.5% 60.7%

ジ ー メ ン ス/ツ ー ゼ

AEGテ レ フ ンケ ン

ニ ク ス ドル フ/ル ー フ※

フィ リップ ・エレク トロ リカ

キ ン ツ レ ー

そ の 他 ヨ ー ロ ッパ ベ ー ス

14.2%

2.7%

4.1%

2.2%

1.2%

1.6%

一

7.2%

一

一

一

『

16.9%

27%

-

0.5%

-

1.4%

一

『

41.3%

17.8%

i2.5%

4.0%

14.5%

45%

7.8%

0.7%

20.0%

11.5%,

0.6%

7.2%

ヨ ー ロ ッパ ベ ー ス の 合 計 26.0% 7.2% 21.5% 75.6% 27.5% 39.3%

'※IBMシ ス テ ム3モ デル10は,中 型 機 に示 されて い る。IBMシ ス テ ム3モ デ ル6は,

1972年 大 き く市 場 に進 出 されて こよ うが,こ れ は小型 機 に入 れ られ る。

wwRuf(ル ー フ)は ニ クス ドル フの コンピ ュ ータ を販 売 して い る。

`

●

こ こ数年 間 の市場 にお け る成 果 か ら,1975年 に至 って 国内 ベ ース の メー カ ー は ドイツ連邦 共 和

国 内 の中大 型 計算 機保 有 総価 額 の最 低25%,更 に1980年 で最 低30%を 占有 す る こ とが可能 で

あ る と予 想 で き る。

'
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大 型 コンピュー タ

中 型 コ ン ピ ュ ー タ

r含 むプロセスへ
kコ ンピュータ ノ

小型コン ピュー タ 総 計

アメ リカ・
ベースの

'

アメ リカ・
ベース
の他社

lBM 十

AEGテ レフンケ ン

ブイリツプ ス・
エレク トロニカ

ジーメンス/
ツーゼ

スーべ。〉ツロ
社

「
他

ヨ
の

他社

ヨー ロッパ'ペ ース

の他社

IBM

ニクス ドルフ/

AEGテ レフンケ ン

フィ リップス・エ レク1ロ ニカ ニクス ドル フ/
ルーフ

公 共,行 政,経 営

ヨー・ツパ・ベースの他社 アメ リか ペースの他社

アメ リカ・

の他社

ジ ーメ ンス/ツ ーゼ

AEGテ レフ ンケ ン

ニ クス ドル フ/ル ーフ

フ ィ リッ プ ス ・コニレク トロ二 方

キン ツレ

ヨー ロ ッパ ・ベ ース

の他 社

ジー メ ンス/ツ ー ゼ

AEGテ レフンケン

ヨ一口ツパ・
ペースの他社

ヨー ロッパ ・ベ ース の他 社

ニ クス ドル フ/ル ー フ

フ ィ リップス ・エ レ ク トロ二方

キ ンツ レ

◆

1.3.2ソ フ トウエ ア企業

ソフ トウエ ア企 業 の規 模'

国家 に よ る開 発依 頼.調 達依 頼 は ア メ リカにお い て高性 能 の"ソ フ トウエ ア産 業"の 発生 に大 き く

寄 与 して い る。 これ につ い て は次 の2つ の数 字 に よ って証 明 され よ う。即 ち ア メ リカ にお け る この部

門 最大 の企 業 は,従 業 員5,000人 以 上,年 間 売 り上げ1億 ドル以 上 を有 して い る。

ヨー ロ ッパ ・ベ ー スの ソフ トウエ ア企 業 は,こ れ まで の と ころま だ,年 々売 り上 げ を倍 増 して きて

い るにか かわ らず,上 述 の ア メ リカの ソ フ トウ エ ア企 業 規模 には達 して い ない。 ドィ ッ連 邦 共和 国 の

1番 大 きな企業 で も現 在 従業 員200名,年 間 売 上1,000万DMを 達 成 した に す ぎな い。
●

ソフ トウエ ア企 業の 業 務内 容

ソ フ トウエ ア企 業 の業務 内容 は次 の よ うな カテ ゴ リー に分 け られ る。 但 しこれ らカテ ゴ リーは経済

全体 の 意 味 か らそれ ぞれ 異 な った 評価 を受 け るこ とに な る。

一 べ ニ シ ック ・ソ フ トウエ アの 開発

ベ ーシック ・ソフ トウエ ア(運 転 シス テ ム及 び コ ンパ イラ)は 通 常,計 画 ・実 施 に強 い影 響 を有

す る メー カー の依頼 に よ って作成 され る。即 ち伝 統的 に メ ーカ ー側 に属 す る業務 のサ ブ シチ ュエー

シ ョ ン とい うこ とが言 えよ う。 メ ーカ ー側 に おけ る質 的 ・量 的 な人員 問題 そ して ソ フ トウエ ア企 業
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の特 に 高 い生 産 性 が この 業 務の 移管 の原 因 で あ る。

一 コ ンサル テ ィン グ及 び個 別 プ ログ ラ ミング

ドイ ツ連邦 共 和 国 に活 動 す る ソ フ トウエ ア企 業 は実 際 的 にす べ て,そ の大 部 分の 利潤 をデ ー タ処

理 ユ ーザ ーの コン サル テ ィ ング と個 別 の プログ ラ ミン グに よ って得 て い る。 経験豊 か な,メ ー カ ー

か ら分離 して い る コンサ ル テ ィング企 業 に よ る中小 企 業 へ の援 助 は 一 特 に調達 段 階 で 一一 大 きな

意 味 を有 して い る。 デ ー タ処 理装 置 の規模,メ ーカ ー そ して周 辺 機 器等 の選 択 を誤 る と経 営経 済 的

に深 刻 な結 果 を もた らす こ と とな る。

コ ンサル テ ィン グの枠 内 で大 抵 の場 合 ソ フ トウエ ア企 業 は又 企 業 個 々の プ ロ グラム,シ ス テ ム を

開 発 す る。 こ うした作 業 は利 用者 側 の専 門 要員 との密 接 な 協力 で実 施 され る もので あ るが,し か し

ソフ トウエ ア企 業 は シス テ ム形式 で は独立 してお り,責 任 を有 す る もの で あ る。 この作 業 は純 粋 の

"外 注 プロ グ ラ ミン グ"と はは
っき り区別 しなけ れ ば な らな い。

デ ー タ処 理 の 普 及 に伴 い,ソ フ トウエ ア企 業 に よ って実 施 され た企 業 個 々の プ ログ ラ ミング も

大 きな意 味 を持 って きて い る。 これ は特 に中小 企 業の 分野 でい うこ とが で き る。 しか し大企 業 にお

いて も,時 に よ って現 れ る,特 別 な資格 を必 要 とす るよ うな 問題 の為 に エ キス パ ー トの チー ム を常

にか か えて い るよ りは,コ ンサ ル テ ィング企 業 を入 れ た方 がよ り経 済 的 な場 合 もあ りうる。

コ ンサル テ ィ ング企 業 は これ に加 えて,様 々な企 業 で得 た幅 広 い経験 があ り,こ れ を利 用す る こ

とが で きる。

一 普 遍 化 した 利用 者 シス テ ム の開発

各 種企 業 の経験 は普 遍 化 され た解 決 の前提 で あ る。 そ の開 発 は依 頼 に拘 束 され ず,又 ソフ トウェ

ア企業 に よ って しば しば"貯 え"か らな され た もの で あ る。

こ うし た シス テ ムが ポ テ ンシ、 ルな ユ ーザ ー に提 供 され うる以前 に,大 きな 出費 が必 要 とな る。

こ うした作 業 に対 して,予 め 行 な う融 資に よ る高 資 本需 要 並 び に大 きな リス クは この事 業 分 野の発

展 を さまた げ る結 果 とな ってい る。

この よ うな シス テム開 発 が持 つ全 体経済 的 な意 味 にっ い て は,軽 視 しては な らな い。 まず 国民経

済 的 に見 て何 事 に もか え難 い程 の重 複開 発 回避,又 同 一 シ ステ ムを何 回 も用 い る こ とに よ って.企

業 内 並 び に企 業 間 の情 報の 流 れ を容 易 にし,更 に情 報 の 「ガ ラス張 り」 が要 求 され る等 の 意 味 を持

って い るの で あ る。

亀

■

アメ リカ企 業 の競 争 利 点

ソフ トウエ ア及 び コンサ ル テ ィング企 業の 経済 的成 果 は,そ の 知 名度 及 び大 型 プ ロジ ェ ク トへ の参

加 有 無 に強 く影 響 され る。 ア メ リカ諸 企 業 は市 場 に昔 か ら進 出 して お り,非 常 に大 き く又 国 の大型 プ

ロジ ェク トに参 加 して い た等 の事 によ って,ヨ ーロッパ市 場へ も相 当 に信 頼 性の 点 で有 位 に立 ちな が ら

進 出 して 来 て い るの で あ る。 特 に その豊 富 な財 力 は当初 の損 失 を充 分補 え る訳 であ る。従 って ヨー ロ

ッパの ソフ トウエ ア及 び コンサ ル テ ィ ング市 場 もハー ドウエ ア市 場 と同 じア ンバ ランスな状 況 が 発生

す る危 険 性 が存 在 す る。
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「

1.4企 業政策 と国家助成策

ヨー ロ ッパ企 業 の マーケ ッ トに適 合 し た企 業 ポ リシ ーは,バ ラ ンスの とれ た競 争状 態 をつ く り出 す

重 要 な前提 条 件 で あ る。 利潤 を指 向 す る市 場 経 済 に あ って は,上 記企 業 は,年 間 成長 率20%で しか

もその 飽和状 態 が ま だ ま だ先 で あ る とい うよ うな市 場 で活 動 し,そ れ に応 じて 計 画,行 動 す る点 を考

慮 しな けれ ば な らな い。

●

、

高度 の 資金需 要

この よ うな市場 に全体 に亘 って進 出 して い く為 に は,一 般 的に大 企 業 で さえ も独 力 で まか な う こ と

の で きな い様 な著 しい 出 費 が必 要 とな る こ とが多 い。 特 に初 めの 数年 間非 常 な財 政 問 題 が発 生 す る。

研 究 ・開 発 そ して高性 能 の 市販 装 置 作 成 ま での大 量 の 出費 は大 部 分,生 産 開始 前 数年 間 た発 生 す る。

デー タ処理 装置 の レ ンタ ル によ って収 入 があ り,こ れ で 上記 の予備 段 階 での支 出並 び に製造 ,営 業支

出 を補充 で き る状 態 に な るの は,生 産 を開 始 してか ら数 年 後に な る。更 に又 この市 場 は年 間 成長 率 が

高い た め,企 業 が 単 に コ ンス タ ン トな市 場 占有 率 を維 持 し よ うとす るだ けで も,売 り上 げか らそれ相

応 支 出 を覚 悟 しなけ れ ば な らない 。

◆

企 業 の戦 略

全世 界 的市 場 に新 し く出現 し てい る提供 者 に とって最初 か ら,小 型 計算 か ら大 型 計算 装 置 に至 る完

全 な装 置 に関 す るス ペ ク トル を提供 す る こ とは不 可能 で あ り,ド イ ツのデ ー タ処 理 企業 は次 の様 な戦

略 を考 えて い る。

2・3の 企 業 は'
、デ ー タ処理 市 場 へ の提供 に1つ の間 隙 を発見 した。 これ にっ い て は将 来 大 きな需 要

が見込 まれ,又 当初 資本 が限 定 され てお りこれ で充 分 で あ るとい った もの,即 ち,商 用 小型 計算 機 の

市 場 で あ った。

ジー メ ンス社 は,非 常 な売 り上 げ増 が期 待 され た し,又 今 後 も され るで あ ろ う中 型 デ ー タ処 理装 置

の市 場 に焦 点 を 合せ た 。

AEG－ テ レ フンケ ン社 は.大 型 計算 機分 野 に 目 を向 け た。 大型 計 算機 の利 用者 は現 在主 に科 学 関

係 の計算 セ ン タ ーで あ る。 この限 定 され た専門 的な 範囲 に 限 るこ とに よ って,商 用 デ ー タ処 理事 業 で

大 きな 部分 を占 め る販 売 コス トを比 較 的 に少 な くお さえ るこ とが 出来 る と予 想 した ので あ る。

協 力

研 究,開 発,生 産,販 売 に必 要な 大量 出費 の ためAEG－ テ レ フンケ ン社 とニ ク ス ドル フ コ ン ヒ。ユ

ー タ株 式 会社 は
,大 型 計算 機会 社 に関 す る交渉 を行 な った。 こ うし た協 定 は あ らゆ る市場 に お け る強

い国 際競 争 の状 態 に かん が み 国民 経 済 的 に意味 を持 って い る。将来 予 想 され る,大 ・中小 型 データ処 理

装置及 び ター ミナル の連 合販 売 にっ い て も協力 の態勢 が と られ るこ とに な るで あ ろ う。
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又 しか し,国 際的 枠内 にあ って も協 力 へ の可 能性 を追求 しなけれ ば な らな い。 現 在外 国 の企 業 が抜

きん でた地 位 に ある開 発 を ドイ ツ連邦 共 和 国 が,又1歩1歩 その 後 を踏 襲 して い こ うとす るこ とは意

味が な く,そ の 上時 間 と金の 浪 費 と もな る。

売 り上 げ拡 張 の為 に は,こ れ までの 経 験 か らして も,ア メリカの会 社 との ライセンス契 約 が大 きなポ イ

ン トに な る。勿 論一 方 的 な ラ イセ ンス契 約 は,市 場進 出の為 の短期 的手 段 に し かな らない 。長 期 的 と

い うこ とに なれ ば,両 者 の経 済 的 な 関心 の 調和 の 上に ライセ ンス,ノ ウハ ウ及 び製 品 の交 換 を 目指 す

契約 が必 要 で あ ろ う。 こうした取 り決 めとして1964年 以来 の ジー メ ンス社 とRCA(Radio

CorporationofAmerica)の もの が あ った。 又 ニ クス ドル フ ・コ ン ピュ ー タ株式 会 社 は,

外国各 社 と交渉 を進 めて い る。 こ うし た事 か ら,国 際 市 場 にお い て も真 の協 力 パ ー トナー とな るた め

の技術 的,経 済 的 な地 位 を ドイツ連邦 共和 国 をベ ース とす るデ ー タ処 理 メ ー カーが 確 立す る こ とこそ

肝要 で あ る。 大 抵の 場合,直 接 輸 出 よ りも協 力 に よ った方 が,外 国市 場 を よ り良 く開 拓 で きる事 は周

知の通 りで あ る。

`

,

1.5こ れ まで の助 成 措 置

1952年 か ら1970年 の間 連 邦及 び ドイ ツ学術 研 究会(DFG)は,デ ータ処 理助 成 の為 に

7億5,000万DMを 支 出 して い る。第4表 は これ迄 行 なわ れ た部 分 プロ グ ラ ムの一 覧 で あ る。

第4表 データ処理助成のための連邦及びDFGの 支出

1966年 末 まで 1967～1970年

の支出 の支出
(百 万 マル ク) (百 万 マル ク)

1952～1956:DFG計 算 装 置 に 関す る重 点 計画 21
一

'

1957DFG計 算 装 置調 達 プ ログ ラム 115 85

1960ド イツ計 算 セ ンタ ー(額 は土 地,建 設 措置,継 続 出 費

の ため の連 邦 資金 を含 む。 デ ー タ処 理 装置 は フ ォル ク

ス ワーゲ ン財 団 お よびDFGに よ って調達) 6 4

1960高 ・低 エ ネル ギ ー原 子 物理 な らび に原子 力 医学 用 デ ー

タ処 理 装 置(研 究 セ ン ター は除 く) 16 19

1961連 邦経済 ・財務省の税率設定 調査方式の自動化の開

発 10 8

1963防 衛問 題領 域 を超 えた意 味 を もっ 連邦 防 衛省 の デ ー タ

処 理開 発 ・研 究 11 57

1966DFGの 情 報処理 重 点 計画 0.5 7

1967連 邦教 育 ・科 学省 に よ る原子 力 デ ー タ処理 の助 成 5

1967連 邦教 育 ・科 学 省 の第1次 デ ー タ処 理 計 画 162

●
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●

●

(内 訳)

a)デ ー タ処 理 技 術,シ ス テ ム ・プ ロ グ ラム お よ び 周

辺 機 器 を 含 むデ ー タ処理 シス テム,な らび に コ ン ピ ュ

一 夕企 業 お よび販 売 会社 にお け る コン ピ
ュ ー タ言 語 等

に関する研究および未来指向的な開発 (128)

b)コ ン ピ ュ ー タ利 用 (28)

c)科 学 的情 報 交換,情 報 工 業(個 別 プロ ジ ェ ク ト,

1970年11月 以 降 の超 地域 情 報 工学 研 究 プ ロ グ ラ

ム に関す る もの) (6)

1967教 育 科 学 省 に よ る コ ン ピ ュ ー タ ・メ ー カ ー に お け る市

場調整のための技術開発の助成 113

(内 訳)

a)機 器 お よ び シ ス テ ム ・プ ロ グ ラ ム (87)

b)ユ ー ザ ー ズ ・プ ロ グ ラ ム (26)

1967連 邦労 働 研 究 所 に よ る中級 デ ータ処理 教 育 の助 成 4

1967数 学 ・チ ー タ処理 有限 会 社 33

1968地 方 大型 計 算 セ ンタ ー 37

1968専 門大学拡張連邦助成の枠内の計算センター設立援助

(連 邦負担分) 24

1969DFG半 導体 技術 重点 計画 3

1969デ ー タ処 理,オ ー トメ ー シ ョ ン,半 導 体,電 子 工 学 分

野の特別研究領域 5

1970連 邦 経 済 ・財 務省 に よ る営 業経 済 に お け るデ ー タ処理

応用助成 3

1967か ら1970年 まで の合 計 569

1952か ら1966年 まで の出費 180

これ ま での 合 計 749

☆ この統 計 の中 に,原 子 力 研 究 セ ンター ・ドイツ宇 宙研 究 セ ンタ ー ・マ ッ クス'プ ラ ンク協 会各 研 究

所 ・連 邦各 研 究所 に お け る デー タ処 理 に関す る支 出金 は含 まれて いな い。

☆1967～1970年 の支 出 の約60%が 専 門 大 学,そ の他 公 共 施設,留 学金 等 に あ て られ,約

40%が 一般 企 業 に 当 て られ て い る。

この統 計の 中 に は,

・原子 力 研 究 セ ンタ ー

・ドィッ宇宙 航 空研 究 所
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・マ ック ス ・プ ラン ク協会 各 研 究所

・連邦 各 研 究所

に お け るデ ー タ処理 に関 す る支 出金 は 含 まれ て い な い。

1967～1970の 支 出 の内60%が 専門 大学,そ の他 公共 施 設,留 学金 等 に あて られ,約40

%が 一 般 営 利企 業 に振 り当 て られ て い る。

以下 この詳細 及 び これ迄 の助 成 策 か らの経 験 につ い て記述 す る。

1.5.1専 門 大 学及 びデ ー タ処 理 教育

DFGの 措 置

ドイ ツ学 術研 究会議(DFG)の 助 成 措置 は,科 学 分 野 に お け るデ ー タ処 理 装置 の 利 用,そ してデ

ー タ処理 分 野 に おけ る研 究 に決 定的 な貢献 を な した
。勿 論急 成 長 の需 要 を満 た す に はDFGの 使用 す

る資金 は充 分 で はな か った。 又 計算 セ ン ター の運 営 は,人 員面 で の不 足 に よ って 円滑 に いか な い こ と

もあ った。

地 方大 型 計算 セ ンタ ーの 計画 で は シ ュ トラー トガル ト,ミ ュ ンヘ ン,ベ ル リン,ハ ンブル グにデ ー

タ処理 装 置 を設 置 した。

6

情 報工 学 研 究 プ ロ グ ラム

DFGに よ って 用意 され た,専 門 大 学に お け るデ ー タ処理 研 究人 員,物 資は時 間 的に もそ の主 旨に

つ いて も限 られ た もの で あ った。 それ故 連邦 教 育科 学省 は州 と共 同で,必 要 な幅 で 協 調 した研 究作 業

と,そ して又 専 門大 学 にお け る研 究,教 育 分野 として の情 報 工学 の設立 を可 能 に す るよ うな超地 方的

な,情 報 工学 研 究 プ ロ グラ ムを想 察 したの で あ る。

作 業促 進 法

セ カ ンダ リー段階ll及 び専 門 実 業学 校 レベ ル での デ ー タ処理 教 育 の為 の作 業促 進 法律 の可 能性 は,

これ まで完 全 に洗 い つ くされ た とは い えな い。 デ ー タ処理 事務 員,デ ー タ処 理 経営 経済 学 士,数 学 技

術 アシス タ ン ト,情 報電子 工技 能 者,同 テ クニ カ ー等 の人 員不 足 の克服 に は,著 し く多 数 の教 育 施 設

を必 要 とす る。

1.5.2デ ー タ 処 理 利 用

公 共 的管 理 に お け る プロ ジ ェク ト

第1次 デ ー タ処 理 計画 にお いて は,公 共 的問題 に対 す るデ ー タ処 理利 用 の為 の開 発,研 究作 業促 進

が予 定 され て いた 。 そ の結 果 第1次 デ ー タ処理 計 画 に よ る資金投 入 に よ って ,公 共管 理 にお いて 次 の

様 なデ ー タ処 理 利用 プ ロジェ ク トが促進 され た。

一 連邦 政 府 の 報道情 報 局 に お け る政 治情 報 用情 報 シス テ ム

ー ドイ ツ特 許 局 の情 報 シス テ ム
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6

⑳

一 連邦 経 済 ・財 務省 に お け る
.財 政,金 庫,計 算各 分野 の イ ンテ グ レー トし た情 報 シス テ ム

ー ケ ル ン市 に おけ る地 方 自治 体 問 題 の デ ー タ処 理

一 デー タバ ン ク及 び刑 事警 察 関係 プ ロ グ ラム ・シス テム

ー 防衛 庁 ドキ
ュ メ ンテー シ ョ ン ↓セ ンタ ーにお け る機 械 資料 ドキ ュメ ンテ ー シ ョ ン

これ らプ ロジ ェク トは まだ完 結 され て い な い。

これ ら プロ ジ ェ ク トの内 第1の もの及 び その 他2 ,3の 政 府所 管 の 計画(例 え ば法 律情 報 システ ム)

で は,数 学 ・デ ー タ処理 研 究有 限 責 任会 社 が 協 力 して い る。

これ迄 の経験 に よ る と,連 邦 所管 の業 務 分 野 と直接 関係 の あ る プロ ジェ ク トは,管 轄 所管 の担 当者

との密 接 な協 力及 び その者 達 に よ る プ ロ ジェ ク ト作 業 の コン トロ ールを必要 とす る。従 って こ う した

プロ ジ ェク トへ の資金 につ いて は,将 来 原則 と して その都度 の所管 機構 の予 算 に く み こまれ るべ き も

の であ ろ う。教 育科 学省 の助 成 措置 は⑱ 各 所 管 の領 域 を越 えて い るか,又 は非 常 に 重要 な原則 的問題

が科 学的 な解 決 を必要 とす る とい う よ うな 場 合 に,適 用 され て く る。

医学及 び教 育制度 にお け るプ ロ ジェ ク ト

その他 公 的な 問 題の為 に,次 の様 な プ ロ ジェ ク トの助 成が 開始 され た。

一 医学 にお け るデ ー タ処理(例 え ば
,計 算 機 に援助 され た医学 的診 断,ク リニ ッ ク,化 学実 験 及 び重

病 患 者監 視 の 自動 化)及 び

一 教 育 制度 に お け るデ ータ処 理(例 えば 計算 機 に援助 され た講議
,教 育管 理 に お け るデ ー タ処 理 の利

'

用)

更 に道 路,鉄 道 交通 の調整 の 為 の デ ー タ処理 利 用 に関す る個 別 計 画 も促進 され た 。

医学,教 育 及 び交通 の 分 野 にお け る助 成 措 置 は,第2次 デ ー タ処 理 計画 の経 過 期 間 中 に おい て も,

非 常 に大 きな ウエ ー トが 必要 とな るで あ ろ う。

●

■

非 公共 的 問題 の為 の デ ー タ処 理 利 用

これ 迄 の経 験 に基 づ い て,第1次 デ ー タ処理 計 画 の期 間中 に,公 的 な分 野に お け るデ ー タ処 理 利用

と並 ん で,非 公 的 な分 野 で もこれ を入 れ る必要 性 が 出て来 るに至 った。 これ は国民 経 済 の あ らゆ る本

質 的領 域 に お いて 生 産性 上 昇 と合 理 化 の手段 としてデータ処 理 を利 用 す る前 提 をつ く るこ とを 目的 とし

て い る。 この為 鴨化学 ドキ ュメ ンテ ー シ ョ ン"プ ロジ ェ ク トが 促進 され た。 その 他 の プ ロ ジ ェク ト

(例 え ば"計 算機 に援助 され る開 発.建 設","計 算 機 に援助 され るマ ネ ジメ ン ト情 報 シス テム")

は研 究 に よ って準 備 され た。

経験

総 括す る と次の 点 が確 認 され る。

一 デ ー タ処 理利 用 の分 野 に お いて は通 常
,デ ー タ処 理 プ ロジ ェ ク トと して相 当大 きな関 連 利用 分野 を

把 握 して い るよ うな もの が選 ば れて.初 め て満 促の い く進 歩 を とげ る こ とが で き る。
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一大 型の デ ー タ処理 利 用 プ ロジェ ク トは
,追 求 す る 目的 を達 成 す る為 に,厳 密 な フ ォー ロー アップ

とコン トロー ル を必 要 とす る。

1.5.3デ ー タ処理 装置 の 技 術構 造 及び シ ス テム 問題

助 成 の根拠

ドイツ連邦 共 和 国 内 を ベ ー ス とす るデ ー タ処 理 メ ーカ ーに お け る研 究 ・開発 作 業助 成 は,1967

年 次 の理 由 か らテ クノ ロ ジ ー ・ス トラクチ ャー及 び シス テ ム プ ログ ラムの分 野 につ い て開始 され た。

一 著 名 な科 学 者 達 に よ る と,ド イ ツ連 邦共 和 国内 の独 自の 計算 機開 発 な くして,科 学 的に充 分 な能 力

をデ ー タ処理 に もたせ るこ とは で きな い。 特 に彼等 は タ イム シェ ア リン グ特性 を有 す る大型 計算 機

の 開発 は,専 門 大学の 需要,こ うした未 来 指 向 的 な問題 設 定 に よ る研 究 の充 実 を考 えた場 合必 須 の も

の として い る。

一 ドイ ツ連 邦共 和 国 ベ ー スの メ ー カー は,国 内市 場 で10%し か 占 め てい ない。 こ うし た市場 の歪 み

は是 正 され,バ ラ ンス の とれ た 競争 を 可能 にす べ きで あ る。

効果

第1次 デ ータ処 理 計 画 の こ の部 分 との関連 では,予 想 よ り多 少 遅 れ た とい うもの のAEGテ レフ ン

ケ ン社 のTR440を もって,専 門 大 学 計算 セ ン ター及 び研 究 施 設用 の充 分な 競争 力 を有 す る装 置 の

発生 をみ たわ け で あ る。 ジーメンス社 の デ ータ処 理 分野 に お け る売 り上 げ は 一 購入 ベ ース計算 で 一

1965/66営 業 年 度 の5,000万DMか ら1969/70営 業年 度 の7億DMへ と上 昇 し た。 こ

れにっ い て は,RCA(RadioCorporationofAmerica)と の,契 約 関 係 が寄 与 して い

る部分 もあ ろ う。 特 に注 目す べ き上昇 推 移 を示 して い るの は,小 型 計算 機 の メー カーで あ る。 この 分

野 に対 す る助 成 資金 は中大 型 機の 場 合 と比 較 して,ご く僅 かで しか な か っ たに もかか わ らず こ うした

好 調 を示 してい る。

デ ー タ処 理 テ クノ ロ ジ ー,装 置 構 造,シ ス テ ム,ソ フ トウエ ア等 の 分野 にっ いて実 施 した調 査の 多

くは,こ れ 迄市 場 に提 供 され た 製品 に何 ほ どの影 響 も及 ぼす こ とはで きなか っ た。これ らの結 果 は,将

来 の デ ー タ処 理 分野 の イ ン フ ラス トラ クチ ャー を改善 す るの に役 立 つ で あ ろ う。

4

経験

この分 野 にお け る これ 迄 の促 進 活 動 の経験 と して,次 の もの が あ げ られ る。

一 プ ロジ ェ ク トの選 択 に 当 って は,そ の テ ク ノロ ジ カル な意 味 の他 に,市 場 重 要性 とい った 点 も検 討

す る。 急 激 な技 術 革進,日 々変 化す る市 場 の状 態 か らし て,プ ロ ジェ ク トは常 に検 討 し,場 合 に よ

って 目的 を変 更 しな け れ ば な らな い。

一発 生 す る問題 を全 体 的 に調 整 し
,あ らゆ る場 合 に根 本 的 に検 討 す る ことは,資 金 が常 に限 定 され て

い る こ と と人 員的 な不 足 か ら不 可能 で あ る。 それ故 国内,国 際 的 レベ ルの ノ ウハ ウの交 換 を更 に強

化 し,重 複 開発 を最 小 限 に 制限 すべ きで あ る。
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一 巨額 の開発 コス トを検 約 す る ことに な るメ ー カー間 の機器 の 交換 は
,コ ン パ テ ィ ビ リテ ィの 欠 如

に よ って常 に困 難 に直 面 して い る。 国 際的 に 承認 された規 格 ・標 準 をつ く る努 力 を強 化 し,又 将 来

の規 格 化 に適 し た特性 を調 査 す る よ うに しな けれ ば な らな い。

も

・

■

、
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2.第2次 デ ー タ処 理 計 画 の 目 的

連 邦共 和 国 にお け るデ ー タ処理 の現状.そ して直 面す る問題 点 か ら明 らかな通 り,社 会 の為 にデ ー

タ処 理 の ポテ ンシ ャル な利 用 を完 全 に行 な うた めに は,強 い助 成措 置 が必 要 で あ る。 連邦 政 府 は第2

次 デ ー タ処理 プ ロ グ ラムに よ って,次 の様 な一般 的 目的 を追 求 す る もの であ る。

経 済 及 び科 学 にお け る生 産性 向 上

我 国民 経済 の競争 力 維持 促 進 の 為 の合 理 化,生 産性 向 上 の手 段 と して,デ ー タ処 理 を幅広 く,強 固

に,経 済,科 学 の 面 で利 用 す る,そ の前 提 条 件 を創 り出す事 。

この為 の最 も重 要 な前提 は,あ らゆ る能 力 レベ ル の デ ー タ処 理 専門 要 員 を充 分 な数 に 亘 って教 育

す る こ とで あ る。 又 専 門 大 学 にお い て は,デ ータ処 理 研 究(情 報 工学 研 究 プ ログ ラ ム)及 び計 算 キ

ャパ シテ ィの確立 を促 進 す べ きで あ り,後 者 の措 置 は特 に,科 学 分野 にお け るデ ー タ処 理 の技術 的

投 入 に関 す る前提 で もあ る。 セ カ ンダ リー段 階H及 び専 門大 学 レベ ル の教 育 は,デ ータ処 理 職業 セ

ンターの組 織 的促 進 に よ って確 立 され る 。 デ ー タ 処 理 の新 し い利 用 を開 拓 し,経 済 面 に お け るデ

ー タ処 理装 置 の投 入 をス タ ン ダー ド ・プロ グ ラム ・パ ッケ ー ジの開 発 に よ って 合理 化 す る。 デ ー タ

トラ ンス ミッ シ ョン ・ネ ッ トワー クの拡 張,大 広 帯域 の トラ ンス ミッシ ョ ン方 法 に関 す る調査 に よ

り,デ ー タ ・リモー ト ・プ ロセ ッシ ン グの幅広 い利 用 を可 能 にす る。 工業 開 発 の促進 に よ って,経

済,科 学 分 野 の利 用者 に対 し装 置,プ ログ ラムの よ り豊 富 な提 供 を行 な う。 機器,プ ログ ラムの コ

ンパ テ ィ ビ リテ ィ強 化 を はか る こ とに よ り,利 用 者 に対 し連結 シス テ ムの作 成 と,装 置の選 択 に お

・ ける大 きな 柔軟 性 を可能 とす る。

公 共 サ ー ビスに お け る生産 性 向 上

公共 機 関 に よ って行 なわ れ るサ ー ビス(国 家 行政 を含 む)の 合理 化及 び生産 性 向 上.公 共 サ ー ビス

に対 す る要求 と,そ れ を満 足 させ る為 の コス トにっ い て は,そ の 上昇率 に お いて,国 民 総生 産 の 上昇

率 よ りも高 くな って い る。 例 え ば,健 康制 度,教 育制 度 に おけ る よ うな社 会 の要 求 を今 後 も満 た して

い く為 に は,ま さ し くこの 公共 的 分野 にお いて,目 的 を明確 に した,集 中 的 な デ ー タ処 理 利用 が 必要

で あ る。

一般 的 にデ ー タ処 理 教 育 の 改善 に関 す る上記 の 措置 は,こ の 目的 に も合 致 してい る。 これ は更に

連邦職 員 ・官吏 に対す るデ ー タ処 理 教育 特別措 置 に よ って補 充 され る。 新 利 用方 向開 拓 に当 って は.

教 育制 度,健 康 制度,公 的 行政 管 理 に お け るデ ー タ処 理投 入 が特 別 な重 点 とな る。 この場 合数 学 ・

デー タ処 理 研究 有 限会 社 は,重 要 な任 務 を負 う。 専門 大 学 に お け る計算 キ ャパ シテ ィの確 立 に 当 っ

て は,専 門 大学 管 理 及 び専 門 大学 病 院 の需 要 が関 連 され る。 デ ー タ処 理 の 公的 管理 行政 で の利 用 は

種 々の調 整 措 置 に よ って 合理 化 す る。

令

一26一



基 幹技術 の克服

最 も重 要 な基 幹技 術の1っ と して のデ ータ処理 の マス タ ー,デ ー タ処 理装 置 の テ クノ ロ ジー は,電

子 工学 の 分野 に お け る現 代的 開 発 の ペ ー スメ ー カーで あ る。 ここ で達 成 され た.マ イク ロ ・ミニ ュー

チ ュア及 び回 路 技 術 に関 す る進 歩 は情 報 通信 技 術,コ ン トロ ール 技術,更 に コマ ー シ ャル ・ベ ースの

電子 工 学等 に その足 掛 りを見い 出 してい る。機械 ・器機 工業 とコ ン トロール,制 御 デ ータ処 理 の連結 は,

益 々密接 に な って い る。

こ うして デ ー タ処 理 は,ド イ ツ投 資財産 業 の競 争 力 を世 界市 場 に お いて,維 持 促 進 す る事 に 貢 献す

る ことに な る。

この 目的 を達 成 す る為 に,Pico秒 回 路,ナ ノ秒 高 速 ス トレー ジ,サ ブ ミニ ュー チ ュァ組立 技

術,グ ラフィック ・ス トレー ジ,レ ー ザ ー ・ス トレー ジ,極 精密 技 術等 の 分野 に お け る工 業研 究,開 発

を促進 す る。 専 門 大 学 に おけ る基礎研 究 は"半 導 体技 術"重 点 計画 の枠 にそ い,又 情 報 工学研 究計

画 の 若干 の研 究 グル ー プに よ って強 化 され る。

バ ランス の とれ た競 争状 態の 創 造

急 激 に拡 張す るデ ー タ処理 市 場 に お け るバ ランスの とれた 市場 の実 現,同 時 に ドイ ツ連邦 共 和 国 を

ベース とす るデ ータ処 理 企業 に,国 内市 場,更 に ヨー ロ ッパ,世 界 市 場 で の 自己 の生 産性 に応 じた市

場 占有 率 を獲 得 で き るよ うにす る。

デ ー タ処 理 専門 員 の教 育 に関 す る措置 は,ド イ ツ連邦 共 和 国の デー タ処 理 が有 す る,充 分の 能力 を

備 えた 要 員の不 足 とい う阻 害 要因 を除 くこ とにな るで あ ろ う。 更 に専 門大 学 に お け るデー タ処理 研 究

の強 化 は大 きな実 を結 ぶ こ とにな るで あ ろ う。 レ ンタル事 業 に よ って発生 す る メー カー の財 政 困難 を,

軽減 で き るか否 か を検 討 す る。 ドイツ連邦 共 和 国 をベ ー ス とす るデ ー タ処理 企業 に あ って は,デ ー タ

処理 テ クノ ロ ジ ー,デ ー タ処 理 ス トラクチ ュア,コ ン ピュ ー タ言 語,人 間 ・機械 関 係等 の分野 にお

け る調査 並 び に 機器,プ ロセ ス ・コ ン ビ。ユ一 夕,小 型 デ ー タ処理装 置,そ れ に 付 属す るプ ログ ラム,

中 ・大型 ユニバー サル 計算 機 の統 一 フ ァー ミ リーの開 発 を促進 す る。

ドイ ツ連 邦 共 和国 ベ ースの デ ー タ処理企 業 が,早 期 且 っ適 切 に,新 利 用方 向開 拓の プ ロ ジェ ク トに

参加 す るこ とに よ って,将 来 の 市 場 に対 す る有利 な出 発点 を得 る。 標準 及 び 規 格,そ して その維 持 に

関 す る努力 は,メ ー カ ーの販 売 を調 和 させ,そ れ に 伴 って競 争力 を向 上させ る こ とが で き る。 公的 分

野 にお け るデ ー タ処 理 装 置の 設 置強 化 は,市 場 の拡 張 を遂 げ る。

この メ ー カ ー製 品 の 競 合 を よ り良 くす る,こ の分 野 にお け る装 置設 置 の要 綱 を作 成 す る。 価格 ・性

能比 率 が 同等 の 場合 は,ヨ ー ロ ッパ ・ベ ース のメ ー カーの 装 置 を優 先 とす る。
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3専 門大学領 域 にお け る措 置

専 門大 学領 域 にお け る促 進 措 置 と して予 定 され て い るの は,超 地 域 的 な情 報工 学 研 究 計画,計 算 キ

ャパ シテ ィの 拡大 及 び 一 イ ン フラ ス トラク チ ャ ー改善 の為 一 経験 交 換 の 援助 等 で あ る。 これ ら措

置 はす べて,デ ー タ処理 分野 にお け る専門 大 学卒 業 者 の教 育 改善 に貢献 す る もの で あ る。 一 連邦 に

よ る直接 の 教 育施 設助 成 は,各 州 の 資 金権 限 の問 題 か ら不 可 能 で あ る 一 。 デ ー タ処 理 専門 要 員 の確

保 は,経 済.科 学,公 的サ ー ビスに お け るデ ー タ処 理 利 用改善 を可 能 に し,ド イ ツ連 邦 共和 国 をベ ー ∋

ス とす るメ ー カーが競 争 に おい て直 面 す る困 難 な要 因 を排 除 して くれ るこ と とな る。 但 しそれ が,人

員問 題 に関 す る限 りで はあ ろ うが。 専門 大 学領 域 にお け るデ ー タ処 理研 究 の促 進 は,革 新 の 導入 に よ

って ドイツ連邦 共 和 国 にお け るデ ー タ処 理 の 位 置 に とって も有効 で あ る。 計算 キ ャパ シテ ィを充 分確

保 す る ことは,と りもなお さず,あ らゆ る科学 分 野 にお け る研 究,理 論 の補 助 手 段 として デ ー タ処

理の 応 用 を推 進 し,又 専 門 大学 管 理 ・同病 院等 の能 力 を高 め る ことに な る。

原則 的に は.研 究,理 論 の補助 手 段 として コ ン ピ ュー タを利 用す るこ とは,科 学,技 術の あ らゆ る

デ ィシ プ リンで,デ ー タ処 理 を 自明 の もの として投 入 す る為 の最善 の前 提 で あ る とい う点 が出 発点 と

な る。 この 限 りにあ っては,デ ー タの 可能 性 に 関す る理 論講義 の すべ て に利 用 す る為 に,計 算 キ ャパ

シテ ィの確 保 を考 慮 し,又 優先 視 され る。

■

3.1教 育課 程

専門 大 学 にお け る情 報 工学 課程

専門大 学 に お いて は,目 下種 々の期 間 を有 す る次 の様 な課 程 が設 け られ て お り,こ れ は,重 点 とし

て 一般情 報 工 学の 外 に,技 術,経 営経 済,管 理 面 で の利 用 を指 向 す る教 育 を含 ん で い る。

一副 科 目又 は補充 科 目を伴 う情 報 工学 士
,例 えば経 済 学,電 子 工学,物 理,数 学,言 語学(デ ー タ処

理 システ ムの理 論組 織 の 設置,所 属 シス テ ム プ ログ ラ ムの開 発,新 応用 法 開拓 へ の協 力)

一経 営 経済 学 士
,情 報 工学 専攻(経 済 ・管 理 の 事業 体 にお け る総 合的 な デ ー タ処 理 シ ステ ムの 形成,

及 び イ ンプル メ ン ト,並 び に その イ ンテ グ レー シ ョン,経 営 経済 の 具体 的 問 題及 び 経 過 の方 向)

一 工学 士,情 報工 学 専攻(デ ー タ処 理 装置 の 部 品及 び その グル ー プ,デ ー タ トラ ンス ミッシ ョ ン ・シ

ス テ ム,デ ー タ処理 システ ム等 の 研 究,開 発 製造)

一 情 報工学 を主 課 目 とす る
,学 校 の情 報 工学 教 師(デ ー タ処理職 業 教 育 セ ン ター,セ カ ンダ リー段 階

II,職 業 教 育等 に於 け る教 育 活 動)

他の課程に於ける情報工学教育
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◆

■

医学,言 語学.法 律,建 築技 術 等 上記 外 の 分野 に於 け るデ ー タ処 理 の特 殊 化 の為 に は,現 状 に於 い

て この専 門 課 目に加 えて,情 報工 学 を附加 的 に教 育 す る事 が合 目的 に考 え られ る。将 来 こ うした利 用

が,特 殊 課 程 の進 展 を必 要 とす る事 が明 らか に な るで あろ う。

専 門大 学卒 業 者 でデ ー タ処理 を ご く当 り前 の もの として,操 作 出来 る訓 練 を得 た 者 は,そ の職 業 生

活 にお い てデ ー タ処理 の 導入 及 び その 新 しい利 用を容 易 にす るで あ ろ う。

あ らゆ る専門 分 野,特 にエ ンジニ ア,経 済 学 者,社 会 学者,自 然 科 学者,医 学 者,教 育 学者,が そ

の通 常 の活動 を通 じて デ ー タ処理 と機能 的 に接 触 をす る様 な分野 は,実 際 指 向 の デ ー タ処理 講義 及 び

ゼ ミを この学 習 方 向 の教 育 プ ラ ンに益 々取 り入 れ て行 かな けれ ば な らな い。連 邦政 府 は,そ の憲 法 に

よ る可 能 性 の枠 内 で これ に尽 力 す る。

試験 プ ラ ンの中 に は,、デ ータ処 理 を同 レベ ル の補助 課 目又 は選 択 課 目 として採 用 す る。 と りあ えず,

これ ま で予 定 され て い た補助 課 目及 び選 択 課 目に 変 えて行 き,さ らに場 合 に よ り必 要 な キ ャパ シ テ ィ

を拡張 した 後,義 務 課 目 として教 育 課程 の 固定 部 分 とす る。 連 邦 政 府 は,教 育 計画 委 員会 に おい て,

適 切 な調整 をはか る様 努 力 す る。

3.2超 地域 的情報工学研究計画

科学 的 デ ィ シプ リン として の情 報 工学

情 報工 学 は,デ ー タ処 理装 置 の プ ロ グラ ミン グ,コ ン ピュー タ言語,構 造の 科 学 で あ り,人 間機 械

総 合 作用 を含 ん だそ の装 置 の 利用 方 法論 の科 学 で あ る。 情 報工 学 及 び デ ー タ処 理 シス テ ムの テ クノ ロ

ジーは,デ ー タ処 理 の2本 の 柱 で あ る。科 学 的 な デ ィシプ リンと して の情 報工 学 の開 発 は,デ ータ処

理 の実 際 に於 ては,経 験 的規 律 の応 用 にか な り遅 れて い る。

この事 は,過 去 にお け るデ ー タ処理 シス テ ムの総 合性 の 拡大 とい う点 か ら非常 に大 きな問題 点 とな

って来 た 。更 に情 報 工 学 の理 論 は,体 系的 な処理 ,知 識 分 野 の秩序 等 の不 足 に よ って むず か し くな っ

て い る。情 報 工学 の進展 に よ って,デ ー タ処 理 の 利用 は,簡 素 化 され,従 って その 利 用方 法 も改善 さ

れ て来 る。 こ う して,人 員需 要並 び に教育 支 出 を減 少 させ なが ら,よ り良 い問 題解 決 を見 い出 して 行

く事 が 出来 る。

■

情 報 工 学 計画

専 門 大 学 に お け る教 師 の緊 急 な 不 足 に もか か わ らず,充 分 に 幅 の広 い科 学 的 基 礎 を迅 速 に作

り出 して行 く為 に,研 究 計 画 を予 定 してい る。 それ は,す で に情 報 工学 の 分 野に 活躍 して い る専門

大学 と協 同で,超 地 域 的 に実 施 され る もの であ る。研 究計 画 は,基 本 法 の91bの 取 り決 め に基 づ い

て連 邦及 び各 州 が協 同で促進 す る。 この 場合,協 同資金 で まか な われ る もの と して は.人 件 費,及 び

物 件費 で あ り,た と えば デ ー タ処 理装 置 の レン タル,運 転,保 守,旅 費,材 料,文 書,計 算 時 間 に よ

る レンタ ル費 用,事 務 所 使用料,小 機 器 の取 得 が これ に属 す る。

これ まで の考 え方 に よ る と,研 究計 画 に は,80～100の 研 究 グル ー プが介 入 して来 る事 に な っ
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てい た。 この場 合,助 成 を受 け られ る研 究 グル ー プは,情 報 工学 を担 当す る研 究及 び,理 論 の 統一 単

位 と して形 成 され る グル ー プで あ ると されて い た。75～80%の 研 究 グル ープ は,コ ン ピ ュー タ言

語,運 転 シス テム,計 算 機 組 織,情 報 管理,回 路 技 術等 に予 定 され て お りデ ー タ処理 利用 の基 本 問

題 に 当て られ るの は,20～25%に す ぎな か った。 デ ー タ処 理 利 用 の限 定的 な こ うした取 り扱 い は,

次の様 な考 え方か ら端 を発 して い る もの であ る。 す な わ ち 一 新 しい デ ィシ プ リン,情 報 工学 に反 し

一 現存 の 専門 分野 をして
,一 般 的 資金 源 の 要求,そ して 独 自 の努力 に よ って,,そ の 分野 の方 法及 び

教 育 内容 を現 代 化 し,デ ー タ処 理 に適 した もの に変形 して行 く事 が 出来 る様 に しな けれ ば な らな い。

この事 が実 際 に起 るか 否 か と云 う疑 惑 は,実 際 に根 拠 が あ った訳 で あ るが,そ の 後特 殊 の利 用 シス

テムの諸 問 題 を情 報工 学 計 画 の中 へ 挿 入 す る結 果 とな った。 非常 に人 員 的 なベ ー スが,情 報 工学 に お

いて は狭 く,こ れ か ら更 に あ ま りに多 くの 人 員 を取 りす ぎ る事 の な い様 に す る為,情 報 工 学 を担 当す

る研 究理 論 の1単 位 と密 接 な専 門 的 協力 が確 立 されて い る場 合に お いて,そ の都 度 の 利用 分野 を担 当

す る研 究 理 論 単位 につ い て も,こ の種 の研 究 グ ルー プを設置 で きる もの とす る。

φ

計 画の専 門 分野

13の 専門 分 野:

一 自動 機 器 セ オ リー及 び フ ォー マル の言 語

一 プ ログ ラム言 語,ダ イヤ ロ グ言語 並 びに その トラ ンス レー ター

一 計算 機組 織
,回 路

一 運転 シス テ ム

ー情 報 管理 の シス テ ム

ー コ ンテ ィニ アス シ グナル の デ ィ ジタ ル処 理 の方 式

一 デ ータ処 理 の テ クノ ロ ジー

ー デ ィジ タル計算 機 に よ る技 術的 プ ロセ スの 自動 化

一 計算 機 に援助 され た プ ラン
,設 計,コ ンス トラ ク ト

ー デ 一夕処 理 の 医学 分野 にお け る利 用 方 法

一 教育 学 分野 に お け るデ ー タ処 理 利 用 方 法

一 デ ー タ処 理 の経 営 経済 的利 用 方法

一 公的 行政 及 び 法律 にお け るデ ー タ処 理 利用 方 法

上記の13に 亘 る専門 分 野 に お い て,基 礎 研 究 の緊 急課 題 を選 択 した。 これ らは20の 専 門 大学 に

おけ る,120～150の 研 究 グル ー プで相 互 に調 整 をは か り,他 の産 業 プ ロ ジェ ク ト,利 用 プロ ジ

ェ ク トの促 進 とあ わせ て処 理 して行 くプ ログ ラム は,「 連邦 ・州 情 報 工学 委 員会 」 に よ って実施 を コ

ン トロール され る。科 学 的 な作 業 は,そ れ ぞれ 参加 各 専 門大 学 の代 表 者1名 が属 す る1つ の協議 委 員

会 と,研 究 グル ープ リー ダー及 び そ の他 専門 委 員 の所 属 す る個 別の 専門 分 野 別委 員 会 に よ って調 整 さ

れ る。 独 自 の作 業,当 該 の 問 題全 体 の国 際的 に見 た状 態 に関 して専門 分野 の ゼ ミナー ル及 び特 別な 文

書 に よって報告 す る。 こ うして情 報工 学 の知 識 素材 の 総 合状 況 を把 握 して い く。

`
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ドキ ュ メ ンテ ー シ ョン及 び情 報 の科 学促 進 は,情 報 工学 研究 計 画の対 象 で はな く,現 在 準備 中の

これ と調整 を計 った特別 の連邦 計 画の案 件 であ る。 この計 画 に伴 い,イ ン フォメ ー ショ ン及 び ドキ

ュ メ ンテ ーシ ョ ンの分野 にお け る イ ン フ ラス トラクチ ャー を改善 し,性 能 の高 い専 門 情 報 シス テ ム

の ネ ッ トワー クを作 り上 げ る。

超地域的情報工学研究計画の資金(単 位:100万DM)(ド イツ連邦教育科学書)

196719681969197019711972197319741975

57 13 27 40 50 60

3・3専 門 大 学 領域 にお け る計 画 キ ャパ シテ ィの拡 大 及 び地 方 大 型計 算 センター

●

■

●

計算 キ ャパ シテ ィ拡大 の 計 画

計算 キ ャパ シテ ィ拡 大 に関 す る計 画 は,総 合 専門 大 学 の教育 に基 づ く専 門 大学 領 域 の構 造 変 革 に端

を発 して い る。需 要推 移 か ら明 らか な様 に,空 間的 に隣接 す る専門 大学 数 校 に とって,協 同解 決 が 合

目的 であ る場 合 は別 と して,長 期 的 に見 た場 合,各 専門 大 学 が(総 合専 門 大学)少 な く と も比 較 的大

型 の デ ー タ処理 装 置 を利 用 出来 る状 態 に な らな けれ ば な らない。 総 合専門 大学 は,又 隣 接 す る大学 と

は無 関係 の研 究施 設 とデー タ処理 の共 同利 用 に関 す る協 定 を結 ぶ事 も出来 る
。 この場 合,計 算 需要 の

一 部 を充 足 させ る為 に
,地 域 大 型 計算 セ ン ターの 設立 が 行 なわ れ る。

アメ リカにお け る類 似 プロ ジェ ク トは,非 常 に大 きな成 果 をお さめて い るが,こ れで は個 々の 計算

セ ンター を連 絡 ネ ッ トワー クに っ な ぐ方向 に努力 を集 中 してい る
。 次 の様 な 利点 が達成 され る。

一 計算 セ ンタ ー間 の キ ャパ シテ ィの バ ラ ンス化

一他 のセ ンタ ーの プ ロ グラム ・ビブ リオ テ ー クの共 同利 用

一 計算 セ ンターの 設備 運 転 に際 す る調 整

専 門大 学 に 対す る計 算 能力 の供 給 に関 して は,連 邦 全域 に亘 る中期 計画 とい った もの が これ までの

と ころな い。 この た め1971年8月.科 学 委 員 会 は,ド イ ツ学 術研 究会 と協 力 の 上,1975年 迄

の専門 大 学 にお け る計算 キ ャパ シテ ィの確 立,そ れ に必要 な資金 に 関す る答 申 を作 成 す るよ う依頼 さ

れ た。 バ ーテ ン'ヴ ュル ッテ ンベ ル ク州 の専 門 大学 に関 す る,1973年 迄 の デ ー タ処理 装 置設 置総

合 計 画が最 近,同 州 文 部省 か ら公 表 され る。

当 面 の需 要調 査 方 法

1975年 迄 の 大 略の 資金 需要 に 関す る当 面予 測 を行 な う場 合,そ の補助 とな っそい る考 え方 は,

ドィ ッ学 術研 究 会議(DFG)の 計算 装 置 委 員会 との 協力 に よ って出 され た もの で あ り
,1975年

の需 要 は・ これ に よ って・ 専門 大 学 領 域 にお け るデ ー タ処 理装 置 の以 下に述 べ る機 能 を原 点 として 調

査 され てい る。
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一基 本 機 能

全 専 門大 学 のデ ータ処 理 システムが 満た さな けれ ば な らな い基 本 機能 として は,次 の ものが 挙 げ られ

る。

・フ ァイ リング及 び リモ ー ト ・フ ァイ リングに よ って 処 理 され る科 学 関 係要 員の 大型 プ ロ グラム

・学生 の プ ログ ラ ミング教 育 の枠 内 に おけ る,リ モ ー ト ・フ ァイ リン グ ・シス テム及 び ダイ アログ ●

シス テム におけ る多 数 の テ ス ト廻 し,並 び に科 学 関係 要 員 に よ るシス テ ムの イ ンター ア クテ ィヴな

利 用

・計算 機利 用 の講 議

・図書 館 自動 化

・専 門大 学 管 理

これ ら基 本 機 能 を満 た す為 に は,学 生約500名 の小 専 門大 学 で,マ ルチ アクセ ス計 算装 置,購 入

価 額約1,200万DMが 必 要 とな る。

計算 需要 が比 較 的高 い 場 合 に は,か な り大 きな記 憶 キ ャパ シ テ ィ と広 汎な 周辺 装 置 を備 えた,よ り

性 能 の高 い マルチ ア クセ ス計算 装 置 が考 慮 され る。

非常 に大 きな計算 需 要 の場 合,マ ルチアクセス・システム を拡 大 す る代 りに,特 に ファイ リン グ又 は リモ ー

ト ・フ ァイ リングの為 に レイ アウ トした装 置 を備 えた方 が よ り経 済 的 で あ ろ う。 学生 数約30.000

の大 専門 大 学 で は,こ の基 本 機 能 の為 に1975年 で購 入 価格1台 当 り1,500～2,000万 の 大型

計算 機2台 が必 要 で あ る。 なお この場 合事情 に よ って は,最 後3っ の基 本 機 能 は小型 装 置 に移 管 す る

こ と もでき る。

総 合 専門 大学 一つ の,基 本機 能充 足の為 に必 要 な デー タ処 理装 置 の購 入価 額 は,700万DM(学

生1人 当 り約1,000DMを 更 に付加 す る)と 推 定 され る。

一 計算 機 利 用 の開 発 及 び コ ンス トラ ク トの為 の プ ログ ラム ・シス テ ム

計算 機 を利用 した開 発 及 び コ ンス トラク トにお い て は,学 生 の 実 習及 び研 究 に関連 して,イ ンター

アクテ ィブに 利用 され,大 きな デ ー タベ ー ス及 び プ ログ ラム ベ ー ス に拠 らな け れ ばな らない よ うな・

大 きな プロ グ ラム ・シス テ ム が必要 で あ る。 一分 野 当 り,こ れ は事情 に よ って は専門 大 学 の数 個 に亘

る専 門領 域 に と って 意 味 を持 って い るが(建 設及 び建築,機 械,電 子 工学,造 船 ・ 航 空宇 宙 技 術 等)

一総 合 専 門 大学 で,利 用者 数 に よ って異 な るが,付 加 的 に,200～400万DMの 設備 が 必要 とな

る。 ・

㎏

一 リアル タ イム ・システ ム

自然 科 学,理 工学,医 学 の分 野 にお い て は,リ アル タ イム 課題 の為 に,独 立の プ ロセ ス計算 機 衛

星 計算機 デ ータ トラ ン ス ミッシ ョ ン及 び結 合等 の設備 が 必 要 とされ る。この為 に支 出 きれる額 は,一

特 別 な実 験 装 置及 び実験 用 エ レク トロニ クス を含 まず 一 基 本 機 能 充 足 の デ ー タ処 理 装 置 に関 す
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る費 用 に対 す る,指 定 利 用者 グル ー プ分 の割 合 の1/3と な って い る。

一専 門大 学病 院 に お け る病 院情 報 シス テ ム

中 央 デ ー タ処 理装 置 及 び端 末 装 置 の総 購入 価額 は,1,000万DMに な る。 当 面 は多 量 の開 発作 業,

実験 作 業 を行 な う為.一 般 的 な利 用 は,1975年 以降 に な る予 定 で あ る。

o

－ 地域 事情 に よ る付加 額

各地 方 に分 散 して い る総 合専 門 大学 で は,デ ー タ ・トラ ンス ミッシ ョ ン装 備 及 び種 々の地域 に また

が る部署 に機 能 を分 配す る為 に 有 す る,デ ー タ処 理装 置 等 の為20%迄 の付 加 コス トを予 想 し て い る。

連邦 平 均 で は この付加 額 は10%を 予 測 してい る。

一極 大 容量 の計 算 問 題

科 学 の分 野 にお い て は あ る程 度 の 数 で はあ るが,極 大容 量 の 計算 問 題 が発 生 す る。 この解 決 の為 に

大型 計算 機 スペ ク トル の 上限 の装 置 が必 要 で あ る。 こ うした予 備 的 な ものの 余剰 コス トは約1 ,000

万DMで あ る。 個 々の専門 大学 又 は地 方等 の 計算 セ ンタ ーは,こ うした 専門 分野 の為 に,こ の様 な装

置 で中央 的 に装備 され る。 これ らの場 合,デ ー タ処 理 装置 の支 出 が,重 要研 究 の為 に 使用 され る資金

全 体 と良 くバ ラ ンス が とれ て い る よ う留 意 す る。

以 上の種 々の 機能 に つ い て は,常 に特 定 の デー タ処理 装置 を 当て る とい うよ うな こ とは しな い。 む

しろそ の時 の事 情 及 び技 術 的な進 歩 に よ って,多 数 の 機能 が 同 じデ ー タ処 理 装 置 に よ って行 な われ る

とい った様 々な解 決 を 行 な うこ とが 合理 的で あ ろ う二

■

資金需要 予 測

第5表.1975年 にお け る必要 装 置保 有価 額 の推 定 は,学 生数665 ,000で,専 門大 学領 域 に

お け る計算 セ ンタ ー約50が 必 要 とい う想 定 に立 ってい る。

ここに把握 した 装置 保 有 量 は,1975年 にお け る もの で,大 型多 重 索 引 システ ム50 ,科 学 関 係

要員 の比 較 的大 きな プロ グ ラム を優先 して 利用 す る装 置約20,及 び多 数 の 中小 型 デ ー タ処理 装 置 を

含ん で い る。 科 学 的な進 歩 の為 に は,総 合専 門 大学 全 て につ い て,統 一 的 な 計算 キ ャパ シテ ィ供 給構 造

第5表1975年 専門 大 学 分 野及 び地 方計 算 セ ンター にお け る必 要装 置 保有価 額

(※"Informatik"含 まず)

100万DM

専 門大学 管 理 を 含む基 本 機 能

計算 機 利用 の開 発,コ ンス トラ ク ト60プ ロ グ ラム ・シス テ ム

1,000

180
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リアル タ イム ・シス テム

専門 大学 病 院6に お け る病 院情 報 シス テム

地域 付加 額

大型 計算 機業 務5例.各1,000DM

210

60

150

50

※)超 地 域情 報 工学研 究 計 画の デ ー タ処理 装 置需 要 は既 に3.2で 考慮 済 み であ り,再 度記 載 せず 。

を求 め るこ とは望 ま し くない 。

1971年 当初,科 学,研 究,教 育 の 利 用 グル ー プで は,価 額 約8億DMの デ ー タ処 理装 置が設備

され て お り.原 子力 研 究 所(GesellschaftfUrKernforschung)の 調 査 によ る と,そ

の内約2/3が 専門 大学 分野 とな って い る。 この 数字 によ る と,こ れ ら装 置 の約半 分 は1968年 以

降 め もの で あ り,1975年 で は よ り利 用度 合 い が高 くな るで あ ろ う。従 って約14億DMの 装置

("lnformatik"を 含 まず)が,第2次 デー タ処理 計画 の期 間 中 に,専 門大 学 分 野及 び 地方 大

型計算 セ ン ターに新 設又 は,こ れ迄 の旧 装 置 にか えて 設 置 され な けれ ばな らない 。

地方 大型 計算 セ ンタ ー 、

DFGの 地 方 大型 計算 セ ンタ ー設置 計 画 は,過 渡 期 的 に継続 され て い る。 この計 画で 設 置 され るの

は,多 数 の利 用者 が 計算 キ ャパ シテ ィを直接 利用 で き るよ うに す るた め,主 に タ イム シ ェア リング ・

シス テム で あ る。 この為,1971～1975年 で連邦 資金 総 額1億6,500万DMが み こまれ て お

り,設 置費 に 対 す る所 在 地 州 負担15%を 考 慮 して,約2億DMの 設置価 額 が算 出 され る。

専門 大学領 域 に お け る助 成 措 置

専 門大 学領 域 にお け るデ ー タ処理 装 置確保 助 成 は通 常,基 本 法 第91aに 基 づ き"専 門 大 学 の拡 張

及び 新設"と い う連 邦 ・州共 同 問 題 に な る もので,専 門大 学 建 設助 成 法 に よ って規 定 され てい る。 こ

の外 にDFGが デ ー タ処理 装 置 を調達 し,専 門 大 学 に 使用 させ る ことが で き る。 ど うい う場 合 に専 門

大 学 に対 す る デ ー タ処理 装 置 が,専 門 大 学 建 設助 成法 によ って な され るか 又 は,DFGに よ っ てな さ

れ るか を決定 す るた めに は,連 邦及 び州 の同意 が必要 であ る。

専 門大 学 建設助 成 法 に従 い,1971年7月19日 に決 定 され た第1次 基 本計 画に基 づ い て,

1971～1975年 の間,そ の時 の通 知 及 びま だ明 らかに され て い な か っ た大 型装置 調達 の全 体額 を

基礎 と して,価 額2億 ～2.5億DMの デ ー タ処 理装置 の設 置 を予 想 され る。DFGの 経 済 計 画に お け

るこれ迄 の計 画,年 間約3,000万DMを 継続 してい った場 合,1971～1975年 でDFGは 約

1億5,000万DMに のぼ る装 置 を設 置 で きる こ とにな る。

しか し この額 に して も,地 方 計算 セ ン ターの費 用 を考慮 した場 合 に算 出 され る投 資需 要12億DM

を うめ るに は不充 分 で あ り,こ の為,第2次 デ ータ処 理計 画 に おい て,専 門 大 学 にお け るデー タ処理

装 置確 保 の為 更 に 資金 を見 込 ん で い る。
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購 入/レ ンタ ル に関 す る決 定

技 術 的進 歩及 び計算需 要 の急 上昇 とい った点 か ら,特 定 目的 に関 して は あ るいは,購 入す るよ りレ

ン タル を 利用 す る方 が よ り経済 的 であ るか もしれ ない。但 し こ う した場 合 に は,セ ン トラル ・ユニ ッ ト

と種 々の周 辺 機 器 と を分 けて取 り扱 う事 が望 ま しい 。 レ ンタル の場 合に は,購 入 オプ シ ョ ンを伴 う レ

ン タル契 約 を結 ぶ の が 合理的 で あ ろ う。 こ うい うよ うな契約 は,一 面に お いて,支 払額 の為 に 資金 準

備 を しな けれ ばな らな い とい うこと がな く,財 政 の資金 流動 を よ り良 く し,他 方 にお い て は又古 い装

置等 が ま だ完 全 に教 習 ・教 育 の 目的 を果 た す ことがで きる,又 は他 の場 所 に移転 す るの が合 理 的 で あ る

等 の場 合,コ ス トをあ ま りかけ な い で これ を利 用で き る等 の利 点 を有 して い る。

正常 の需 要 に よ る計算,そ して充 分 な システ ム選 択が 行 な われ た とい う前提 条 件 で,最 低5年 の 使

用寿 命 を基 本 とす る。 特 に大 型 計算 機 に っい て は これ が該 当 され る。

●

計算 機 設 置の 調整

上述 の様 式 によ る装置 の設 置 につ い て は,相 互 に調 整 されな け れば な らない。

従 って各 州 は,専 門 大 学建 設助 成 法 に よ る基 本 計 画に 関 す る通知 に,デ ー タ処理装 置 を別個 に明示

す るよ う求 め られ る。科 学 委 員会 に は基 本 計 画 に関 す る答 申 を求 め,同 委 員会 は答 申 を行 な う前 に,

デ ー タ処 理 装 置 に 関す る通 知 に つ いてDFGの 専 門鑑 定 を得 る。

連邦 が 基本法91b章 の取 り決 め に基 づ いて そ の資金 を共 同出 資 して い るよ うな計 画 が あ り,そ の枠

内で デ ー タ処 理 装置 が レンタル され る場 合 は,DFGも その鑑 定 に参加 す る。 これ に伴 い専門 的 な総

合調整 が可 能 とな る。

継続 的 コス ト

デ ー タ処 理装 置の 設 置 に関 す る連邦 資金 の引 き渡 しにつ い ては,人 間 と設備 が充 分 に使 用 で きる とい

う点 が ポ イ ン トとな る。

q 3.4経 験 交 流

●
専 門大 学 教職 員 の需 要充 足

情 報 工学及 び デ ー タ処理応 用の 研 究 ・理 論 の為 に全 専門 大学 分野 で,約500～800の 専門 大学

教職 員 が必 要 で あ るが,現 在 は その 内儀 か しか 用 意 され てい な い。 この 不足 を修正 す る為 に次 の措 置

が 計 画 され て い る。

一 外 国 人専 門家 の獲 得及 び国外 に就業 す る ドィ ッ人 デー タ処理 スペ シ ャ リス トを
,ド イ ツ専門 大学 の

教職 員 にす る為 回 収 す る。

一 デ ー タ処理 に関 す る専門 大学 教 職 員 養成 の為
,セ ミナー及 び コース を開 催 し,こ れ に世 界 の トッ プ

レベ ルの専 門 家 を招 待 し,講 演 を依頼 す る。 ヨー ロ ッパ 共 同体 はすで に,こ うした コ ース を実 施 す
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る意図 を もってい る。 これ で充 分 でな い場 合 は,数 学 ・デー タ処理 研 究 所(GMD)が,付 加 的 に

催 しを計 画 す る。

そ の他,デ ー タ処理 分 野 に おけ る専 門 大学 教 職 員 に 関 す る再 教 育 の可 能性 も拡 大 す る。 その方 策 と

してGMDの 情 報 工 学講議 の 中 に,デ ー タ処 理 産 業 の科 学 的 専門家 の再教 育 に発 展 され るコ ース計 画

を採 用 す る。又 専門 大学 は,ユ ーザ ー,デ ー タ処 理産 業,大 型研 究 施設 に働 く専 門家 を,継 続 的 又 は

一定 期限 教職 員 として得 る為 に努 力す る
。

科 学 的 経験 の 交 流

デ ー タ処 理 分野 にお け る科 学的経 験 の交 流 を よ り強 化 す る。 そ の方策 と して,ド イ ツ学 生 交換 会 は

将 来 も,ド イ ツ人 デ ー タ処 理科 学者 の外 国留学 の為 特 別 資金 を受 け る,情 報 工学 研 究 計 画及 びGMD

に客 員 講師 制 度 を採 用す る。 国際 レベ ル のデ ー タ処 理 大会 の ドイツ連邦共 和 国開 催 及 び,国 際会議 等

の準 備,実 施 に対 す る ドィッ人 デ ー タ処 理 専門 員 の協 力等 を支援 す る等 が あ げ られ る。

釦

'
・経験 交 流 に関 す る 資金(100万DM)

196719681969197019711972197319741975

O.05 O.1 0.1 0.3 34,326 6 6.6 7.8

・地 方 大 型計 算 セ ンタ ー及 び 専門 大 学分 野 にお け る計算 キ ャパ シテ ィ確 立 に要 す る資 金 ※(100

万DM)(連 邦教 育科 学省)

196719681969197019711972197319741975

地方大型計算センター

専 門 大 学

計

一752530 .230353535

-1560115185

-752530 .24595150220

※)専 門大学設立助成法及びDFGの 資金は含まず

、
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4セ カ ン ダ リ ー段 階llの 職 業 教 育 並 び に

専 門 実 業 学 校 レベ!レの 再 教 育 等 の 分 野

に お け る デ ー タ処 理 教 育

適 切 な職 業 資格 試験 修 了 の デ ー タ処理 専 門要 員の不足 は,デ ー タ処理 の 利 用 に と って 特に マイ ナ

スの影 響 を及 ぼす 。 これ に対処 す るため"デ ー タ処 理職 業教 育 セ ンター"内 に充 分 な且 つ メー カ ー

に依 存 しな い教 育 キ ャパ シテ ィ を創立,設 置す る。 デー タ処 理 専門 要 員 の良 質 な教 育 は経済 の進 展

と職 場 の確 実性 を向 上 させ る もの で ある。

■

4.1職 業 教 育

デ ータ処理 特 別教 育 課 程

職 業 教育 の分 野 に お いて は,セ カ ンダ リー段 階Hで,デ ータ処 理 関係 の職 業 に関 して強 力 に 教 育 す

る。 この 点 は特 に デ ー タ処 理事 務 職 員(オ ペ レー タ,プ ロ グラ マ,デ ー タ処 理 専 門 事務 員)及 び情 報

電子技 術 士(デ ー タ処 理 装 置 の製 造及 び保 守)に 適 用 す る。

専門 実 用学 校 レ ベル に おい て は,情 報 工 学技 術 士(現 在 の数 学,技 術 アシ ス タ ン ト),経 営 経済 士

デ ータ処 理専 攻(オ ー ガニ ゼ ー ショ ン,プ ログラム,デ ー タ処理 オ ー ガナ イザ,デ ー タ処 理 セ ール スマ

ン),デ ータ処 理技能 士(情 報技 術 士)を 教育,再 教育 す る。

●

デー タ処理 の 他教 育 過 程 へ の介 入

事 務職 員の職 業 教 育 の 大半 の もの は,デ ー タ処 理 知識 の仲 介 の分 だけ拡 大 され る。 連邦 経済 ・財 務

省 は連邦 労 働 省 との 同意 の 上 に."職 業教 育 に お け る,自 動 化 され た デ ー タ処理 の導 入 に関 す る条例"

を発令 す るか又 は 問題 の事務 職 員教 育 令 を,デ ータ処理付 加 教 育 条例 によ って 補充 す る。 これ に よ っ

て教 育 機 関 は デー タ処 理 に 関す る付 加 教育 を 自身 又 は 外部機 関の助 力 によ って 仲介 す る義 務 を負 う。

連邦 経済 ・財 務省 は連邦 労 働省 との 向意 によ って,更 に産 業 技 術 的教育 職 業,特 に 電子 技 術 関係職

業 にお い て,デ ー タ処 理 の必 要 基礎 を仲介 す るよ う働 きか け る。

教育 の構造

セ カ ンダ リー段 階Hに お け る初 歩職 業 教育 は専 ら,企 業 内教 育 と職 業学 校 の コン ビネ ーシ ョ ンに依

存 して い る。 連邦 政 府1970年 年 報 に よれば,こ うした 教育 と並 んだ 並行 シ ステ ムで,完 全時 間 学

校 が設 け られ,特 に これ に適 合す るよ うな職 業教 育 部 分 を受 け もつ こ とに な って い る。 デー タ処 理 が

これ に該 当す るこ とは確 かで あ ろ う。

並行 システ ムに お い て も,新 しい企 業 と学 校 の コン ビネ ーシ ョンが考 え られ る。 即 ち ブロ ッ ク授 業
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とい った形 で,数 週間 又 は 数 カ月 の時 間 間 隔で,全 時 間授 業 と企 業内 教育 を交代 に 行 な う方 法 があ る。

初 歩職 業教 育 の 上に積 み 重 ね られ るの は職 業 再教 育 で あ る。 現在 これ を受 け持 っ てい るの は,事 務

及 び技術専 門実 業学 校 又 は これ と同等 の 教 育機 関 で あ る。

デ ー タ処理 関係 の分 野 で要 求 され る作 業内 容 は他 とか な り異 な ってお り,こ うした特 殊性 に即応 す

る為 に,新 しい カ リキ ュ ラム を開 発 し てい く必 要 が あ ろ う。 この場 合各種 の教育 段 階 の間 で 出入 りが

で きる様 に 留 意す る。 更 に適 切 な 習熟 資格 レベ ルに達 し,充 分 な職 業 経験 もあ る とい った場 合 に つい

て は,こ れ を修 了 す る こ とに よ って同 時 に 専門 大 学 の門 戸 をそれ に対 して開 くとい った 事 も可 能 で あ

ろ う。

デ ー タ処 理 に 関す る職 業教 育 セ ン タ ー

教 育 員の最 適 な投 入 そ して 必 要 デ ータ処理 装 置 の最 適 の稼 動 を はか る為 に は,500～600人 を

収 容 す るよ うな デ ータ処理 教 育 セ ンタ ーに教 育 活 動 を集 中 す る こ とが必 要 であ る。 こ うした セ ンター

は教職 員45,助 手10,加 えて管 理 部門 要 員 を必要 とす るこ とに な る。

セ カ ンダ リー段 階ll及 び専 門 実業 学 校 に お け るデ ー タ処 理専 門要 員用教 育 キ ャパ シ テ ィは,短 期 に,

任意 の範 囲 で これ を拡 大 す る こ とはで きな い。 将来 の 人員需 要 及 び教 育 の需 要 の推 定 は不確 実 な 点 が

あ る。特 に現 在 の需 要 及 び現 在提 案 され て い る措 置 が 効力 を発揮 す るに至 る迄 成 長 す る需要 回復 か ら,

数年 後 の教育 需 要 を決 定 す るこ とはで きな い。 従 って教 育 キ ャパ シテ ィの拡 大 は人事 的 な前 提 と需 要

に柔 軟 に合せ てい く もの とす る。

現 存 の約10に の ぼ るデ ー タ処 理職 業教 育 セ ンタ ーの キ ャパ シ テ ィを,で きるだ け早 く拡 張 して,

それ ぞれ600名 の参 加 者 を収 容 で きる ようにす る。第1.2.3章 で推 定 した データ 処 理 専 門 員需 要 か らす

る と,更 に20の デ ータ処理 職業 教 育 セ ン ター を新 設 す る必要 が あ る と考 え られ る。

連 邦政 府 は連邦 労 働 研 究所(BA)に 対 し,第2次 デ ー タ処 理 計 画の枠 内で予 定 され てい るデ ー タ

処理職 業 教育 助 成 の実 施 を移 管 す る。BAは この為,現 在組 織 関 係 の措 置計 画,地 域 区 分.時 期的 経

過等 の準備 を実 施 中で あ る。

,

デ ー タ処理産 業 に お け る教 育

今 後 の需 要 を充足 す る為 に,暫 定 的 では あ る がメ ーカ ー,ジ フ トウエ ァ会社,そ の他 企 業 にあ る教

育 キ ャパ シテ ィを利 用 し,企 業 内 の変 動 に よ って 短期 間 に 拡張 す る。 この 方法 に よれ ば,半 年 間 の コ

ースで,年 間約7,000名 の 専 門要 員 を付加 的 に教育 す る こ とが で きる と推 定 す る。

●

デ ータ処理 専門 員 数 の推 移

図1は この レベ ル での デ ータ処 理専 門 員 が これ らの措 置 に よ って,時 期 的 に どれ く らいに な るか を

需 要 予 測 と比 較 した もので あ る。 この場 合,セ カ ン ダ リー段 階H又 は職 業専 門 学校 の修 了 の為,ブ ロ

ック授 業 に よ って,デ ー タ処 理職 業教 育 セ ン ターに は1又 は2学 期 留 ま る必 要 が あ る事 を考慮 して い

る。
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図1セ カ ンダ リー段 階H及 び専 門 実業 学 校修 了 の デ ー タ処理 専 門 員需要 及 び数(単 位1,000名)

公共 管 理行 政 関 係予 備職 員 資格修 了 者 は含 まず。

●
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注)斜 線の 部分 は新 設 デ ー タ処 理職 業 教育 セ ン タ ーで充 足 。

デ ー タ処 理職業 教 育 セ ン タ ー1つ に っ き,学 校建 物,住 居 設 備,デ ー タ処 理装 置,設 備,授 業補 助

設 備等 を含 めて,1,500～3,000万DMが 必要 であ る。

●

4.2助 成 措置

イ ンス テ ィテユ ー シ ョナ ルな助 成

連邦労 働 研究 所 は労 働促 進 法 に従 い,職 業教 育,再 教 育,転 換教 育 に寄 与 す る機 関 に対 し援 助 金 に

よ って,イ ンス テ ィテ ユー シ ョ ナル に(通 常,建 設,拡 張 貸 付 金,設 備 設置 援助 金又 は貸付 金),権

利要求 がな く,こ れ を助 成 す る こ とが で き る。特 に正 当 な 理由 が あ れば,例 外 的に 設備 の 維 持 の助 成

に も拡 張 され る。

連邦 研 究 所 は,し か し資金 的 に は失業 保 険 の徴 収等 の 限 られ た 資金 しか 使用 で きな い。 従 って デ ー

タ処 理職 業教 育 セ ン タ ー を必 要 な だ け助 成 してい く とい うわ けに はい かな い。BAが デ ー タ処理 職 業

教 育 セ ンタ ーの助 成 強 化 の為 に,連 邦労 働 省 か らの連邦 資 金 をあて よ うとい う元 々の意 図 は,財 政 政
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策的 な理 由 か ら実現 で きなか った。 デ ー タ処 理 専 門 員 の教 育 は,第2次 デ ー タ処 理 計 画 の 目的達 成 に

関 す る本質 的 な前 提 であ る為,BAに 関 す る第2次 デ ータ処理 計 画の 他 の重 要措 置 を後廻 しに して・

緊急 需 要 に適 応 す る 資金 が,連 邦 教育 科学 省 の デ ー タ処 理 資金 か ら割 り当 て られ るこ とに な る。

個人的助成の可能性

個人的助成は,連 邦教育促進法及び労働促進法に従 って可能である。特定の前提条件が満足される

限 り,上 記2法 によって促進に対する権利要求が存在する。

連邦教育促進法は,特 に職業上級学校,職 業専門学校,専 門実業学校の入学に関する教育促進 を予

定している。

労働促進法の枠内で,企 業的及び超企業的な職業教育,職 業再教育,転 換教育等の各措置への参加

を促進する。

-

■

・デ ー タ処 理 職業 教 育 セ ン タ ーに対 す る イ ンス テ ィテ ユー シ ョナル な強 化促進 資金(100万DM)

(連 邦 教育 科学 省)

19711972197319741975

7 20 60 75

4・3教 師の 教 育,再 教 育

デ ー タ処 理職 業教 育 セ ンタ ーで新 設20,拡 張10を 合計 した場 合,1,000～1,500の 講 師 が

付 加 的 に 必要 で あ る。 授 業 の55～60%は 一 般 的 な数 学,経 営経 済 学,技 術等 の 基礎 で あ り.従 っ

て デ ー タ処理 授業 に400～700の 講 師 が付 加 的 に必 要 とな る。 この為 に は大 学,専 門 大学.教 育

専門 大 学(総 合専 門 大学)の 卒 業者 を1～2年 の コ ース で 一 受 け て来 た教育 に よ って異 な る ・一 現

在 の施 設 に おい て教育 す る。

4.4デ ータ処理利用の従業員に対 ず る影 響調査

デ ータ処理 投 入 の従業 員 に与 え る影 響 に関 す る調 査 の結 果 は,経 済 及 び 公共 サ ー ビスに お け るデ

ー タ処理 有 効利 用 に寄与 す る もので あ り,同 時 に この結 果 に基 づ いて,時 宜 を得 た適 切 な再 教 育 並

び に適切 な人 事計 画 によ る人 事 移動 等 が 行 な われ る。 又 適切 な オ リエ ンテ ー シ ョンに よって デ ー タ

処 理 導入 に対 す る偏 見 を回避 す る こ と もで き る。

`

デ ー タ処 理装 置投 入 は著 し く強化 され てい るに もかか わ らず,こ れ まで の とこ ろ,デ ータ 処 理 投 入の

及 ぼ す,職 場,組 織構 造,従 業 員構 造,職 業 の 必要 条 件,労 働 力需 要 に対 す る影 響 を特 別 に 分析 した'

発言 力 のあ る調査 はな い。 労 働組 織 と従 業 員 に対 す るデ ー タ処 理 利 用の 影響 調査 に よ って,人 間 に適
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した作業 の形 成,作 業 員 の順応 性 障害 の排 除,デ ー タ処理投 入助 成 等 に貢献 す る適 切 な情 報 を発 見 し

な けれ ばな らな い。 しっか り とした地盤 の あ る情 報 が あ って こそ,デ ータ処 理投 入 強 化 の場 合 に発生

して くるよ うな 不安 感,係 争等 が回 避 で きるの で あ る。

上記 の調 査 は,特 に 企 業内協 議 制 度及 び企業 内 教 育 ・人事 計 画 を も改善 す る。

4.5公 共管理行政関係従 業員 に対す るデー タ処理教育

公共管理行政におけるデータ処理の投入に際 しては,デ ータ処理知識と並んで管理行政の知識経

験を備えた専門能力者が必要である。従 って連邦所管各分野にこの種専門員を充分に教育しておく。

特 殊な 要 素

公共 行政 管 理 に お け る デー タ処理 の投 入 に関 して は,経 営経 済 及 び科 学 面 での 利 用 とは種 々の点 で

異 な って い るが,特 に管 理行 政 が そ のサ ー ビス課 業 を法律 規 格 に従 って遂 行 しな け れ ば な らな い とい

う点 に違 い があ る。 デ ー タ処 理 によ る総 合管理 業 務 の支 持 の場 合,こ の外 に,管 轄 の境 界線 を越 え る

よ うな作 業 経 過 変 更 が必要 とな って くる。データ処 理 一組 織変 動 に して も,従 って単 に現 行 法 だ け でな

く.公 共管 理 行政 の担 当者 及 び種 々の 業務 の総 合 的 な相 互 作 用 を考 慮 しなけれ ば な らな い。 この為 に

は やは り管 理 行政 に 関す る知 識,経 験 そ して又 デ ー タ処 理 の特 別知 識 を もつ こ とが前 提 とな る。 デ ー

タ処 理 に関 す る一般 教 育機 関 は大 体 の 場合,公 共 管理 の デ ー タ処理 専門 要 員 の特 殊 要求 を 満足 させ て

くれ るよ うな 用意 が ない。 従 って デ ー タ処理 分野 に働 く公 務 員 の為 独 自の デ ータ処 理教 育 が必要 に な

るこ とが多 い。

●

共 同教 育 機 関,

そ こで,公 的 な 管 理行政 内 にお け る教 育 の特 殊要求 は 大体 一 致 してい るた め,管 理 行 政各 担 当機 関

の多 数 が共 通 の教 育機 関をつ くる方向 が有 利 と考 え られ る。 統 一 的 分析方 法の 導入 ,管 理行 政 内 の各

種活 動 の集 約 化 は こ うした共 同教 育 に よ って促進 す るこ とがで き る。

デ ー タ処 理 関係 ユ ーザ ー総 数 に 対す る管理 行 政 の割 合 か らす る と,連 邦,州,地 方公共 団体 の 公 務

員の為 に 前 記 の規 模 の教 育 セ ン ター を3～5設 立 す る。

管 理行 政 に お け るデ ー タ処 理教 育 は 大体 に おい て,既 に習 得 して しま ってい る行政 管 理 業 務 に対 す

る付 加 的教 育(職 業再 教 育)で あ ろ う。 この外少 しで は あ るが情 報 工学 を補助 科 目 と して選 択 した大

学卒 業 の 公務 員及 び デ ー タ処 理教 育 を完 全 に うけ た ス ペ シ ャ リス トが必要 で あ る。 この割 合 に つ いて

は詳 細 な調査 を要 す る。

助成措置

あらゆる段階の行政管理関係データ処理教育の助成措置は次の事を包括する。

一データ処理教育教程に対する公務員の参加を助成す る
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一長 期 教 育 に 参加 す る者 の代 行者 の計 画の確 立(連 邦 で は この た め中級 職80 ,上 級職30の 職 位 を

予 想 して い る)

一 行政 管 理 の デ ー タ処理専 門 実 業学 校 の教職 員 の教 育 ,再 教 育

一 連邦 が教 育 の需 要 を有 して お り
,こ れ が連 邦 が援 助(共 同援 助)し てい る機 関 だ けで は充 足 で きな

い 場 合に 限 り,管 理行政 用 デ ータ処理 専門 実業 学 校 の 費用 を一 部 負担 す る

一 公 共機 関 の キ ャ リア コース 上の公 務 員 の為 の教 育 ス テ ッ プに お け るデ ー タ処理 講座 の 挿入

■

⑱
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タ

5.デ ー タ 処 理 利 用 の 促 進

5.1新 しい 利 用 方法 の開 拓

声

以 下 に示 す助 成措 置 は次 の様 な貢 献 をなす。 す なわ ち,経 済及 び公共 機 関 に よ って な され るサ ー

ビス に おい て 合 理 化及 び生 産性 上昇 の手 段 と して,デ ー タ処 理 を投 入す る諸 前 提 の創 造 で あ る。 ド

イ ツ連 邦 共 和 国 をベ ー ス とす る ソフ トウエ ア企 業 及 び デー タ処 理装置 メー カ ーが促進 プロ ジェ ク ト

に適 切 に参加 す る事 に よ って,こ れ ら市 場 に 競争 能 力 の あ る地位 を得,競 争 能 力 を向 上す る事 が 出

来 る。

デ ー タ処理 装 置 は,ほ とん どす べ て の業務 分野 に 利 用 す る事 が出来 る。 しか し促 進 措 置 につ い て は,

考 え られ 得 るす べ て の 利用 方法 に 可 能 だ とは云 えな い。 それ は よ り効果 的 にす る為 に,撰 択 され た領

域 に 目標 を合 わせ て 行 かな けれ ば な らない。

積 分 因子 的効 果 を持 つ措 置

これ らの確 認 に も とつ い て連邦 政 府 の考 えは,特 に積 分 因子 的効 果 を伴 う助 成 措 置 が 必要 で あ る

とい う事 であ る。 これ に よ って,デ ー タ処 理 シス テ ム(イ ンテ グレー トされ た もの)の 開 発 及 び 利

用 に イニ シアテ ィブ を と り,次 の 様 な地 位 に ま で これ を持 って行 く。 すな わ ち,こ の地 位 か らで あ れ

ば,シ ス テム の維 持,開 発,普 及等 が,ユ ーザ ー.そ の連 合体又 は利益協 同体,デ ー タ処理 サ ー ビス

企業 又 は デ ー タ処 理産 業 の独力 で続 け られ て行 く と云 う もので あ る。連邦 政 府 は助 成措 置 の選 択 に 当

って次 の様 な要 因 を出 発点 と してい る。

■

助 成 要 因

一助 成措 置 に よ って
,社 会 に本質 的 な 有 利性 を もた らす と期 待 され るもの

一助 成措 置 の結 果 が
,公 共 機 関 サ ー ビスの向 上改善 に 役立 つ

一 当該 の開 発 を独力 で実施 出 来 な い様 な ポ テ ン シ ャルな多 数 ユ ーザ ーが この結 果 に需 要 を もつ

一助 成措 置 に伴 って標 準 化の 効果 が あ る

一 公 的 に 資金 に よ って開 発 され た プ ロ グラム が将来 助 成 が な くと も
,更 に進 展 す る とい う充 分 な見 通

しがあ る。

一助 成 の結 果 が一般 的 に通 用 す る
。(援 助 金 受領 者 の適 切 額 に至 るまでの 開 発 コス トに対 す る自 己負

担)

一 必 要助 成 資金 の額 は.将 来 のデ ー タ処 理利 用の 予定 と適切 な関係 に ある。
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シス テ ム及 び利 用に 関す る知 識

ら

公共 的及 び非 公 共 的領 域 の未 来指 向的 なかつ,幅 広 い利 用 に 関 して は,デ ー タ処 理 を企 画,決 定,

管 理 の手 段 と して利 用 し,デ ータ処 理 の技 術 的 可 能性 を完 全 に 利 用 しつ くす為,必 要 な シス テ ム及び

利 用 の 知識 を総括 す る。

研 究及 び開 発

次 の 目的 の為 に研 究及 び開 発作 業 を促進 す る。

一 選 択 した領 域 の デ ータ処 理 装 置利 用可 能性 に関 す る調査

一 この 利 用分野 か らプ ログ ラ ミング までの 知識 の確 立

一 利 用 可能 に至 るまで の プ ロ グ ラ ミング

ー プ ロ グ ラム ・シス テ ムを実 際 にテ ス トし
,総 括 的 に記 録 す る。

℃

モ ジ ュ ラー の プ ログ ラム及 び 問 題指 向 的 プ ロ グ ラム言 語

プロ グ ラムの 作成(問 題指 向 的 ソ フ トウエ ア ・パ ッケ ー ジ)に 当 って,作 業 の重点 は,次 の様 な プ

ログ ラム を 得 る点 に あ る。 す なわ ち,1)そ の都 度 の ユ ーザ ーが 自分 の特 別 の要 求 に これ を適 用出来

る様,モ ジ ュ ーラ ーな構成 で あ る事 。2)応 用範 囲 を広 くす る為 に.特 定 装 置 か ら,拘 束 され な い事。

同 じ く重 要 な意 味 を持 ってい るの が,問 題 指 向 的 プロ グ ラム言 語 で あ る。 これ は,非 常 に高度 の 応 用

コン フ ォー トを提供 し,個 々の利 用分 野 に関 す る特別 な要求(た とえば,情 報 シ ス テム,プ ロセ ス調

節)を 満足 させ て くれ る。 これ と関連 して,た とえ ば技 術 的 な ミス及 び乱 用に 対処 して デ ー タス トレ

ー ジの諸 問 題が 取 り扱 われ な けれ ば な らな い
。 更 に重 点 とな るの は.特 定利 用 に必 要 な デ ー タ把 握.

デ ー タイ ン プ ッ ト,デ ー タ ア ウ トプ ッ ト等 の1/0機 器で あ る。

プ ロ ジェ グ ト担 当

作 業 の 本 質 的 な部 分 は,選 択 され た長期 プ ロ ジェ ク トの枠 内 で実施 され る事 にな ろ う。 これ らの プ

ロ ジ ェ ク トの作業 は,通 常.効 果 をね ら う為 に それ ぞ れ1っ の プロ ジ ェク ト担 当 が,管 轄す る。 この

プ ロ ジェ ク ト担 当 は

一 プ ロ ジェ ク トの リテ イル ・コ ーデ ィネ ー シ ョ ンを受 け継 ぐ。

一 それ ぞれ の分 野 の研 究開 発 作業 の1部 を自 ら遂 行 す る。

一 作 業 の 本質 的 な部 分 は.詳 細 を指 定 して 下請 契 約 に出 す。(た とえ ぼ,専 門 大学研 究所,ソ フトウエ

ア企 業, .デー タ処 理 メー カ ー)

一 場 合に よ り
,パ イロ ッ ト ・シス テ ムの テ ス ト及 び導 入 を引 き受 け る。

プ ロジ ェ ク ト担 当者 は,促 進 さ るべ き開発 が実 際 的要 求 に適 用 した もの であ り,完 成 され た解 決 法

が 幅広 い利 用 に供 され る事 を証 明 す る前提 に つ いて,検 討 す る責 任 を有 す る。

◆

デ モ ン ス トレ ー シ ョ ン ・デ ー タ 処 理 プ ロ ジ ェ ク ト
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研 究,開 発の助 成 に関 す る措 置の 継 続 及 び補完 に おい て は,公 的 な領 域(例 え ば医 学及 び教育)に

お け るデ ー タ処理 利 用の為,特 に公 的利 益 に関連 す るよ うな デ ー タ処理 利 用 に際 し,デ モンス トレー シ

ョ ン ・デ ー タ処 理 プ ロジ ェク トを実 現 す る。 これ で は,作 成 した,通 常 使用 で きる プ ロ グ ラム ・シス

テム の利 用 可能性 を実 際 的 ル ーティン運 転 で デモ ンス トレー トす る。 これ に よ って,イ ノベ ー シ ョ ン段

階を出 来 るだ け早 く通 過 し,将 来 の デ ー タ処 理市 場 を開 拓 しよ うとす る もの で あ る。

,

成果 の コン トロ ール

開 発す べ き システ ムに 対 す る利 用者 の要求 を常 に 認識 し,こ れ を考 慮す る。 又 一方 では,開 発 され

たシ ス テ ムに関 して速 かに情 報 を与 え る。 これ らの 目的 の為 に,研 究 ・開 発 各機 関 と将 来 の ユ ーザ ー

グル ープの 間 に密接 な協 力 と問 題 な い コン タ ク トを確 立 す る。 一 助 成措 置の準 備 及 び実 施 一一 含 む:

プ ロ ジ ェク ト ・コ ン トロ ール ー一 に 当 って連 邦 教 育科 学 省 は専 門 委 員会 に諮 問 した。 プ ロ ジェ ク トは

限 定段 階及 び2,3の 実 現段 階に よ っ て構成 され る。

助 成 措 置 は次 に記 述 す る様 な選 択 され た領 域 に わた る もの で あ る。

5、1.1計 算 機 利 用 によ る情 報,処 理,決 定 シス テム

計算 機 を利 用 した情 報 シス テ ムは,決 定 に要 し うる時 間 が ます ます短か くな り,考 慮 す べ き コンポ

ネ ン トは益 々数 を増 し,複 雑 に交 さ くして い るとい う事 実 を考 えた もの で なけ れ ばな らな い。 国内 外

の種 々の機 関 で は この為,こ うした情 報 シス テ ムの開 発 を始 めて い る。

A

デ ー タバ ンク ・ソ フ トウエ ア

高性 能 の情 報 シス テ ムの組 立 て の前 提 とな るの}ま,適 切 な デ ー タバ ン ク ・ソ フ トウエ ア ・シ ステ ム

であ る。 開 発 は,使 用 された 検 索概 念 の広汎 な コ ー ド化 を必要 とす るニ ュ メ リック な シス テ ムで始 め

られ た。最 近 にな って この外 に 更 に開 発 方 向 が明 確 に され たが,こ れ は テ キス ト'イ ン フ ォメ,一シ ョ

ンの直 接 処 理 を 目的 とし,こ れ に ょ って本質 的 に よ りフレキシブルに取 り扱 わ れ るべ きシス テ ムへ と進

行 す る。 ここで 現 れ る言語 学 的 問題 は まだ これ か ら解 決 しな けれ ばな らな い 。

特 に経 済 的 な解 決 を もた ら し且 つ次 の 要 件 を満 た す シス テ ム を助 成 す る:

一広 範 囲 に 亘 る利 用 スペ ク トル を有 す る

一 参加 企 業 に適 して い る

一 モ ジ ュラ ーの 構造 で あ る

一 発見 され た情 報 をそれ ぞれ の 利用 者 の プ ログ ラム を以
って更 に処 理 す るこ との で き る,限 定 され た

部 分 位 置 を利用 で き る。

助 成 の 重 点 とな るのは更 に,デ ータバ ン クの 連結 シ ステ ムの為 の ソ フ トウエ アの前 提 をつ く るこ と

で あ ろ う。 これ に よ って,迅 速 な情 報交 換及 び分 散 した デ ー タバ ンクの分業 構 造 に対 す る急 成長 の 要

求 に対 す る見 通 しを得 る。
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イ ンテ グ レー トされ た情 報 システ ム

経 済.科 学 及 び行 政 管理 の イ ンテ グ レー トされ た情 報 シス テ ム は,ま た 基礎 研 究 の段 階 であ る。 こ

れ は指 導的 立場 に あ る マネ ジ メ ン トの 決定 を援助 し,同 時 に又,個 々人で は見 通 す こ との で きない,

多 岐 に亘 る インタ ー デ ィペ ンデ ンス をモ デル に従 って,1つ の 総 体企 業 としての 形 につ く りあ げ,作

成 され た情 報 を決 定 に対 す る意 味 を ポ イン トに して加 工 し,密 な もの として提 供 して くれ,更 に も う

一方 で は,情 報 に よ って 導 き出 され た 自動 化 機能 を 自 ら操 作 す るの で あ る。

こ の外 に自 動 的 に作業 処理 の提 案 を作 成 し,ミ ドル ・マ ネ ジメ ン トを ルーティンワーク か ら解 放 す る

ことが で きる。 例 え ば,財 務 処理,倉 庫 処理.最 適 機 械 レ イ ア ウ ト,部 品 調達 が これ で あ る。 決 定 の

補助 手段 と同時 に合理 化 の手 段 で もあ る。 ここで解 決 され るべ き問題 は,デ ー タ処 理 の領域 に ほん の

一 部 が該 当 す るだ けで
,大 部 分の 問題 は組 織 学 に よ っ て解 答 を 見 い出 さな けれ ば な らな い。

¢

促進 の重 点

第2次 デ ー タ処 理 計 画 の枠 にお い て は,次 の調 査 が促進 され る。

一 計算 機利 用情 報 シス テ ムに よ る決 定 プロ セス の相 互 作 用 の研 究

一 機 能 モ デル の開 発 とそ の プ ロ グ ラムへ の伝達

一 デ ー タ把 握 と配分 の 方法 ,方 式 の開 発

一継 続 的 目的追 求 及 び成 果 コ ン トロールの 計算 機利 用 方 式 の開 発

5.1.2教 育 面 に お け るデー タ処 理

授業 ・管 理 課業 の為 のデ ー タ処理 装 置

現 在及 び将来 の教 育 の 使命 を考 えて み る と,連 邦 及 び 州 は.現 代的 な授 業 手 段 とい った もの を開発

し,確 立 す るた め援助 す る必 要 が あ る。 ア メ リカの事例 か ら も明 らか な様 に.デ ータ処 理 装 置 は授 業'

管理 面 の業 務 を実 施 し,成 果 を 上げ る ことが で きる。 しか し勿 論 一義 的 に.ど の程 度 の効 力.経 済性

が教 育 に対 す るデ ー タ処 理 導 入 か ら得 られ るか を断定 す る こ とはで きな い。 従 って教 育学 とデ ー タ処

理 の各 専門家 の密 接 な協 力に よ って,こ の利 用分 野の 為 の科 学 的 な基礎 をっ く りあげ,利 用者 シス テ

ムを開発 す る。

この場合 特 に 必要 なの は,

● 計算 機利 用 の授 業

一授 業 の補 助 手 段 として デ ー タ処理 を利 用す る為 に,授 業 ダ イ ア ロ グ 言 語 及 び受 信 ブ レー スを開

発 し,テ ス トす る。 目的 は これ を一般 的 に応 用 し,且 つ種 々の デ ー タ処 理装 置 との連結 で も利 用 で

きるよ うにす る点 に あ る。

一 実 際的実 験 の為
,計 算 機 使 用授 業 用 の教 材 を用意 し,授 業 プ ログ ラ ムに包 括 す る。

一 テス トの 目的 で
,教 育 対象 の情 報 シ ス テム及 び シ ミュ レー シ ョ ン ・シス テム を開 発す る。

● 企画 及 び 管理 の 為の デ ー タ処 理

◆
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一授 業
,課 程,教 育 各 計画 の手 段 として,又 テス トの実 施,評 価 の為 にデ ータ処 理 を投 入で き るよ う

に す る目的 で,方 法 及 び プ ログ ラム を開 発 す る.

一 デ ー タ処理 の利 用 に よ って
,教 職 員 の 一般 管理 作業 を軽 減 す る為,プ ロ グ ラムを開 発

とい うこ とであ ろ う。

視聴 覚 方 法

デ ー タ処理 シス テ ムの教 育 面に おけ る投 入 計 画 に当 って は,視 聴覚 によ る手 段 を考慮 し,特 に これ

を更 に開 発す るよ う フ ォロー ア ッ プす る。

,

作業 の実 施

研 究,開 発 テ ス ト各 作 業 は,選 抜 され た公 的 教育 機 関,教 育 研 究所,教 育技 術 及 び デ ータ処理 研

究所 及 び デ ー タ処 理 企 業 にお い て実 施 され る。

5.1.3医 学 面 に おけ る デー タ処 理

デー タ処 理 は医学 にお いて,病 院 管理,医 学 的監 視,診 断,患 者 の処 置,そ の 他健 康 管理 サ ー ビス

に も利 用 され うる。

病 院 管理

病 院管 理 にお いて は,現 在 一部 の領域 に し か利 用 され てい な い。 緊急 に必 要 な労 力 軽減,そ れに伴

う関 接 的 な,診 断 及 び措 置の 改善 に導 く,作 業 の流れ 全体 の総 括 的 な合理 化に っ いて は まだ まだ で

あ り,今 後 の開 発 を待つ状 態 であ る。

重症 患 者 の監 視

重 症 患者 の オ ー トマテfッ ク監 視 は,特 に危 険状 態の 早期 認 知 及 び生 命危 機 を伴 う病 気 におけ る病

状 悪 化 の 早期 認知,並 び に危 険 の多 い手 術に おけ る病状 悪 化の早 期 確認 を 目指 してい る。 この為 に は,

オル ガニ ズ ムの いわ ゆ る ビタール及 びエ レメ ンタ ル各 ファンクションを常 に把握 し,監 視 して い なけ れ ば

な らな い。 ビタ ール フ ァンク シ ョ ン経過 の把 握 及 び評 価(例 えば相 関 関係,ス ペ ク トル分 析)の 為 に

機器,方 式 及 び プ ログ ラム を開 発 す る。

医療 診 断

医 療診 断 の 手 段 と して デー タ処 理 を利 用す る こ とは,医 師 を,困 難 かっ緊 急 の診 断,簡 単 な質 問 の

いず れ にお い て も援助 し,常 に全 体 包括 的専 門 知識 を準 備 す る こ とが で き る。 診断 目的 の為 に病 院及

び開業 医等 が加 入 で き る総 合 ネ ッ トワー クを開 発す るよ う努 力 す る。 こ うしたデ ー タ処理 の 利用 方 法

を達 成 す る為 に研 究,開 発作 業 を促進 し,次 の 事柄 を実 施 で きる よ うにす る。

一 医師 の 作 業方式 に適 合 した ダ イ ア ログ交 流 をデ ー タ処 理 装置 と医 師の 間 に可能 とす る
。
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一診 断 方法 の 分 析

一病 気の症 状 を コ ン ピュー タに合 せ て把 握 し,標 準 化 し,記 録す る。

一 症 状,経 過,医 学 的測定 値 と対 応 す る病 気 の 関連 を確 認 し,機 能 モ デ ル を開 発 す る。

一 医学 的診 断 及 び治 療 の為
,適 応 す る決 定 を下 す手 段 とな るプ ログ ラ ムを開 発 す る。

医 学 的測定 値 の評価 と治 療

更 に一 歩進 めて,医 学的 デ ー タ処 理 使 用の イ ンテ グ レー シ ョンの為,シ ステム・ス トラ クチ ャ ーに関

す る調 査 を実 施 す る。最 終 的 に は,医 学 的測 定 値 の獲 得,確 保,記 録,調 整,そ し てダ イヤ グ ラム把

握 及 び ダ イ ヤグ ラム処 理,更 に は患 者 の 処置 の為 に,デ ー タ処 理 利用 の方 法,方 式 を開発 す る。
弓

5.1.4計 算 機 利用 の 開発 及 び コ ンス トラ ク ト

製品 開 発及 び製造 準 備等,こ れ迄 の個 々の デ ー タ処 理投 入 か ら,こ うした第 一次 的 な応 用の 場 合に

現 われ る困難 は,プ ログラム ・シス テ ムの 欠如 にあ り.統 一 的 な部品 及 び 機能 エ レメ ン トの不 足 に起 因

す る こ とが 明 らか で あ る。

プ ログ ラム ・シス テムの 開発

選 抜 され た技 術 分 野(例 え ば建築,造 船,機 械 製造)に 関す る プ ログラ ム ・シス テ ム を開 発 し,テ

ス トす る為 に助 成措 置 が予 定 され て い る。 この 目的 とす る と ころは,科 学 ・技 術 に亘 って最 新 の も

の に よ って開 発,コ ンス トラ ク ト作 業 をで き るよ うに す る,開 発 時 間 を短 縮 す る,開 発.製 造 コス ト

を軽 減 す る こ とで あ る。 更 に製 品開 発 及 び コンス トラ クシ ョ ンに際 し必 要 とな るす べ ての デ ー タ,例

え ば,機 械デ ー タ,電 子 及 び 機械 各部 品 の 特性,DIN規 格,製 造 資料,現 場 の キ ャパ シテ ィ及 び 機

械稼 動 等 を根拠 とす る よ うに す る。 シス テ ムは,開 発 及 び コンス トラク シ ョ ンに際 しエ ンジ ニ アを援

助 し,問 題解 決の 為,直 接 的 な人 間 一機械 一 コ ミュ ニケ ー ショ ンにお いて,プ ロ グ ラム及 び デ ー タを

コ ール ・ア ップで きるよ うな状 態 にす る。長 期 的 目標 として は,例 えば ニ コメ リッ クに コン トロール

され る工作 機 械の プ ロ グラム を通 じた コ ンス トラク シ ョ ンか ら製品 の 自動 的機 能 コン トロール まで 行

な うよ うな開 発 に注 目す る。

選 抜 され た分 野 に 対す る集 中

この分 野 にお け るデ ータ処 理開 発 の 促進 は,少 数 の選 ば れ た利 用分 野 に集 中 され る。 その 分 野 とは,

根 本 的 な調査 の結 果,幅 広 い,深 い意 味 を持 って お り,完 成 し た解 決 法 が実 際 に多 数企 業 で 利 用 され

る等 が確 認 された もの を言 う。

この利 用 分野 の 使命 には又,規 定 の 要 件下 にお け る開 発 生産 物 の作 用 の シ ミュ レー シ ョ ン も含 まれ

る。

■
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5.1.5デ ー タ処理 装 置利 用の プ ロセ ス ・コン トロー ル

プ ロセ ス計算 機 に よ る自動 化

プロセス・デ ー タ処理 シス テム(プ ロセ ス計算 機)は,種 々の デー タ処理 シス テ ム の下 に あ って独 立

の グル ー プを形 成 す る。 これ は測 定 ゲ ー ジ及 び調 整 装 置 を通 じて直接 に プ ロ セ ス と連 結 され て お り

プ ロセ ス を プロ グ ラム に従 って操 作す る。 益 々総 合 的 に な る自動 化の 問題 にあ た っ て,プ ロセ ス計算

機へ の 依 頼度 が高 ま るた め,こ の 分 野 の重 要性 は更 に大 きくな る。

,
プ ロセス 計算 機 利 用 の急上 昇

生 産領 域 にお け る プロセ ス計算 機 の 利用 は,こ こ数年 の間 に最 高の 成長 率 を示 す もの と予 想 され る。

この事 は又運 送 ・運 輸,エ ネル ギ ー配 分及 び実験 室 自動 化 等 の分野 に も同様 で あ る。 上記 経 済 分野 に

つ いて は,そ の作 業 能力及 び 競争 能力 が オートメー シ ョン化 の状 態 に依 存 し てお り
,国 民 経 済 的 に みた

らウエ ー トが 大 きい。 この点 か ら性能 の 良 い プロ セ ス計算 機 の投入 可 能性 が特 に大 きな意 味 を有 して

くる。

システ ム分 析,数 学 モデ ル,プ ロ グ ラム'シ ステ ム

第2次 デ ー タ処 理 計 画に お いて は,シ ス テ ム分 析,数 学 的 モデル に よ る プ ロセス 記述.プ ロセ ス管

理 の 最善 化,デ ィジ タル制御 ・操作 等 の為 の一 般 利用 可 能 の 方式 並 び に これ ら方式 の テ ス トの プロ グ

ラム等 の開 発 を促進 す る。更 に プ ロセ ス計算 機 の プ ログ ラ ミングを単 純 化 し,且 つ標 準 化 す る。 特 に

これ は プロセ ーデ ュ ア言 語及 び 利 用者 及 び小 型 計 算機 プ ロ グ ラム ・システムに該 当す る。 機器 技 術 は よ

り信 頼 性 のあ る もの に し,計 測 ゲ ー ジ及 び調 整 機器 は,計 算 機 及び プロセス ・コ ントロー ルス タ ン ド並

び に 人 間 に適 合 しな けれ ば な らな い。

・新 利用 分 野開 拓 の為 の 資金(100万DM)(連 邦 教 育科 学省)

196719681969197019711972197319741975

0.8 1.6 7.7 18.2 49 87 105 116 122

ρ

5.2標 準 化 さ れ た ソ フ ト ウ エ ア ・パ ッ ケ ー ジ

標準 化 され た ソフ トウエ ア ・パ ッケ ー ジに よ って,経 済 分野 の利 用者 が多 数,デ ー タ処理 装置 に

よ って短 期 に 合理 化 を達 成 する こ とにな ろ う。 ドィ ッ連 邦共 和 国 をベ ー ス とす る ソフ トウエ ア企 業

が 開 発 作業 に介 入 して ぐる こ とは,ソ フ トウエ ア市場 に お け る競 争 関係 を改善 す るこ とにな る。

前節 に 公共及 び非 公共 的分野に お け る 新 しい デ ー タ処理 応 用 に関 して促 進 措 置 を列挙 した が,こ

の外 に,上 記 各要 素 を考 慮 した上 で企 業 経済 全 体 に対 して,質 量 と も充 分 な ユ ーザ ー ズ ・プ ログ ラム
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を供 給 す る こ とを確 保 す る措 置 が必 要 であ る。

イノ ベ ー シ ョ ン段 階 に到 達 した か又 は既 に それ を超 え て しま った 利 用分 野 に おいて は,目 的 を定 め

た助 成 に よ って普 及 を著 し く早 めて い くもの とす る。

公的 な資金 をで き る限 り,有 効 に投 入 す る為 には,広 範 囲 に亘 って標準 化 され た システ ムの 開発 が

促進 され る。何 故 な らば,こ れ に よ って積 分 因子 的 な効 果 が 得 られ るか らで あ る。 方法 的 に確 立 され

てい る,又 は既 に個 々の応 用 で成 果 が あ った とい った様 な 方式 に立 脚 す る利 用者 シス テム は,僅 か な

費用 で特 別 利 用事例 に も適 し うる程 度 に ジ ェ ネ ラ ラィズ され,且 つ柔 軟 な もの とす る。 これ に は更 に,

広汎 に機 械 か ら拘 束 され る こ とが ない とい うこ と も含 まれ る。

ユ ニ ヴ ァーサ ル な ユ ーザ ー ズ ・プ ログ ラム

特 別 な利 用分 野 と無関 係 に 利用 す るこ との で き る基 礎 的 な方 式 及 び方 法 の内,2,3の ものに つ いて

は既 に個 々の利 用 で成 果 をあ げ る程 に迄 方法 的 に進 展 して い る。

特 に重要 な の は,多 目的,例 えば リス トマ ン プ レー シ ョ ン,デ ー タス トレー ジ及 びデ ー タ読 み取 り

等 を 有す るデ ー タ管 理 シス テ ムで あ る。 この 分 野 は基 礎 研 究の 為 の広 い フ ィー ル ドを形 成 して い る段

階で もあるにもか かわらず 標 準 化 され た シス テ ム を受 け い れ るよ うな方式 一 特に 特別 目的 の為 ・一 利

用す るこ とが で きる。

もう一 つ の例 は,ま だ あ ま り開 拓 されて い ない コ ン ピュ ー タ ・グ ラフ ィッ クの分野 で あ る。 個 々の

点で多 くの特 徴 を持 つ現 存 の方式 を普遍 化 す るこ とは,特 に,計 算 機 利用 の コ ンス トラク トの 様 な重

要な 分 野 は,コ ン ピ ュー タ ・グ ラ フ ィック に適 し た ソ フ トウエ アを 用 い る事 に よ って,更 に開 発 を進

め るこ とが で き ると い う理由 か ら重 要で あ る。

t

ブ ランチ 特有 の 利 用者 ソフ トウエ ア

多 くの利 用 事例 が 現 われるのは,特 定 ブランチ だけ で あ り,そ の典 型的 な例 が,植 字 機 械 の 自動 制御

又 は賃 金 協約 に よ る総 額 賃 金 の算 出 で あ ろ う。

しか し又,ユ ニ ヴ ァーサ ル な利用 方式 とい う もの は.ブ ランチ特 有 の利 用 シス テ ム内での み実現 さ

れ る もので あ る。

一 般 的 な最善 化方 式
。 期 限 決 定技 術等 は実際 時 に1つ の ブ ランチ の特 有 の案 件 に常 に適 合 しな けれ

ば な らな い。 これ に 関す る 重要 な根 拠 は通 常 あ る特 定 の装 置規模 の 利 用可能 性 又 は有効 な処 理 とい う

こ とにな る。 一

これ らの 方式 はデ ー タ処 理 メー カ ーか ら使用 に供 され ない限 り,個 々の 利 用者 が開 発 し,そ して企

業個 々の プ ロ グ ラムに よ っ てテ ス トされ る もので あ る。 同一 ブ ラ ンチの他企 業 の 目的 の 為 に こ うした

システ ム を変 更す る こ とは,通 常 不可 能で あ る。 こ うし た企業 の経験 及 び類似 シス テ ム を有 す る他 ブ

ランチの 経験 を基 盤 と して,普 遍 化 され た解 決 を実 現 す る こ とが で きる。

6
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措 置の実 施

利用者(連 合会,同 盟等)及 び ソ フ トウエ ア企 業 の共 同機 関は,こ うした標 準 化 され た シス テムの

開 発 を担 当す るの に適 してい る。

これ ら機関 の非 常 な努 力 にもか か わらず 今 日ま だやっと開始 段 階 を迎 えた に す ぎな い。 何 故 な らば こ

の開発 は,非 常 に 高額 の事 前 融 資 資金そ して 著 し い リス クの"蓄 積"と 結 び つ い てい るか らで あ る。

国家 的 な援助 に よ って の み,経 済 界 に対 して充 分 な 利用者 ソフ トウエ アの提供 が確 立 され う る。 従

って標準 化 され た ソ フ トウエ ア ・パ ッケ ー ジの開 発 は,開 発 コス トへ の援助 金 に よ って助 成 され る。

この 措 置 は経 済 全体,特 に中 小企 業 の為 に な る もの で あ る。 こうした助 成 は,ソ フ トウエ ア市 場 の競

争 関係 のバ ラン ス化 を実現 し,市 場 へ の適 切 な 占有 率 を有 し,生 命力 の あ る ドイ ツ ・ソフ トウ エ ア'

ブ ランチ の発 生 を容 易 にす るの に適 し た手 段 であ る と考 え られ る。

更 に,標 準 化 され た,機 械 に拘 束 され た ソフ トウエ ア によ って,ソ フ トウエ ア不足 の 回避 に寄 与 す

るよ うに,デ ー タ処 理 装 置 メ ー カ ーを刺 激 す る。

上記 諸 機 関 は.連 邦 経済 ・財 務 省 に対 し適切 な開 発 プ ロ ジ ェク トの援助 金 を要求 す るこ とが で き る。

助 成 資 格 の あ る計 画 は,中 立 専門 家 の支 持 に よ り,綱 領 に基 づい て選 出 され る。 プ ロ ジェ ク トの進 行

及 び成 果 は定 期 的 な.開 発 ・評 価 に関 す る報 告 に よ っ て フ ォ ロー ア ップす る。 失敗 と認め られ た 場合

は助 成 を 中止 す る。

開 発結 果 の広 い普 及 を確 立 し.望 ま しか ら ざる第2次 的作 用 を排 除 す るた め に,助 成 され た プロ グ

ラム ・シス テ ム は,適 当な費 用 負担 に よ って 一般 的 に プ ロ ジェ ク ト担 当者 に渡 され る。

・標 準 化 された ソ フ トウエ ア ・パ ッケ ー ジの資金(100万DM)(連 邦 経済 ・財務 省)

196719681969197019711972197319741975

3 14 15 15 15 20

5.3そ の他の計画 枠外で融資 され る措置

以下.デ ー タ処理 にお け る一般 的性 能 を高 め,且 つ デ ー タ処理 利 用 の普 及,改 善 を 導 き出 す こと に

寄 与 す る連 邦政 府 措 置 を列 挙 す る。

●

5.3。1中 小 企 業 の生 産性 向上 のた め の デー タ処 理 投入 にお け る特 殊問 題

中 小企 業 につ い て は,デ ー タ処 理 導入 が特 別 な問 題 をな げか け る こ ととな る。

一 自己 の装 置 を運 転 す るに つ いて の経済 性 は企 業 の最 小規 模 が前 提 で あ る
。従 って デ ー タ処 理導 入 は

コーパ ラテ ィブな ベ ース での み 可 能で あ るこ とが多 い が.こ れ は長 期 間 に亘 る交渉 の為,著 しい遅

滞 を結 果 として ひ き起 す こ ととな る。

一 デ ー タ処 理 の投 入 が時期 尚 早又時 期 を逸 した とい った 場 合
,資 本 ベ ース が小 さい為 に大 きな存続 危

機 の作 用 を もた らす 。
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一 大企 業 は時期 的 に早 す ぎ るデ ー タ処 理投 入 に よ って
,例 え当初 は非 経済 的 で あ って も長 期 的 な競争

上の 利 点 を生 み出 す こ とが で きる。

一方 デ→ 処 理導 入 が時 宜 を得
,且 つ適切 な方 法 で行 なわ れ る限 り,丁 度 これに よ って規 模 構 造 利不

利 を事情 に よ って は,解 消 す るこ とが で き る。

こ うした リス ク及 び チ ャ ンス を認 識 した上 で,連 邦 政 府 は 中小 企 業 の為 の構 造 政策(1970年

12月29日,BTVI/166)に お いて.調 整 を はか った一連 の 措置 に よ り,デ ー タ処 理 導入 に

特別 な ウエ ー トを置 いて い るの で あ る。

一 デ ー タ処 理 装 置 の第1次 設 置 の為
,ERP－ 特 別 資 金 か ら有 利 な ク レジ ッ トを用 意す る。

一 目的 を確 定 され た デ ー タ処 理 コンサ ル テ ィ ン グは
,ド ィッ経済 合理 化会議(RKW)及 び連 盟 の コ

ンサ ル テ ィン グ機 関が政 府 の援助 に よ って実 施 す る,経 営 コンサル テ ィングの重 要 部 分で あ る。

一 工 作 部門 の デ ー タ処 理 共 同装 置の 設立 は.連 邦 財 政 か らの 資金援助 に よ って促 進 され る。

一 例 えば他 の経 済分 野に お け る簿 記 及び 企業 計算 セ ン タ ー等
,企 業 ・機能 を調整 的に受 け継 ぐ為 の デ

ー タ処理 共 同 機 関 の設立 を意 図す る
。

一 研 究 ・開 発依 頼 をRKW
,経 済 管 理委 員会(AWV),ド ィ ッ工作 研 究 所,各 連 盟 コ ンサル テ ィン

グ機 関及 び中産 階級研 究所 を通 じて与 え る場 合,中 小企 業 にお け るデ ー タ処 理 利 用 を重 点 的 に考 慮

す る。

■

5.3.2行 政 管理 に お け るデ ー タ処 理利 用の 助 成,拡 張 及 び調 整

各 措置 は,行 政 管 理 にお け る合理 化 及 び 生産性 上 昇 の為 に デ ー タ処 理の 導 入 を合 理 化 し,そ の時

期 を早 め る 目的 に 資す る もの で あ る。

行 政 管理 にお け る デ→ 処 理装 置 は,今 日でも相 当程 度,大 量作 業及 びル ーチ ン作 業 の処 理 の為 に投

入 され て い る。地 方 行政 連 邦 各州 及 び種 々の連 邦 行 政 管理 分 野 にお け る将来 の デ ー タ処理 利 用 計 画 は,

次の 様 な傾 向 を は っ き り示 して い る。 す なわ ち,総 合 的 な業 務 の為 に イン テグ レー トされ たデ ー タ処

理 投 入 の可 能 性 を広 範 囲 に亘 っ て利 用 し,そ れ に伴 い 附 加 的 な用 分野 を開 拓す る とい う もの で あ

る。 連邦 行 政 分 野 の この種 の 大 型 デ ータ処 理 計 画の 例 に つ いて,そ の うち2,3の もの は1970年

4月17日(BT－ 印 刷物IV/648)の 連 邦 行 政 に お け る電子 デ ー タ処理 利 用 に関 す る連 邦政 府第

2次 報告 に細 か く述 べ られ て い る。

⑲

5.3.2.1行 政管 理 にお け る デー タ処 理 利用 の調 整

調整 の必要 性

行 政 管理 にお け るデ ータ処 理装 置 の 導入 及 び利 用 は,通 常 それ専 門 の管 轄部署,又 は個 々の場 合 に

、つ い ては,特 定 部署 の該 当 とな る。 こ うした 事情 の も とで は,次 の 目的の為 に,種 々の 部署 が 協力 す

る必要 が あ る。 す な わ ち

一 デ ー タ処理 装 置 を 出来 るか ぎ り合理 的 に投 入 す る
。
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一 交 錯 及び重 複 作業 を回避 す る。

一 出来 るか ぎ り各 システ ムの 調 和 を はか る。

一 特 に定期 的な経 験 交 流 を行 な う
。

調整 部署

こ うした調 整 を促進 す る為 に,連 邦政 府 は,連 邦 議 会 の勧 告 に従 って1968年 この 分 野 にお け る

特 定課 題 につ い て"連 邦 行 政 管理 にお け るデ ー タ処 理 に 関す る連 邦 政府 調整,コ ンサル ティング部署 ・

(内 務 省 の場 合,"調 整 部署")を 設 立 した。

同時 に,あ らゆ る調整 基 本問 題 に介 入 す る"連 邦 行政 管 理 に お け るデ ー タ処 理 調整 に関 す る省 内 委

員 会"を 設 立 した。特 別 な 調整 問題 の解 決 の 為 に,こ の委 員会 か ら さ らに研 究部 会 をい くつ か設 置 し

た。

連邦 と同様各 州 も又,調 整 機関 を設立 した。 地 方行政 分 野 に お け るデ ー タ処 理 利 用 は,各 州,地 方

上部 連 合会 及 び ケル ンの行 政 管理 簡素 化 の為 の地 方行政 協同 部署 に よ って調 整 され る。

連邦,州,市 町 村の協 力

す で に こ こ数年 来,連 邦,州,市 町 村並 びに そ の他 行政 管理 部署 の 間 では,デ ー タ処 理 の 利用 に関

す る経験 交 流 を定期 的 に行 な って い る。1970年,協 力委 員会 が設立 され,こ の委 員 会 に調 整 部署,

各 州調 整担 当者.地 方 上部 連 合会 並 び に行政 管 理 簡素 化 の為 の地 方 行政 協 同部署 が 所属 す る。 更 に,

連邦 所 管 と州 によ って,デ ー タ処 理 の 利 用 に関 す る協 同 構想 を作成 す る種 々の研 究会 又 は委 員会 が 設

立 され た。

ρ

5.3.2.2市 場 拡 『張 効果 を 伴 う調 整 の諸 重 点

氏 名 コー ドの 導 入

届 け出制 度 に 関す る法律 案(連 邦 届 け 出法)は.1971年5月28日,連 邦 閣議 に よ って決 定 さ

れ,参 議 員の 第1次 審 議 を通過 した。 この法 律 案の 中心 は,一 般 的 な氏 名 コ ー ドの 導入 に あ り,こ の

氏 名 コ ー ドに伴 い行 政 管理 の あ らゆ る分 野に お け るデ ー タ処 理 利用 の重 要 な 前提 が1つ 作 られ る事 に

な る。 この分 野 とは,人 事 関 係 の デ ー タが処 理 され る と ころ を云 って い る。 この 措置 は,他 方 面 に亘

って デ ー タ処 理 の新 しい利 用分 野 を開 拓 す る事 に な ろ う。

◆

法律 制 度 にお け るデ ー タ処 理

デ ー タ処理 の為 に法 務大 臣及 び議 員の 会議 に よ って 設 立 され た委 員会 は,法 務大 臣が議 長 とな って

お り,自 動 化適 応 性 に 関 して検 討す べ き法 律 分 野 を選 び 出 した。 特 に これ に 属す る もの と して

一 裁 判 費 用及 び 出納

一督 促 関係

一 土 地 登記 簿 関係
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が あ げ られ る。

自動 化 に適 し た規 則 に関 す る諸 前提

自動 化 に関係 す る法 律及 び規 定 に よ って,そ の実 施 が デ ータ処 理 を利用 して 合理 化 され,又 は始 め

て可 能 と され る事 が出来,行 政 管理 法 律 分 野 にお け る情 報 シス テ ム及 び デ ー タバ ンクの構成 を容易 に

し,又 間接 的 にデ ー タ処 理 の新 利 用 分野 を開 拓 す る事 が 出来 る。

それ故,こ れ を実 現 す る為 に,方 法規 定及 び自動 化規 定 の為 の 統 一 的原 則 が作 成 され る。

プ ログ ラム開 発 にお け る協 力

デ ー タ処理 の 利 用分 野 が,複 雑 化す れ ば す る程 それ だけ プ ログ ラム作 成 の為 の時 間及 び 人員 の支 出

が大 きくな る。 デ ータ処理 関 係 の知 識 及 び管 理 知識 を同 じ様 に そな え てい る専 門 要 員の 不足 は,管 理

行政 にお け るデ ー タ処 理 利用 の範 囲及 び時 点 を決定 す る もの で あ る。

この為 、 不 必要 な平 行開 発 は,こ れ によ って問 題解 決 方法 の二 者択 一 とい った競 争 を時 期 尚 早 に中

断 して し ま う事 が な い様 これ を回避 す る。 又 一 方,管 轄 の境 界 を超 えて次 の様 な 目的の 為 に協 力が 必

要 で あ る。

一 デ ー タ処 理 の既 開 拓応 用 分野 に 新 し い管理 領域 を適 用す る。

一 同一状 態 にあ る問 題及 び業 務 に おい て
,多 数 の管 理 分 野 の プ ロ グ ラム又 はモ デル を開 発 す る。

一 多 数 の 所管 に 関 す る出来 る か ぎ り統 一 し た尺 度 に従 い
,又 は個 別 所管 の 援助 に よ って新 し い応 用分

野 を開 発 す る。

一 暫 定的 に強 ま って来 るプ ログ ラム業 務 に お いて個 々の管 理部署 を援助 す る
。

数 学 ・デ ー タ処 理 有 限責 任 会社(7.2節 参 照)に お い て,新 し い種 類 の問題 解 決 を担 当 す る,官 庁

デ ー タ処 理 シ ステ ム部 が設立 され た。

計算 キ ャパ シテ ィ利 用 に お け る協力

独 自の デ ー タ処 理 装 置 を ほ とん ど完 全 に稼 動 させ る事 の出 来 る管理 部 署 は,今 日すで に,又 は近 い

将 来 独 自 の装 置 を備 え る。 これ に 対 し,新 しく独 自の 装置 を備 えつ け るに は,計 算 時 間需 要 が,不 充

分 であ ると考 え られ る部署 にっ い て は

一 行政 管 理 の既 存 装 置 の協 同 利用

一 他 の行 政 管理 部 署 と協 同 で協 同 デ ー タ処理 装 置 を設 置 す る
,又 は

一 管 理 行政 外 の 装置 を計算 時 間 に従 って借 用す る

と云 う事 に な る。 これ を検 討 す る為 に,数 学 ・デ ー タ処 理 有 限 責 任会 社 の デ ー タ処 理 装 置 を利 用す る

事 が 出来 る。

q

購入/レ ンタル の決 定

行 政管 理 にお け る計算 キ ャパ シ テ ィ需 要 の急 成長 は,デ ー タ処 理 装 置 を比 較的 短 期間 の 後,よ り惟
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能 の高 い もの に置 きか えな けれ ば な らない とい う結 果 を もた らす。 それ故,個 々の 部署 にお け る需 要

を,ま った く別 個 に観 察 した 場 合,他 の部 署 に お け る将来 の利 用可 能性 を考慮 し,装 置購 入 が 経済 的

であろうというにもか か わ らず,デ ー タ処 理 の レン タルに 決 定 され る事 も考 え られ る。 購 入/レ ンタ ルに

関 す る決 定原 則 及 び行 政管 理 の 分野 にお け る,中 古 デ ー タ処 理 装置 の譲 渡 に関 す る方法,こ の2つ は

従 って早 急 に検 討 しな ければ な らな い。

5.3.2.3管 理行 政 に お け るデー タバ ン ク及び 情 報 シス テム

連邦 の プ ロジ ェ ク ト

す で に 連邦 行政 管 理 の各 分野 に つい て 一連 の デ ー タバ ンク ・シス テム及 び情 報 シス テム が作 成 され

て い る。(5.3.4.1参 照)こ れ に関 す る詳細 並 び に その他 の プ ロ ジェク トに関 して は,1970年4

月17日 の連邦 行 政 管 理 デ ー タ処 理 利 用に 関 す る第2次 連 邦政 府報告(BT－ 印刷 物IV/648)に

示 され る。

調整 及 び コ ンサル テ ィ ング部署 は,各 部 分 部 分の デ ー タバ ンク ・シス テム及 び情 報 システムをその 発

生 の間 に それ ぞれ 調和 を計 り,デ ータ素材 の 内容 及 び 種類 か ら意味 が あ る と認 め られ る限 り1つ の 連 合

とす る。

この 場 合,議 会,政 府,連 邦 行 政 の要請 に よ って い るイ ンテ グ レー トされ た情 報 シス テム,い わ ゆ

る連 邦 デ ー タバ ンク ・システ ム を発生 させ る様 に す る。

連邦 の イ ンテ グ レー トされ た情 報 システ ム は,封 鎖 され た排 他 的 システ ムで は あ り得 ない し,又 あ

って は な らな い。 む し ろ,連 邦情 報 シ ス テム を連邦 共 和 国 にお け る出 来 るだけ 沢山の 他 の情 報 シス テ

ム と結 び つ け,こ れ に よ って,分 業的,一 定 取 り決 め に基 づ いた"連 邦 の"組 織 化 され た全 体 シ ス テ

ムを作 る様 に努 力 す る。 連邦 内 務省 に設立 さ れた省 内 作業 グル ープ は,連 邦 政府 か ら,ド ィ ッ連邦 共

和 国の この種 一般 分業 的 な データバンク ・シス テム の 企 画及 び構 成 に関 す る提 案 を作成 す る様 に 依頼 を

受 けた。 これ ら提 案 は現在進 行 中 であ る。

●

'

5.3.3デ ー タ ・トラン ス ミ ッシ ョン及 び デー タ ・リモー ト処 理

性 能 の高 い デ ー タ ・トランス ミッショ ンは分 業 デ ータバ ン クの 連結 シス テ ム及 び適 切 な 端末 機 器

を通 じた多 数利 用 者 に対 す る相 対 的 に大 型 の デ ー タ処 理 能 力 の確 保 とい う点 の前提 で あ る。 デ ー タ

トラ ンス ミッシ ョン及 び データ・リモー ト処 理 の技 術設 備 拡 大及 び ドイツ連 邦郵 便 に よ る新 トラン ス

ミッ ショ ン技 術 の研 究 はデ ー タ処 理の 経済,科 学,行 政管 理 にお け る投 入 改善 に寄 与 す る もの とな

るで あ ろ う。

ドィ ッ連 邦 共 和 国 は,こ れ まで実 現 され た デ→ ・リモ ー ト処理 システ ムに つ いて み る と,設 置 デ ー

タ処 理数 とは違 い ヨー ロ ッパ で第1位 を占 め ては いな い。 これ に 関 す る数 字 として,第6表 に申 大 型

デ ー タ処 理 装 置 の数 とタ ー ミナル 数の比 較 を示 した。
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第6表1970年7月1日 現 在,中 大 型 デ ー タ処 理 装置 及 び ター ミナル

設置 数

中大型データ処
理 装 置

タ ー ミ ナ ル

ドイ ツ連 邦 共 和 国 7300 3200

英 国 6400 13000

フ ラ ン ス 5600 4000

ベ ネ ル ッ ク ス 2300 1800

ス イ ス 1100 1300

'

出典:・デ イーボ ル ド ・ドイ ツ有 限 責 任会 社 の 調査 によ る。

5.3.3.1現 在 の 可 能 性

"Dateldie
nst・ とい う ス ロ ー ガ ン に 基 づ い て.ド イ ツ連 邦 郵 政 省(DBP)は,デ ー タ処 理

の 目 的 で,デ ータ ・トラ ン ス ミ ッ シ ョ ンの 為 に,そ の 通 信 ネ ッ トワ ー ク を 利 用 さ せ る一 連 の サ ー ビ ス を

提 供 し て い る 。

公的 電 話 ネ・ッ トワー クに おけ るデ ー タ ・ トラ ンス ミッ シ ョン

デ ー タ把 握.オ ー ダ ー関係 及 び情 報案 内 シス テ ム等,言 語 ア ウ トプ ッ トを伴 う ものにつ い て は,

ビッ ト平行 キ ー を伴 う,電 話 ネ ッ トワ ー ク内 に提供 され た モデ ムが適 してい る。

中位 の速 度 領 域 に おけ るデ ータ ・トラ ンス ミッ シ ョ ンの分 野 に お いて,速 度 段 階200ビ ッ ト/S

及 び600/1200ビ ッ ト/Sと 並 ん で新 しい速 度 ク ラス と して,2400ビ ッ ト/Sを 伴 う トラ

ンス ミッシ ョ ンの導入 可 能性 につ い て検 討す る。 これ まで 数 々の 調査 を行 な ったが,そ れ は ドイツ連

邦 郵政 省 の 電話 ネ ッ トワ ー クは2400ビ ッ ト/Sの デ ー タ ・トラ ンス ミッシ ョ ンに充 分 な ミス防止

を保証 す る事 を証 明 してい る。

テ レ ックス及 び ダ テ ッ クス各 ネ ッ トワ ーク

連 邦 郵政 省 の テ レッ クス ・ネ ッ トワ ーク は,現 在8万 以上 の加 入 者 を持 ち.世 界で も有数 の 電話 ネ

ッ トワー クで あ る。 この ネ ッ トワー クを更 に補 充 して,ド イツ連邦 郵 政省 は1967年200ボ ー

まで の速度 に よ るデ ー タ ・トランス ミッシ ョンの 目的 で 特 別な ネ ッ トワー ク,す なわ ち ダテ ッ クス ・

ネ ッ トワー クを準備 す る事 にな った。 これ まで の と ころ約400加 入者 が この デ ー タ ・リモー ト処

理 ネ ッ トワー クが有 す る可能 性 を利用 して い る。

EDS－ ネ ッ ト ワ ー ク

ドイ ツ 連 邦 郵 政 省 は.1972年 テ レ ッ ク ス,ゲ ン テ ッ ク ス ・ネ ッ ト ワ ー クの 為 に 新 し い 電 子 デ ー
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タ交換 シス テ ム(EDS)を 開 始 す る。 この シス テム は,9600ビ ッ ト/Sま での デ ー タ ・ トラ ン

ス ミッシ ョン速度 及 び これ に加 えて,よ り高 速度 の もの,た とえば48 ,000ビ ッ ト/Sに 適 して い

る。 種 々の速 度等 級 の他 に,EDSに お い て は,種 々の加 入 者 を様 々な特権 を もたせ る こ とに よ って

ク ラス分 けす る事 が可 能 で あ る。 これ は個 々の 交信 に対 す る必 要性 に応 じて 特 別 ネ ッ トワ ー ク内 で行

な われ る。

この シス テム は,そ の他 加 入 者 の作 業処 理 を著 し く軽 減 す る事 が出来 る一 連 の特殊 サ ー ビス も行 な

う。 テ レ ックス及 びゲ ンテ ック スの 改装 は約4億DMが 必 要 であ り,1975年 まで に は終 了す る。

■

レ ンタル回 線 の デ ー タ ・ トラン ス ミッシ ョン

デー タ を大量 に伝 達 す るユ ーザ ーにお いて は,ド ィ ッ連 邦 郵政 省 か ら固 定回 線 を貸 りる事 が非 常 に

多 い。 この為 に は,電 報,電 話,広 帯 回線 が 用 意 され る。

ダ ーテ ルサ ー ビスの拡 張

要求 が非 常 に上 昇 してい る事 を考慮 した場 合,今 後 数 年 間 にお い てダ ーテ ルサ ー ビス を需 要 に応 じ

て拡大 す る必 要 が あ る。 ドィ ッ連 邦 郵政 省 はこの 分野 に お い て,広 範 囲 な市 場 研究 を行 な い需 要 確 定

を援助 す る様 に努 力 して い る。 ダー テルサ ー ビス の推 移予 測 は,国 内的観 察 だ けに よ る もの で は あ り

得 ない。 それ 故,ド イ ツ連邦 郵 政 省 は,ヨ ーロ ッパ 各 通信 管 理 当局 と協 力 して,広 範囲 に亘 る市 場 研

'究を実 施す
る。 この調 査 は,1972年 末 予 定 されて い る。

デ ー タ リモ ー ト ・トランス ミッシ ョ ン及 び デ ー タ リモ ー ト処理 の将来 にお い て予想 され る需 要 増 は,

ドイ ツ連 邦郵 政 省 が,あ らか じめ準 備 す る事 な くして は,到 底 解決 する事 が 出来 な い数 々の 問題 点,

新 しい利 用料 金政 策,更 に特 に技 術 的 な問 題 を持 た らす事 に な る。 将来 の要求 を適 時 に,直 接 認 識 し

な けれ ば な らない。 この為,又 デー タ処理 利用 に対 し,総 合 的 に 刺激 を与 え る為,ド ィッ連邦 郵 政省

は,私 的 な会 社.デ ー タ リモ ー ト処理 ドイ ッダ ーテル 有限 責 任会 社 に資本参 加 した。

5.3.3.2将 来 の デ ー タ ・トラ ン ス ミ ッシ ョン 技 術 の 研 究

通 信技 術中 央 局

ドイ ツ連邦 郵政 省 は通 信 技 術中 央局(FTS)の 研 究 所 にお いて,通 信 関係 の研 究 作業 を独 自 で実

施中 であ る。 こ こ数 年 間認 め られ る急 激 な 交信量 の成長 を克 服 し,又 高速 デ ー タ ・ トランスミッ シ ョン

及 び映 像電 話 等新 しい サ ー ビスの為 の準備 を行 な うため,研 究 所 の主 使命 は,研 究作 業 を高性 能 の 新

しい情 報手 段 及 び シス テ ムに 関 す る提 案 をす る ことに お かれ て い る。

研 究 計 画の重 点 は,こ れ迄 の トラ ンス ミッシ ョン技 術及 び交 換 技 術か ら,あ らゆ る通 信 サ ー ビス に

統一 的 な デ ィジ タル 技 術 の トラ ンス ミッシ ョン方 式へ 転 換 をめ ざす研 究計 画 に あ る。

情 報 トラ ンス ミッシ ョ ンの新 し い方 法

デ ィジ タル ・トラ ンス ミッシ ョ ン技 術 にお いて は.よ り高速,よ り大量 の情 報 の流 れ とい う国際 的
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な 潮 流が あ るが,こ れ は ドイ ツ連 邦郵 政 省 に とって も最 高 の意 味 を持 って くる と予 測 され る。 こ うし

た背 景 で地 理 的 な情 報路 の大 きな イ ン フ ォメ ー シ ョンの流 れ の測 定技 術的 な調査,伝 達及 び作 成 を優

先 的 に行 な う。数Kmの 距 離 を はな した大 型 計算 機2台 の間 で、48kbit/sに よ る デ ー タ の

送 受 信 に 関 しその 信頼 性 をテ ス トし,良 い結 果 を得 た。48kbit/sの 同時 性 デ ー タ ・トランス

ミッシ ョ ン用実 験 ネ ッ トワ ークの 導入 を準備 中 で あ る。 よ り高 い ビ ッ ト数 の トラ ンス ミッ シ ョンは 目

下実 験 室 段 階で あ る。

新 しい 情 報 伝 達 シス テム に よ って,コ ミュニ ケ ー シ ョン方 法 の著 しい増加 が予 想 され るが,そ の

技 術 的 可能 性 及び 特性 は更 に研 究 され て い る。 その1つ として広 帯 域情 報伝達 シ ステ ム があ る。

広 帯 域 回線 は30～120GHZの フリークエン シー帯域 を伝達 で き る と予測 され るが,こ れ に よ って,

約200,000電 話 回線 が 相応 す るデ ー タの 流 れ が伝 達 で き る。

"光 学情 報 技 術"分 野 にっ いて は2っ の 重 点 が あ り
,1つ は大 気 圏 を通 じて レー ザ ー光線 を用 い る

伝達 であ り,も う1つ はパ ル スの 伝達 の 為 に被 覆 され た プ ラス繊 維,い わ ゆ る光 繊 維 ケ ー ブル を用 い

る光 学 的 システ ムで あ る。

冑

5.3.4管 轄 別 研究

個 々の 所管 にお け るデ ー タ処理 の 導入 に関 して は,こ れ ら独 自の開 発 に よ って着 手 され,研 究 ・開

発依 頼 を出す こ とに な る。 これ は,第2次 デ ー タ処 理 計 画の 資金 からで はなく,それ ぞ れの 所管 の 財政 に

よ って 資金 調達 され る。 次 に2,3の そ の成 果 が デ ー タ処 理 に お け る一般 的 な能力 水準 を向 上 し うる と

い う例 を挙 げ る こ とに す る。

5.3.4.1デ ー タバ ン ク及び 情 報 シ ス テム

連邦 各 所管 はそれ ぞれの 業 務 分 野 に 関 し てデータバンク及 び情報 システムの 構成 に着 手 して い る。 これ

に 属 す る もの と して は次 の もの が あ る。

政 務 関係 資料 用デ 一夕バ ンク

ー 連邦 議 会管 理 面 にお け る議 会 資料 の 正式 把 握 及 び内 容 的解 明 の為
,機 械 に よ る ドキ ュ メンテ ー シ ョ

ン ・システム を開 発す るプ ロ ジ ェク ト
◎

.

政 治情 報 用デ ー タバ ンク

ー 連 邦政 府 報 道
,情 報 局 にお け る"政 治 的 内容 の情 報 ス トレー ジ及 び検 索"プ ロジ ェ ク ト及 び 以下 部

分 プ ロジ ェ ク ト:

・情 報準 備 シス テム

1967年 来 イ ンテ グ レー トされ た情 報準 備 システ ムの イ ンプルメントに取 り組 ん で い る。 計算 機

へ の 記憶 と平 行 して オ リジナル ・シス テム の記録 の為 マ イ クロフ ィル ム ・シス テ ム を検 討 中

・情 報 交換 シス テ ム
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エ ー ジェ ン ト通 報 の為 の 計算 機 利 用 配分 シス テ ムの 設置

・訂正 方式 の 自動 化

数学 デ ー タ処 理 有限 責 任会 社 との協 力 で,こ れ迄 必要 で あ った。 読 み込 む 目的情 報 の(人 間,時

間集 約 的 な)手 作 業 に よ る訂 正 にか え る方式 を開 発す る。

・自動 テ キス ト分 析

個 別 調査 多 数 を通 じて,自 動 テ キス ト分 析,自 動 テ キ ス ト ・イ ンデ ッ クス及 び テキ ス ト分類 等 の

方 法 を研 究 す る。

■

ソー シ ャル ・デ 一 夕バ ンク

ー 社会 政 策的 措 置 の緊 急 決 定基 礎 を得 る為 の
,連 邦 労働 ・社 会 秩 序省 にお け る ソー シ ャル ・デ ー タバ

ン ク ・プ ロ ジェ ク ト

バ イ オ メ デ ィ カ ル な ドキ ュ メ ン テ ー シ ョ ン及 び イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン

ー 連 邦 青少 年 ・家 庭 ・保 健 省 の 業 務 範 囲 に 属 す る
。 ド イ ツ 医 学 ドキ ュ メ ン テ ー シ ョ ン及 び 情 報 研 究 所

(DIMDI)に お け る,ttバ イ オ メ デ ィカ ル ・ ドキ ュ メ ン テ ー シ ョ ン及 び イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン"

プ ロ ジ ェ ク ト。 バ イ オ メ デ ィ カ ル 関 係 の 世 界 的 資 料 の ドキ ュ メ ン テ ー シ ョ ン及 び イ ン フ ォ メ ー シ ョ

ンは,ア メリカ のNationalLibraryofMedicineに よ っ て 開 発 され た"Medical

LiteraAnalysisandRetrivalSystem(MEDLARS)"が 担 当 し 既 に

大 き な 成 果 をあ げ て い る。 バ イ オ メ デ ィ カ ル な ドキ ュ メ ン テ ー シ ョ ン は,付 加 的 な 重 要 な デ ー タ の

把 握 に よ っ て 拡 大,補 充 し て い く 。

■

n.

交 通 デ 一 夕バ ン ク

ー 連邦運 輸省 に お け る交 通 デ ー タバ ン ク ・プ ロジ ェ ク ト

この バ ンクの中 には 交通 シス テム に 関す る重 要 デ ータはす べ て,統 一的 な秩 序標 識 に従 って把 握 さ

れ てお り,連 邦 運 輸省 内 に発 生 す る計 画 ・決 定過 程 の為 に用 意 され る。 特 に道 路 デ ー タバ ン クの作

業 は著 し く進 展 して い る。

一 ドイ ツ特 許 庁情 報 シス テ ム ・プ ロ ジェ ク ト
。

この作 業 の 目的 は,ト ラ ンスパ レ ンスの 向 上及 び方式 の迅速 化に よ って,ド イ ツ特許 庁 の サ ー ビス

機能 を向 上させ る こ とに あ る。 これ に よ って次 の 事 が達 成 され る:

・大量 ル ーテ ィン作業 の 軽減

・庁 内 並 び に庁 ・一般 間 の情 報交 換の 改善

・情 報 準備 改善 に よ る庁 の決 断援 助

法律 関係情 報 シス テ ム

ー 連邦 法 務省 に お け る法 律情 報 シス テ ム ・プ ロジ ェ ク ト
'
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この プロ ジェク トの 目的 は,決 定 され た法 律,裁 判 所 決 定及 び法 律文書 等 の大 量 の情 報 を克 服 す る

こ とに あ る。他 の デ ー タバ ンク,例 えば ドイ ツ連 邦議 会及 び ヨー ロ ッパ 共 同体 法 律 関係 サ ー ビス等

の ドキ ュメ ンテ ー シ ョン ・シス テ ム との 連結 可能性 に は特別 の ウエ ー トを 置 い てい る。 コ ンピ ュー

タの 法律 デー タ ・ス トレー ジ方法 の調 和 をは か るヨー ロ ッパ議会 の専 門家 委員 会 が行 な う調 査 に参

加 す る こ とに よ って,ヨ ー ロ ッパ の他 の法律 ドキ ュメ ンテ ー シ ョ ン ・シス テ ム との協 力 を行 な う・

統 計 デ 一 夕バ ン ク

ー 連邦 統 計庁 にお け る統計 デ ー タバ ンクの プロ ジェ ク ト

この プ ロジ ェ ク トは,議 会,政 府,行 政 ・科 学,経 済 各 分野 等 広 い 使 命 を持 ってお り,こ の点 特 に

重要 で あ る。

農 業経 済情 報 シス テ ム

ー 連邦 食 料 ・農 村省 にお け る情 報 ・企 画 シス テ ムの プロ ジェ ク ト

農業 経済 情 報 シス テ ムは次 の 事 に よ って,情 報 交換 を改善 し,あ らゆ る企 画 ・決 定担 当者 の最善 決

定補 助 を可能 とす る。 即 ち,

・食料 ,農 林経済 関係 文 書 並 びに実 行 中 及 び 計画 され た研 究 企 画 に関 す る情 報,そ の ドキ ュメ ンテ

ー シ
ョ ン

・農業 経 済 デ ー タバ ン クの枠 内 にお け る,現 存 統 計 資料 の準備 及 び利 用

5.3.4.2防 衛 分野 にお け る デー タ処 理

軍 事 目標 のデ ー タ処 理 機器 に つい ては民 間 使 用 と比 較 して,更 に付 加 的 な要 求 が加 わ って来 る。即

ち簡単 さ,操 作性,運 動性,信 頼性,柔 軟 性,補 修 理性,環 境 条 件 に対 す る適 応 性 と耐性 等 で あ る。

兵器 シ ステ ム又 は兵器 補助 シス テ ムの 中 央,又 は特 別 機能,司 令 シス テ ム,戦 闘 時技 術 に必 要 な デ ー

タ処理 シス テ ムの構 造 及び プ ロ グ ラ ミン グ も,特 性 を有 して い る。

防衛研 究 は従 って次 の もの を総 括 し て い る。

一 新 しい情 報処 理 構造

一 特殊 プ ロ グ ラ ミング言語 及 び翻 訳

一 自動 的 サ ン プル認 識

一適 応制 御 プ ログ ラム

ー偵 察及 び 位 置測定 機 器 用 リアル タ イム ・デ ー タ処 理

一 人間 一 計算 機 コ ミュニケ ー シ ョ ン

ー 司令 シス テム確立 の為 の 組 織 理論 的
,プ ログ ラ ミン グ ・シス テム技 術 的 方 法

一特 殊 デ ータ処理 機 器用 新 部 品

一 デー タ処理 コ ンポ ー ネ ン トの耐 輻 射
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軍 事 用機 器 の開 発 とな らん で,結 果 を非 軍事 プ ロジェ ク トに 利用 で き るよ うな コ ンポ ー ネ ン トを将

来 利 用の為 に開 発 す る。 これ に属 す る もの として は,特 に 大 ス ク リー ン映写 装 置,カ ラ ー ・サ イ ト機

器,モ ー ビル ・デ ィス ク ・ス トレー ジが あ る。

軍 事,防 衛技 術,管 理等 の 目的 に関 す る,こ れ迄 す でに運転 されて い るデー タ処 理 システ ム に加 え

て,決 定 を援助 す る為 に司令 ・情 報 シス テム を作 成 す る。

この為 に開 発 を行 な って い るデ ー タバ ン ク技 術,及 びシステム ・コ ンポー ネ ン トは戦闘 力 目的並 び に

一般 的 マネ ジメ ン トの必要 性 に も利用 され うる
。

詳 細 に は次 の プ ロ ジ ェク トが開 発 され る。

一 最 高連 邦防 衛司 令 の 司令 シス テ ム用実験 シス テム

ー 計画 の為 の マネ ジ メ ン ト情 報 シ ス テ ム

ー 陸 軍 司令 用実験 シス テム(野 戦 軍 の作 戦 司令 を含 む)

一 空 軍 司令 の実験 シス テ ム(空 軍 投 入 用意 の整備 及 び維持)及 び空 軍 戦 闘力 の作 戦 司令 に関す る実験

シス テ ム

ー 海 軍及 び海 軍 航 空戦 力 司 令 に 関す る作戦 司 令 シス テム

ー 道 路上 の交 通指 導 ・監 視 シス テ ム

ー 軍 備 に関 す るマ ネ ジメ ン ト情 報 シス テ ム

ー 機 械的 文書 ドキ
ュメ ンテ ーシ ョ ン'シ ス テム

伊
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6市 場 バ ランスのた めの市場 に適 した 生産

ドイツ連邦 共 和 国 のデ ー タ処 理 市 場 に おけ る競 争状 態 のバ ラ ンス化 は,国 家 的 な助 成 な くして は不

可能 であ る。 連邦 政 府 は第2次 デ ー タ処理 計 画に お い て,次 の よ うな措 置 を優先 的 に行 な うこ とを意

図 してい る。即 ち成 長助 成 の為 に指 定 され た 公的 資金 を,市 場 適 正 な企 業 決 定 が行 な われ る方向へ投

入 す るとい う もの で あ る。 こ うし た措置 と して考 え られ るの は次 の もの で あ る。

一 レ ンタル 資金 倒 劫

一 装 置
,プ ロ グ ラム の利 用者 コ ンパ テ ィ ビ リテ ィの 上昇,こ れ に よ って.そ の メ ーカ ー選 択 にお け る

利 用者 の モ ビ リテ ィが 上昇 され る。

一次 の よ うな商 業政 策及 び公 的 設 備 調達 政策
,即 ち1つ の ヨ ー ロ ッパ共 同市 場 をつ くる,歴 史 的 な要

因 に よ る,ヨ ーロッパ ・ベ ー スの メー カ ーに対 す る偏 見 を打破 す る。 デ ー タ処 理 装置 設 置 の高度 成長

が予 想 され る公的 な領 域 に,ヨ ーロッパ ・ベ ー スの企 業 を デ ータ処 理 装 置他 メ ー カ ー との競 争 か ら排

除す るこ とな しに,バ ラ ンスの とれ た競争 関 係 をっ く り出 す等 の こ とで あ る。

ぷ

しか し これ らの措 置 だけ で,こ こ数年 間 に ドイ ツ連 邦 共和 国 ベ ー スの デ ー タ処 理企 業 が 国際 競争力

を確 立 す るに は充 分 で はな い。 そ れ故 第2次 デ ー タ処 理 計画 の 枠内 にお い て,一 策1次 デ ー タ処 理

計画 と くらべ て多少 その ウエ ー トが 軽 くな った とはい うもの の 一一 選 択 された 研 究.開 発 作 業 を直接

付 加 金 に よ って助 成 され る もの とす る。

利 用者 コ ンパ テ ィ ビ リテ ィの高 度 化及 び 工業 研 究 ・開 発の助 成 は,経 済 ・科 学 及 び行 政管 理 にお け

るデ ータ処 理利 用改 善 に寄 与 し,同 時 に大 きな連結 シ ステ ムの運 転 が 容易 に な り,且 つ 機器 ・プロ グ

ラムの提供 が拡 大 され る。 そ の外,ド イツ連 邦 共 和 国 にお け る工業 研 究 ・開 発 に よ って,他 の 工業 分

野 にお いて,基 幹技 術 として デ ー タ処理 の 基礎 が拡大 され るこ と とな る。

→

6.1レ ンタル資 金 融 資

デ ー タ処 理装 置 は殆 ん ど レ ンタ ルに よ って い る。利 用者 は次 の様 な可 能性 を常 に保有 してお きたい。

即 ち古 い装 置又 は機器 を市場 に登 場 す るよ り性 能 の高 い もの と交 換 す る。 又 は組 織 変動 乃至 業務 の 拡

大 に よ って装置 に対 す る要求 が変 化 す る場 合 に は,そ れ に応 じて 自己 の装 置 も適 応 させ る。 例 えば 小

型 の セ ン トラル ・ユ ニ ッ トを大 型 にか え る とい うもの で あ る。 営業 関 係 面 にお け るレ ンタル装 置の 占

め る割 合 は.装 置価額 の80%以 上 とな って い るが,こ れ に対 し,技 術 ・科 学 目的 に必要 な装 置 は大

部 分購 入 に よ ってい る。
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レンタル期 間

レ ンタル金 は一 般 的 に,5～6年 後 に購 入 価格 及 び 融 資 コス トが補充 され るよ うに 計算 され て い る。

この期 間 は装 置 の予 想平 均 レ ンタ ル期 間 に相応 す る。 この 事 は デ ータ処 理 メ ー カーに とって は,装 置

設 置時 点 で発 生 し たハ ー ドウ エ ア及 び ソフ トウエ ア開 発,作 成 の出費,投 入 援助,教 育,予 備 融 資 資

金等 の出 費が や っ と5～6年 後に な って完 全 に補充 され るとい う意味 を持 って い る。

'

融 資資金 需 要

この関係 の 事 業 は急 上昇 して お り,か つ ての事 業 か らの レ ンタル金 で は新 しい レ ンタ ル 事 業 を 融

資す るに は不充 分 で あ る。 融 資 資金 の需 要 は非 常 に大 きく,デ ー タ処 理事 業 の成 長 に と って限 定要 素

とな り うる程 で あ る。1971年 ～1975年 の5年 間 にお いて,国 内 ベ ース の デ ー タ処理 メ ー カー

の生産 量(顧 客 価格 で)は55億DM～100億DMで,そ の市 場 占有率 を維 持 す る か又 は倍増 す る

か で違 って くるで あ ろ う。 この数 字 か ら,上 記期 間 に お け る,レ ンタ ル事 業 に対 す る純 融 資 資金 需 要

は2億5,000万 ～4億5,000万DMと 計 算 され る。

リス ク

レンタル事業 に よ って メ ーカ ー は,装 置 が5～6年 の必 要 レ ンタル期間 の 経過 前 に返 却 され,他 の

顧 客 に同 一条 件 で更 に レ ンタル で きな い とい う事 に よ って,非 常 な財政 負担 に直 面 す る こ とが あ る。

メ ーカ ーは,ク レジ ッ ト機 関 の参 加 に よ って,レ ン タル装 置融 資 の為 の レン タル資 金融 資会社 を設

立 す る意図 を もって い る。 この会社 は メー カ ーか ら顧 客 に貸 す装 置 のすべ て又 は一 部 を買 い 上 げ る。

レン タル金 は直 接 顧 客 か らか又 は メ ー カー を通 じて レンタル 資金 融 資会 社 に流れ る。 レ ン タル 装置 の

買 い付 け に必 要 な 資金 は会社 が 自由資 本市 場 で調 達 す る。
鯵

助成必要性の検討

この場合,当 初企業危機が発生する可能性がある。連邦政府は,レ ンタル会社に,暫 定的な財政困

難を克服する為に保証する必要があるか否かを検討する。

6.2コ ン パ テ ィ ビ リ テ ィ

種 々の メ ー カーの デ ー タ処 理 装 置 間 の デ ー タ及 び プ ログ ラムの超企 業的 な交 換 は,常 に その意 味 を

増 して きてい る。 交 換 が問題 な く行 な い うる こ とは,国 民経 済 的 な全体 利益 とな る。 必 要 前提 条 件 は,

デ ータ処 理 装 置及 び その プ ロ グ ラムの 一 連の 特性 の コ ンパ テ ィビ リテ ィで あ る。

規 格 化 の問 題点

大 きな市 場 占有 率 を有 す る企 業 は,勿 論 一般 的 に自 己の製 品 と他 メーカ ー製品 との コンパ テ ィ ビ リ

テ ィを出来 るだ け高 くす る とい った 事 に は無 関心 で あ る。買い換 えコストを指 摘 す るこ とに よ って.こ
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れ迄 の顧 客 を確 保 し,他 の 装 置に は使用 で きな い プ ロ グラム を大量 に提供 す るこ とに よ っ て 新 し い

顧 客 を得 よ う とす る。 この市 場戦 術 は 競争 手 段 と して合 法 的で あ る,し か しデ ータ処理 におい て は こ

れ が,幅 広 い,合 理 的 な利 用 を阻 害 す る構 造 を もた らす こ と とな る。 国内 的及 び国 際的 な規 格 機関

(ド イ ツ規格 委員 会 〔DNA〕,まtaま 国 際標 準 化機 構 〔ISO〕)の 努 力,そ して大 メ ーカ ーす べてが

参加 す る調整(例 えば,EuropeanComputerManifacturesAssociation〔EC

MA〕 の枠 内 で)は 従 ってeく 範 囲 が 限 られ て お り,規 格 は実 現 され ない だ ろ う し,又 は それ が 守 ら

れ る こ とがな い で あ ろ う。

公共 関係 分野 にお け る コンパ テ ィビ リテ ィの綱 領

しか し国 として は こ うした規 格 に 関心 が あ り,大 きな社 会 的 利益 は,利 潤 最大 化 の関心 に反 して 守

らな けれ ば な らな い。 従 って.例 えば 国の 発注 に お け る購 買 の 場 合 に実 施 され る国家 的 措 置が重 要 と

な る。 この購 買 条件 の内最 も簡単且 っ 自明 の ものは,国 内 的.国 際 的規 格 の厳 守,こ れ が な い場合 は,

規 格 化 され る特 徴 の将 来 の 厳 守 を確保 す る約 束へ の要 求 で あ ろ う。 連 邦,州,地 方 自治 団体.外 国官

庁(特 に ヨー ロ ッパ共 同体)等 各 官 庁 との協 力で,官 庁 関係 にお け るデ ータ処理 装 置 の コンパ テ ィビ

リテ ィの 綱領 に 関 して相 互 理 解 を深 めて い く。 コ ンパ テ ィ ビ リテ ィ及 び その 経済 的効果 に関 す る研 究

は,緊 急 に促進 され る もの とす る。

■

■

デ ー タ処理 産 業 に対 す る利 点

こ うした努 力 は利 用 者 だ け で な く,デ ー タ処理 産 業 の為 に もな る。 種 々の会社 の機 器及 び プ ログ ラ

ムを同 一 利 用 シス テ ムで あ れ ば 使用 で きるな らば,メ ー カー として も独 自の 生産 ス ペ ク トル を軽 減 し,

それ に よ って開 発 コス トを節 約 す る こ とが で き る。

6.3貿 易政 策及び公 的な調達

自由貿易 政 策

連 邦政 府 は その 一般 的 経済 政 策理 念 及 び方式 と同 じ く,デ ー タ処理 分 野 につ い て も貿 易 制 限 をせず,

それ を排除 す る こと を正 当 と考 え る。 この事 は特 に次 の様 な 国 々との交 渉 に適 用 す るこ とで あ る。 即

ち輸入 制限,公 的調 達 にお け る国内 メー カ ー優先 一 例 え 同一 能 力 で も,国 外 メーカー の 方が 安価 で あ

ると して も 一 等 を,デ ー タ処 理 分 野 にお け る国家 的経済 促 進 手 段 と して利 用 して い る国で あ る。 な

お連 邦政 府 は,国 内 ベ ー ス のデ ータ処 理企 業 は 国外 市場,特 に ヨー ロ ッパ市 場 につ い て も指 向 してい

くこ と を指 示 す る。

、

公 共 的領域 の為 の調 達 綱 領

連邦 内 務省 内 に あ る連邦行 政 に おけ る電 子 デ ー タ処理 利 用 に関 す る調 整,及 び コンサ ル テ ィ ング部

署 は,連 邦 資金 に よ るデ ー タ処 理装 置 調達 に 関 す る連邦政 府 の綱 領 を作 成 す る。 需要 調査,装 置及 び
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プ ログ ラムの 技 術適性 の検 討,契 約 の作 成 等 の原 則 と並 ん で,こ の 綱領 は,次 の規 定 を 含ん でい る。

即 ちそれ に よ る とあ らゆ る調達 に際 して,ヨ ーロソバ ・ベ ー スの メー カーに も入 札 させ る。 価格 ・性 能

比 が同 程度 であ れ ば,こ の メ ー カー に対 して,適 切 に機会 を与 える もの とす る。

統一 的 な評 価 方式 を確 保 す るた め,本 質 的 な利 用 分野 に 関 して レプ レゼ ンタ テ ィ ブな ス タ ンダ ー ド

プ ログ ラム ●パ ッケ ー ジ を決 定 し,応 用 す る(ベ ンチ マ ー ク ・テス ト)よ う努 力 す る。

連邦 各 州及 び地 方 自治 団体 と交 渉 し,対 応 す る綱領 及 び実 際 利 用が 同 じ くそ こで も可 能 に な る よ う

努 力す る。連 邦政 府 は,他 の ヨー ロ ッパ諸 国及 び ヨ ーロ ッパ外諸 国 も公的 調達 に際 して 全 く同様 の取

り扱 い を行 ない,こ うして ヨーロッパ企 業 に 対 して充 分大 きな市 場 が開 かれ る こ とを期 待 す る もの で あ

る。

●

6.4工 業 レベ ル の研 究

工業 レベル の デ ー タ処 理 研究 の対 象 は,

一 テ ク ノロ ジー

ー デ 一 夕処理 構 造

一 人 間 ・機 械相 互作 用

一 コ ン ピュ ー タ言 語

の 分野 で あ る。

ρ

'

回路及 び ス トレー ジ技 術

過 去 に おい て は,デ ータ処理 装 置 の テ ク ノ ロ ジカ ルな コ ンポー ネ ン トの性 能 は,そ の価 格 に関 連 さ

せ て見 て,年 々急 上 昇 した。 これ に よ って デ ー タ処 理 装 置の 価格 ・性 能比 の再 三 に 亘 る非常 な改善 に

対 す る前提 がつ く られ た の であ る。 こ う した傾 向 は将来 も又維 持 され るこ とが充 分可 能 で あ る。 これ

以 上の 性 能向 上 は単 に よ り複雑 な問 題解 決 の為 の よ り速 度 の高 い,適 切 な ス トレ ー ジ能 力 を有す るデ

ー タ処 理装 置 を開 発 す る為 だけ で な く,こ れ 迄 経済 的 な理 由 か らデ ータ処 理投 入 が 閉 め 出 され て いた

よ うな問題 の解 決 の 目的 で,よ り安 価 な デ ー タ処理 装 置 を案 出 す る為 に も必 要 で あ る。 この 前提 は第

1に,次 の技 術 分野 にお け る調 査 で あ る。

一 ピ コ秒 一回 路

一 ナノ秒 一高 速 ス トレー ジ

ー サ ブ ミニ ュチ ュ ァ構 造技 術

一 ギ カ記 号 一 グ ラ フ ィ ソ ク ・ス トレー ジ

(特 に レーザ ー ・ス トレー ジ)

一極 精 密 技 術

回路 技 術及 び ス トレー ジ技 術 は,デ ー タ処理 装 置 のオ ペ レー シ ョン速度 の 上昇 に 大 きな ウエ ー トを

占 め て お り,今 後 も又 占 め続 け るで あ ろ う。 しか し回路及 び高速 ス トレージ の作業 速 度 上 昇 は,個 々
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の コンポ ー ネ ン ト間 に お け る電子 シグ ナルの走 行 時 間 が速 度上 昇 の限 界 要 素 とな る とい う事 態 を もた

らす 。 この 分野 の研 究 は従 って 特 に重 要 で あ る。

精 密 技 術

数10億 記 号(ギ ガ記 号)の キ ャパ シテ ィ'を有 す るデ ィ ジ タル及 び 図 的情 報 の為 の 大容 量 ス トレー

ジの利 用可 能性 は,こ こ数年 間 利用者 側 か ら常 に要 請 され て来 て い る。 こ うした希 望 はまだ少 しの間

は,こ れ迄 通 りの 方 法,デ ィス ク ・ス トレージ及 び その他磁 気 ス トレー ジに よ って しか満 たす ことが

で きな い。極 精密 技 術 分野 にお け る調 査 に よ って,よ り高 い記録 密 度 及 び よ り早 い アクセ スの技 術的

前 提 をつ くる もの とす る。

4

光学 的 ス トレー ジ

長期 的に 見 た場 合.新 しい ス ト レ ー ジの プ リシパル,特 に レ ーザ ー ・ス トレー ジは,短 い アクセ

スタ イムで,し か も著 し く高 い キ ャパ シテ ィを約 束 して くれ る。 新 しい ス ト レ ー ジ ・プ リン シパ ル

の研 究 は この点 か ら,デ ー タ処理 テ クノ ロ ジー促進 の特 別 な ポ イ ン トとな る。

●

製造 自動 化

特 有 の回路 技 術 及 びパ ッケ ー ジ技 術の 回路 を設 計す る場 合,並 びに 自動 的製造 設備,テ ス ト設備 の

制御 デ ー タ作 成 の場 合,計 算 機 を利 用 し なけれ ば解 決 で きな い よ うな,特 に複 雑 な最善 化,シ ミュレー

シ ョン問 題 及 び トポ ロ ジ ックな問題 が発 生 す る。

計算 機 アー キ テク チ ャー

デ ー タ処 理構 造 研 究 の課 題 は,簡 単 な依頼 の配 分及 び最善 の 作業 過 程 を 可能 に す る最適 の アーキ テ

クチ ャー を将 来 の 技 術及 び コ ン ピュ ー タ言 語 の為 に 発見 す る こ とで あ る。 この問 題 は.ハ ー ドウエア ・

コンポ ーネ ン トの技 術 的協 力 と,い わ ゆ る運 転 システムに よ って 依頼 主 に 仲介 され る作 業経 過等 に も該

当す る。本質 的 な 目標 は デ ー タ リモ ー ト処 理 にお け る諸 改善,リ アル タイム,タ イム シェ ア リング,

運転 確 実性 であ る。 その際 大情 報量 の 内部 管理 は,そ れ ぞ れ異 な った ア クセ ス量,ア クセスタイム の スト

レー ジ ・ヒエラルキ ーに お いて,そ の複雑 さの為 特 別 処理 を必要 とす る問 題 が 出て 来 る。

「

、

デー タ把握,人 間,機 械相 互 作 用

デ ー タ処 理 装 置 の技 術 的,且 つ プ ロ グ ラム され た構造 が 人 間 に対 す る組 織 的 な コ ン タク トをっ く り

出 してい る間に,周 辺 機器 は物 理 的 な コ ンタ ク トを,コ ン ピュー タ言 語 は語 義 的且 つ シ ンタ クス的 コ.

ンタ ク トを行 な う。

次 の 分野 が特 に重 要 で あ る。

一 光 学的 ・音 響学 的 コ レスポ ンデ ンス設備

一直接 デ ー タ把 握
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一 問題 指 向的 言 語

一 特殊 言語

一 ダ イ ア ロ グ言 語

周辺 機 器 にお い て は,一 般 的傾 向 と して は.人 間 と機 械間 の コ ミュニ ケ ー シ ョン に お いて,人 間 と

人 間 の コ ミュニケ ー ショ ンで も利 用 され ると同 じ手 段 を投 入 して い る。 光 学 的及 び 音響 学 的 な イ ン並

びに ア ウ トプ ッ ト機器 は この点 で 優 先的 な研 究対 象 で あ る。 更 に機 械 と環 境 との 交 流 にお いて は,直

接 デ ー タ把 握 が大 きな意 味 を持 って来 て い る。 これ に よ って,デ ータ処 理 装 置 に よ る交信 の為 の 特殊

デ ー タ保 持媒 体 の 高価 且っ人 間集 約 的 な作 成 を大 幅 に 回避す る こ とが で き る。

ALGOL,COBOL,FORTRAN等 大 きな応 用 分野 を有 す る"コ ン ピューータ言 語"に お い

て は,相 当 の国 際的 規 格 化が 成功 され た。 これに 対 しPL/1等,他 の言 語 に 関 す る規 格 化 の努 力 は ま

だ 最終 的 な話 しが な され て いな い。 この今 後 の開 発 は国 際 的 な協 力 が な けれ ば,成 果 をお さめ るこ と

がで きない。 これ と並 ん で特 殊応 用 分野 の 問題 表 現 言語 の要求 が増 加 し てい る。 人間 ・機 械 コ ミュニ

ケ ーシ ョ ンの為 の簡 単 な ダ イ ア ロ グ言語 の 開 発は,計 算 キ ャパ シ テ ィを公 共情 報 ネ ッ トワ ーク を通 じ

たサ ー ビス として,広 い範 囲 に適 用 させ る為 に必 要 で あ る。

助 成 され るべ きプ ロ ジェ ク トの選 択及 びそ の実 施 の コン トロール に お いて は,6.5節,開 発 プロ ジ

ェ ク トに詳 述 した と同 じ くす る こ と。 通常 援 助 金 受領 者 か ら50%の 負担 が 要求 され る。

工業 レベ ルの研 究助 成の 資金(連 邦 教 育科 学 省)は,工 業 開発 資金(連 邦 教育 科 学省)(6.5節)

と一緒 に提 示 。

6.5工 業 開 発

'

'

急激 な技 術 革 新,競 争 の激 化,利 用者 の要 求 増加,そ して メー カ ーが 行 な う,ユ ーザ ー獲 得 に よ る

市 場の 成長 及 び 新サ ー ビスの準 備 等 の確 保 に関 す る努力,こ れ らは この数年 後 の デ ー タ処理 シス テム

の技 術 的進 展予 測 を非常 に難 し くしてい る。 ヨー ロ ッ パ ・ベ ースの 企業 は,そ の 競争 相 手 と同 じ く市

場 を熱 心 に観察 し,そ れに 生 産 計 画 を適 合 させ,研 究結 果の 広 い ポテ ンシ ャル及 び柔 軟 な開 発 製 造.

販 売組 織 を ベー ス と して 迅 速 に 新 し い製品 を市場 に持 ち出 す よ う強制 され る。

開発 計 画 は,助 成 の 必要 性及 び助 成価 値 が充 分確 認 され,研 究 作業 及 び 開 発結 果 の 利 用が ドイツ連

邦 共和 国 に おけ る会 社 に よ って実 施 され る限 り,第2次 デ ー タ処 理 計画 の 枠 内 で,開 発 コス トに対 す

る国家 援助 金 に よ って助 成 され るべ き もの とす る。

助 成の 必要 性

デ ー タ処 理 分野 にお け る必要 研 究 の開 発費 が競 争企業,ド イツ連邦 共 和 国 に 関 して い えば,電 子又

は事 務機械 技 術 ブ ランチ にお け る通 常 の 対売 上比 率 を著 し く超 え る場 合 に の み助 成 の 必要性 を認 め る。

競争 企業 が 有す るその開 発 研 究費 の為 の 付加 的 資金 源(例 えば,ド ィッ連 邦 共 和 国 外 か らの 直接又 は

間接 的 助 成)を この 関 連に お い て考 慮 しな けれ ば な らな い。
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助 成 資格

各 計 画の助 成 資格 は.専 らその実 施 が第2次 デ ー タ処 理 計 画 の,第2章 に述 べ た 目的実 現 の為 に遂

げ うる寄 与 に よ って審 査 され る。

助 成 を受 け た開 発 に よ る生 産物 は,例 えば 経済,科 学 及 び公共 サ ー ビス の為 の デ ー タ処 理利 用普 及

に寄 与 で き る もの で あ り,同 時 に現 在 の 国際技 術水準 を超 えて,

一加 入 者 システ ム,デ ータ リモ ー ト処 理,及 び 要求 度 の 高い 利 用 シス テム の イ ンプル メ ン トに適 して

い る。

一 著 しい性 能
,価 格比 の 改善 を示 す 。

一 特 に広 い利 用 に必 要 と され る,又 は

一 デ ータ処 理 装 置の 利 用 を容 易 に し,合 理 化 す る。

基 幹 技 術 として の デ ー タ処 理 の助 成 に とって,次 の点 は特 に重 要 で あ る。

一 科学 的 ・技 術的 な 新 し さ又 は 作 業の 発 明高 度

一 デ ータ処理 分 野 以 外 にお け る研 究,開 発結 果 の応 用性

一 他の 国民経 済 的 に重 要 な分 野,例 えば 装置 技術,工 作 機 械 製 造,情 報技 術,計 測技 術等 の競 争能 力

とい った観 点 か ら みて,開 発 され るべ きデ ータ処理 シ ステ ム に対 す る需 要

開 発 され る生産 物 の 売 上予 測 又 は,そ の生 産 物 が重 要部 品 とな って い る システ ムの売 上予 測 の結 果

坑 助 成 を受 け るメ ー カ ーの市 場 占 有率 を拡大 す る と予 想 され る場 合,開 発作 業 はバ ラ ンスの とれ た

競争状 態 をっ くる為 に 寄 与 す るこ とが で き る。 この前 提 は充 分 な生 産,販 売 設 備 の所 有,及 び 近い 将

来 収支の 推移 がバ ラ ンス の とれ た もの に な る と予 測 され る財 政 能力 で あ る。

プ ロジ ェ ク トの コン トロ ー ル

プロ ジェ ク ト担 当者 は個 人 的 に も,設 備 完 備 後 も,開 発 コス ト自己 負担 分支 出 に関 し て も,こ の計

画 を期 間 内 に実 施 で き る状 態 に なけれ ばな らない。

助 成 され るプ ロ ジェ ク トに っい て はす べ て,予 め.確 実 な市 場予 測 と綿 密 な 時 間,コ ス ト計画 を行

な わな けれ ば な らな い。 プ ロ ジェ ク トの進 行に つ い て は,定 期 的 に 報告 す る。 プ ロ ジェ ク トの失敗 が

認 め られた 場 合.そ の助 成 は 中 断 され る。

未来 指 向 の開 発作 業

未来 指 向の 開 発 作業 の助 成 に 関 して は,現 時 点 に おい て広 大 な範 囲 に及 ぶ次 の プ ロ ジ ェク トを決 行

す る。

大 型計算 機 開 発

一 大型 計算 機 開発 の継 続 助 成

連邦政 府 は次 の理 由 か ら,大 型 計算 機加 入 者 シス テム の開 発 を.特 に助 成 す べ き もの と見 る。

・この 作業 に よ って ,シ ス テ ム知識 が著 し く豊 富 に な る。

・科学,デ ー タバ ンク その他 公 共 サ ー ビス等 に必要 で あ る。

、
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'

の

・こ う した シス テム を用 い た デー汐 ・リモー ト処 理 に よって
,経 済 的 な点 か ら自己 の適 当な 装置 を設

置 す る こ とが で きない 中小 企 業 も,デ ー タ処 理 装 置 に よ った生 産 性上 昇,合 理 化 とい う可 能性 を

利 用 す るこ とがで きる。

・ドイツ産 業界 が シス テム中 核 に適 当 な装 置 を有 して い るに して も,タ ーミナ ル及 び デ ー タ ・リモ ー

ト・コントロ ール処理 設備 の 重 要性 を加 えっ っ あ る市 場 が よ り有 利に開 拓 され るこ と にな る。

ドイ ツ連邦 共 和 国 にお け る大 型 計算 機 開 発 の具 体的 な計 画及 び期 限 に つい て は,KOnstanz

のAEG－ テ レフ ンケ ン社,情 報 工学 技 術 専門 開 発 チ ーム400名 の準 備 体 勢如 何 が 大 きな決 定要

素 とな って い る。 同社 の 能力 と情 熱 は非 常 な 名声 を博 して い る。TR440に よ って これ迄 達 成 し

た 売 り上 げ は,こ の 専門 分 野 の存 在 能力 を確実 なもの にするに は ま だ到 って い ない 。その 理 由 は,こ の

装 置 の対 象 とな る科 学 及 び公 共 デ ー タバ ン ク関係 の市 場 が狭 い こ と,商 業市 場へ 進 出 して い くに は

幅広 い セ ール ス網 の作 成,大 型 計 算機 の完全 な フ ァ ミリー構 造 化.コ マ ー シ ャル な利 用者 ソ フ トウ

エ アの大 型 パ ッケ ー ジ等 が必 要 で あ る,と い う点 に あ る。 こ う した中 にあ ってAEG－ テレフンケ ン

社 及 び ニ クス ドル フ ・コ ン ピュ ー タ株 式 会社 が設 立 計画 中 の テ レ フンケ ン ・コ ン ピュ ータ株式 会 社

は,大 量 台 数販 売 を可能 にす るに は適 当な もので あ ろ う。

コ ンス タンッの開 発 チ ー ム は,二 重 の 課題 を設 定 して い る。即 ちTR440を70年 代 の 中頃 迄,

幅広 い利 用者 に と って魅 力 あ る もの として維 持 し,し か も同時 に新 しい デ ー タ 処 理 シス テ ム(作

業 タイ トル:TR550)を70年 代 後半 に開 発 す るとい う もの であ る。

上 記第1の 目標 に寄 与す る もの とし て は,次 の ものが あげ られ る。即 ち多 重 プ ロ セ ッ サ装 置の

開 発,回 路 改善 及 び半 導体 バ ッ フ ァス トレー ジの組 み込 み に よ るプ ロセ ッ サの オペ レー シ ョン速 度

上 昇,大 量 コァス トレージ及 び 高性 能大 容 量 記 憶 装 置 の連結 に よ る処 理 能力 向 上,イ ンプ ッ ト,

ア ウ トプ ッ ト ・チ ャン ネルの増 加,シ ス テム ・プ ロ グ ラムの 拡張 段 階の 開 発 で あ る。

TR550は まだ定義 段 階に あ り.1972年 に開始 す る開発 の助 成 も考 慮 中 であ る。

これ に対 し ナ シ ョナル ベ ース の超 大 型 計算 機 開 発の 援助 に つ いて は,経 済 的 に み て 意味 が な い と

考 え られ る。 超大 型 計算 機 はま だ第1に,次 の 点 で大 型 計算機 と区別 され る。即 ち使 用 し うるあ ら

ゆ る手 段 に よ って達 成 され え又,パ ラレル 化 によ って達 成 され うるオ ペ レー シ ョン速 度 が それ であ

る。 超 大型 電 算機 は研 究関係 の 大容 量 計算 問 題,例 えば気象 学,そ の他 軍事 的問 題 とい った ご く限

られ た数 しか必要 と され ず、 ヨー ロッパ 数企 業 の協 力 に よ る超 大型 計算 機 を開 発す る とい うヨ ー ロ

ッパ 共 同体 の イニ シ アテ ィブが市 場 及 び実現 可能 性 の 分析 後放棄 され るこ と とな った今,こ れ は 外

国,特 にアメリカか ら輸 入 され な けれ ば な らない もの で あ る。

中 小型 ユ ニ ヴ ァーサ ル 計算 機,プ ロ セス 計算 機

一 ジー メ ンス社 新 開 発,NSF1及 びNSF2に 対 す る助 成の継 続

NSF1は.こ れ迄 の4004ス ペ ク トル の諸 装 置 と同 じ く,ヨ ー ロ ッパ ・デ ー タ処 理 市 場 を重

点 と して,最 適 の能 力 を開 発 す る,ユ ニ ヴ ァーサ ル 計算機 フ ァ ミ リー を意 味 して い る。 なお ヨー ロ

ッパ市 場 にお け る高能予 装 置へ の移 行 を充 分 考 慮 す る。

一69一



新 し い 装 置 は,著 し くモ ダ ンな回 路,ス トレLジ 技 術,特 に高速 半 導体 ス トレー ジを装備 され

る。 価格 ・性 能比 は大 幅 に改善 され,運 転 シス テム は よ り柔 軟,高 性 能 とな り,利 用 者の 要求 によ

り適 合され,ペ リフェ ラ ルを拡大 す る。 中,上 性 能 領域 に おい て は,あ らゆ る装 置 にお け るデ ー タ

リモー ト処理 の可 能性 とい え る。 加 入者 特性 及 び潜 在 的 ス トレスが 与 え られて い る。

NSF2は 主 に プ ロセ ス問 題 に対 処 す る もの で あ る。 一般 的 な性 能向 上 をこ えて,構 造 的改善,

特 に プロセ ス管 理 に重 要 な中 断 シ ス テム,ア ドレス方式 及 び シス テム ・ソフ トウエ アが これ に該 当

す る。

-AEG－ テ レ フ ンケ ン社 の統 一 プ ロセ ス計算 機 ラ イ ン(EPL)の 助 成

EPLは4つ の構 成 とな っ てい るが,1975年 以降,プ ロセ ス ・オ ー トメ ー シ ョン.特 に工 業

界 及 び情 報 技 術の 分 野 にお い て の プ ロセ ス ・オ ー トメ ー シ ョ ンの 全域 を補 充 す る もの であ る。

この開 発 は,デ ー タ処 理 利 用 の枠 内 に おい て"デ ー タ処 理装 置 に よ るプ ロセス ・コントロール"と

題 して助 成 され る。

一 二ク ス ドル フ ・コン ピ
ュー タ株式 会社 の中小 デ ー タ処 理 装 置 フ ァ ミ リーの 開発助 成

この フ ァ ミリー は多 国 間協 力 の枠 内 で.主 に コ マ ーシ ャル領 域 を中心 と して世界 的 に利 用 されて

い る。 ニ ク ス ドル フ ・シス テ ム900の 継続 開 発 が主 眼 で あ り,こ れ に は,AEG－ テ レ フンゲ ン

のTR86,及 び コン トロー ル ・デ ー タ社(CDC)の1700の ノ ウハ ウが用 い られ る。

未 来 指 向開 発 作 業の助 成 に あた っては,会 社 自体 も50%負 担 とな る。研 究 ・開 発 プ ロ ジェ ク トは

数年 間 に亘 るた め,援 助 金 交 付 者 と受 領 者 間に は長期 契 約 が求 め られ て い る。

、

市 場近接 的技 術 開発

市 場 近接 的 な技 術開 発 の助 成 に際 して は,助 成 され るデ ー タ処理 メ ー カ ーの競 争 力 の向.上又 は その

短期維 持 が前 面 に あ る。 これ らメ ー カー は,市 場 の 要求 及 び技 術的 開 発 に常 に適 応 す る とい う点 か ら

毎 年 新 し く出 され る連邦 公示 に従 って.次 の分野 の プ ロジ ェ ク トを提示 す る機会 を与 え られ る。

一 コン ブレ ッ トな デ ータ処 理装 置

一 セ ン トラル ・ユニ ッ ト

ー ペ リフェ ラル ・ユ ニ ッ ト
,及 び その経 過制 御 を含 む

一機 械 指向 の プロ グ ラム

ー問 題 指向 の プ ログ ラム

助 成 条件 に適 合す る プ ロジ ェ ク トにお いて は,開 発 コス トの 一部 に っい て,そ れ に投 入可 能 な財政

資金の 基準 に従 って援助 金 を融 資す る。 この援 助金 は開 発成 果 の 評 価額 に基 づい て返却 しなけ れば な

らな い。一 部融 資率 は通常25%で あ る。 プ ロジ ェ ク ト内容 が大 きな 公共 利 益 を有 して お り,又 有望

プロ ジェク トで あ るか,そ の 申請者 の 資本 力 が小 さい とい った場 合 は,35%迄 高 め るこ とが で きる。

その他 の開 発 コス トは.プ ロ ジェ ク ト担 当者 が 自己 の 資金 か ら融 資 しな け れば な らな い。

こ うして産 業界 の独 立責 任 を完 全 に保 護 しな が ら,競 争 関係 を迅 速 に 正常 化 し,独 立 メ ユカ ーの生

産能 力 を 一 中小企 業 にお い て も 一 売 上金 に よ って コス トを補 充 し,継 続 的 交付金 は必要 としない

一70一



とい う状 態 に まで も って い くこ とが で き るよ うに な る。

・大型 コ ン ピュー タ を含 む産 業 レベ ル研 究(連 邦 教 育科 学省)及 び開 発(連 邦 経済 ・財 務省 及 び教 育

科学省)助 成資金(100万DM)

連邦経済 ・財務省:市 場近接分野における産業開発

1967196819691970 1971 1972 19731974 1975

1&33α834.728.6 47 28 3335 45

' 1

連邦教育科学省

1967196819691970 1971 1972 19731974 1975
■

19。73442.63L9 116 113 117,993 77.5

=

r

'

●
」
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7.特 別 プ ロ グ ラ ム

7.1チ ー タ処 理 研 究 に 関 す る ドイ ツ学 術研 究 会 議(DFG)の 将来 の 助 成 措置

情 報 処 理重 点 計 画

DFGのtt情 報 処理"重 点 計 画 にお け る情 報 工学 の重 要 数 部分 域 に関す る これ ま での助 成 は,一 連

の関 係 部署 を確 かに 刺 激 す る こ とはで きた が.し か し資金 が限 られ て お り完 全 とは言 えな い。 超地域

的 な情 報工 学研 究 計 画 に基 づ い て,連 邦及 び 州 が共 同 で情 報 工学 全 域 の ベ ー ス融 資 を受 け継 いだ今,

"情 報処 理"重 点 の 後継 計画 は
.2,3選 択 され,特 に緊 急 な総 合プ ログ ラム の トッ プ融 資を受 け る方

向 に あ る。 こ う して,特 に情 報 工学 の 重要 末 端 部 にっ い て も考 慮 して い く もの とす る。 これ ら重 点 計

画 の 第1はttデ ィジ タル情 報 トラ ンス ミッショ ン ・シス テ ム"と 確 立 され て い る。"半 導体 エ レク ト

ロニ ク ス"重 点計 画 は半 導体 基礎 研 究 の本 質 的 強 化 を もた らす こ とにな った。

●

特別 研 究領 域

特 別研究 領 域 の枠 内 で は,主 に コ ン ピュ ータ言語,そ の理 論 及 び応 用 に取 り組 む ミュンヘンの 研 究 グ

ルー プが 援助 され てい る。 徐 々に開 発 され る科 学 的 な キ ャ パ シ テ ィを基 準 として.近 い将 来 その他

の 研 究領域 につ い て も関係 特 別 研 究領 域 の形 態 で1っ の 機 関設 立 を行 な うこ と も可 能 で あ り又 必要 で

もあ る。

通常 方 式

重 点 計画 に おい て 目指 され る助 成措 置 を補 充 し又 特 別研 究領 域 に よ って,個 々の 独 立 テ ー マを持 つ

情 報 工学 関係 研 究 計 画 も,DFGの 通 常 方 式 に よ って融 資 を受 け る こ とが で きる。 この 目的 の為DF

Gは 種 々の専 門 委 員会 に情 報 工学 専 門 委員 会(専 門:理 論情 報 工 学.プ ログ ラム.計 算 機構 造及 び技

術)を 加 えた。

、

7.2数 学 ・チ ー タ処 理 有 限責 任会 社(GMD)

、

GMD研 究活 動 は,デ ー タ処理 分野 に お け る知識 水準 を引 きあ げ るた め の もの で あ る。 特 に重 要

な点 は公 共的 分 野,と りわ け 連 邦所 管の 問題 に お け る デ→ 処 理 装 置利 用 の 開拓,改 善 におか れ る。抜

本的 な調査 を行 ない,デ ー タ処 理 と経 済 ・科 学 の生 産 性 上昇 の手 段 を最 適 に投 入 し うるよ うにす る。

作業 の結 果 によ って,デ ー タ処理 産 業 はハ ー ドウエ ア及 び ソフ トウエ ア開 発の 改善 に対 す るイ ンパ

ク トを受 け る。DFGが 科 学 分 野 にデ ー タ処 理 装 置 を調達 す る場 合及 び,助 成 プ ロ ジェ ク トを準備,

実施 す る場 合にGMDが 介 入 し,そ れ に ょ って 同一尺 度 に よ る効 果 的 な助 成 を達 成 す る。
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会 社構 成 者

GMDは1968年4月23日.有 限 責 任会 社 形 態 の研 究機 関 として設 立 され た。 会 社構 成者 は ド

イツ連邦 共和 国 一一 連 邦教 育 科 学 省 に よ っ て代 表 され る 一(90%参 加),及 び ノル トラ イン'ウ

ェ ス トフ ァー レ ン州 一一 州教 育 科 学 大 臣 に よ って代 表 され る 一(10%参 加)で あ る。

'

定 款 に定 め る業 務

GMDの 定 款 に 定 め る業 務 は,数 学及 び データ処 理 両分 野 間の相 互 関係,連 邦 データ処 理 全体 プログラ

ム の観 点 か らみ た専門 的,科 学 的 な数 学 ・デ ー タ処 理再 教 育並 びに研 究 とい う こ とで あ る。又科 学的

目標 の デ ー タ処 理 装 置 の運転 及 び科 学 的 な助 言 もその業 務 に属 す る。

9

作 業 構造

GMDに お いて は,基 礎 研究,利 用研 究,実 プ ロジ ェク ト作 業 及 び教 育 の密 接 な 連結 を実 現 す る。

大 きな枠 を有 す る研 究機 関 は これ に必 要 な横 の連 結 の作 成 及 び理 論的.実 際 的 作 業 の有 効 な前 進 の2

っ に と って適 切 な前提 で あ る。

GMDに お いて は,こ の よ うな研 究 及 び応 用 を集 中 的,継 続 的且 っメーカーへ の依 存 な く実施 す る。な

お この場 合,典 型 的 な例 として,産 業 開 発 と専 門大 学研 究の間 に中 間地 帯が 発 生 す る。 以 上の作 業 は

公的 な 分野,デ ー タ処理 産 業,ソ フ トウ エ ア会社,専 門 大学 分野並 びに 国 際的 な デー タ処 理 協力等 に

一部 原則 的 に .一 部 直接 的に 役立 っ もの で あ る。 業 務 分野 と して は次 の もの が あげ られ る。

一 基 礎 研究 と応 用研 究

研 究 は基礎 的 問題 に関 して長 期 に亘 って行 な い,又 利用面 と密 接 な関係 をは か りな がら実際 重 要問

題 を処 理 す る。 実 施 され た計 画,実 践 に よ って生 じた問 題 に よ って刺 激 され る。 開発 され た理 論 は

応 用 計 画に よ ってそ の応 用性 を検 討 す る。 特 に対 象 と して次 の 分 野 が挙 げ られ る。

・計算 機 利 用 の情 報 シス テム 間の 相 互作 用及 び それ を利 用 す る機 関 を明確 化 し,デ ータ処理 装 置 の

有 効 な投 入 を確 保 す る為 の 調査 。 公 的分 野 に お け るデ ー タ処 理 の 有効性 に対 す る好 影 響 が予 測 さ

れ る。

・デ ー タ構造 及 び ア クセ ス方 法 の理 論 及 び実践

・企 画 ・マネ ジメ ン ト関 係 に 対す る デ ータ処 理 の投 入 。 関 連す る もの とし て は,オ ペ レ ー ショ ン'

リサ ー チ,シ ミュ レー ショ ン方 式,決 定 モデ ル の方法 が あ る

・ソ フ トウエ ア作 成 の 自動 方式 の 開 発(ソ フ トウエ ア技 術)

・自動 機 ,フ ォー マル言 語 及び プ ログ ラ ミング言語 の構 造 に関 す る調査 。 リア ル回路 の 設 計

・デ ータ処 理実 用 を有 効 に拡 大 させ る数学 的 構造 の開 発 。社 会 立 法の シ ミュ レー シ ョン・モデル の 開

発 にお い て は例 え ば ダ イ ァ ロ グニ ュメ リックの 現 代 的可 能性 を考 慮 に入 れ る

・数学 的 研 究 に関 す るデ ー タ処理 投 入 の可 能性 の調査

一 応 用
,実 践 的 プロ ジ ェ ク ト作業

GMDに おい て,原 則 的 な解 決 方 式 が実 現 され.種 々の 計 画 で実 際 に そ れが投 入 され て い る。 特
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に公 的 な分 野 に お け るデ ー タ処 理 計 画 に お いて これ が該 当す る。 又 知 られ るよ うに な った方式 を鑑

別 し,秩 序 化 し,そ の性 能,応 用 ポ テ ン シ ャル を検 討す る。 解決 が不充 分 な実際 問題 を分析 す る。

各 種 の 計画 にお いて 得 た経験 を研 究 にお いて も取 り入れ る。 実 践的 プ ロ ジェク ト作 業 の遂行 に 当って

は,他 の プロ ジェ ク トパ ー トナー,一 方 で は ソ フ トウエ ア会 社,他 方 は専 門 領域 の作 業者 グル ー プ

を介 入 させ る。

GMDは 次の 業務 を行 な う。

・公的 分野 にお け るデ ー タ処理 利用 の計 画 及 び開 拓 に関 す る協 力,こ の場 合GMDは 既 に官 庁領域

にお け る責任 者 の 目的 設 定 の 作業 で 協 力す る。 この場 合関係 当局 及 び 連邦 内 務省 の 調整,助 言 部

署 と協 力す る。 有 効 な官 庁助 言 は,総 合関 係,コ ンパ テ ィ ビ リテ ィの観 点,イ ンテ グレー シ ョン

及び規 格 化 を考 慮 す る。GMDの デ ー タ処理 装 置 は,テ ス ト及 び検 討 の為 に 利 用 で きる。

・加 入者 システ ム,連 邦 シス テム,機 械 設備,運 転 シス テム,ス トレー ジ方式 及 び ダ イ アロ グ方 式

の設 計,判 定 に関 す る技 術 的尺 度 の 開 発

・デ ー タ処 理 関係規 格 化へ の 協 力,GMDが 備 え る多 面的 な専 門 知識 に よ って,根 本 的,同 時 に メ

ー カー依 存 の な い規 格 調査 が 可能 で あ る。 この場 合,一 般 的 な規 格 及び政 府 標 準 の作成 の枠 をこ

え て,将 来 の デー タ処 理,応 用 シス テム に とって 重要 な意 味 を もって くる問題 につ い て も考 慮 す

る(AnticipatingStandards)

・連 邦 教 育科学 省 に よ って助 成 され る デ ー タ処理 関 係開 発 プ ロジ ェ ク トへ の介 入 。 開発 され た機器

及 び プ ログ ラム の検 討

・科 学 及 び連 邦 行政 分 野 にお け る連 邦 資金 に よ るデ ー タ処理 装置 調達 に関 す る専 門 的助 言

・問題 指 向 的 プ ロ グ ラム 言語 の開 発協 力

・デ ータ処 理の決 定 的な進 歩 要 因 とな る,新 しい ハ ー ドウ ェ ア,ソ フ トウエ アの 開 発検 討

一教育

教 育活 動 は各 種 の層 を対 象 として お り,多 数 の テー マを有 して い る。

・公 共 関係 者 の デ ー タ処 理 専門 員 養成教 育。 公務 員 に対 す る,合 理 化,管 理,計 画業 務 に対 す るデ

ータ処 理 利 用可 能性 に関 す るオ リエ ンテ ー シ
ョ ン

・客 員講 師 として国 際的 トップ レベ ルの専 門家 を招 い て行 な う専門 大学教 員 及 び卒 業 者 に対 す る数

カ月 の コース 及 びセ ミナ ー,こ の ア カデ ミー教 育 後 の再教 育 は,GMDに お け る専 門 大学 教 師客

員 研究 者制 度 に よ って補 充 され る。

・デー タ処理 教育 プ ロ グ ラム 及び,デ ー タ処 理 ・ドキ ュメ ンテ ー シ ョ ン分 野 の教 育教 程 等 の開 発 に

お け る調 整,協 力 。 特 に行 政 管 理 公務 員 を教 育 す るよ うな,デ ー タ処 理 学校 教 程 計 画の 開 発 を行

な う。

・主 にGMDの 業 務 に投 入 され る情 報 工学 アシス タ ン トの教 育;GMD内 部 再 教育。

、
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国際 的 な連 絡

GMDは 国 際 的な 分 野に お い て多 数 の 連絡 を有 して い る。"国 際 関係 事 務 所"に よ って,経 済'技

術的,管 理 的観 点 か ら国 際協 力 計画 を フ ォロ ーし てい る。

専門 誌 及び独 自の雑 誌等 のパ ブ リケ ー シ ョンに よ ってGMDの 活 動結 果 を一般 に公 表 して い る。

成 果 コ ン トロー ル

GMDの 資金 は,他 の研 究 機 関 と同様 に,援 助 金 の形 で個 々の 時 間 を限 った プ ロジ ェ ク トに 与 え ら

れ る もの で な く,年 間 経済 計 画 の枠 で予 算 として 出 され る。 このた め成 果 コ ン トロ ー ルに関 して は特

別 な組 織前 提 が っ く られ る。 これ に 関す る もの は次 の通 りであ る。

一 年間 研 究 ・経 済組 み合 わせ の 計画
。これ は専 門的 目 的 を付 した計 画,実 施 中 の 個 別計 画 に関 す る概 要,

第2次 デ ー タ処 理 計 画の 目的 実 現 に対 す る意 味説 明,外 機 関 との調整 及び 必 要 人員,物 件 費用 の内

容明 示,そ の他 この個 別 計画 を判 定 す るに必 要 なデ ー タ等 を含 む。

一実 施中 及 び完 了 した個 別 計 画の概 要 を伴 う
,費 用 証 明付 年 間業 務報 告書(研 究'経 済 プラ ンの原

則 に従 って構 成)。 技 術 ・科 学 及 び経 済 各実 績 デ ー タ を含 む。

一 統一 条件 に従
ってす べ て の研 究設 備 にお い て行 な う原 価 計算 。 原価 計算 は重 要 な経 済確 認 を可 能 に

し,内 部 的,外 部的 に比 較 可能 の,確 信 の あ る数字 を形成 す る もので な け れ ば な らな い。

・GMD(連 邦 教 育科 学省
,連 邦 負 担 分)資 金(100万DM)

196719681969197019711972197319741975

9.5 3.610.8 9.721.132.752.3 57.6 62.9

7.3ド イ ツ 計 算 セ ン タ ー(DRZ)

'

'

DRZの 過去 の使 命

ドイ ツ計算 セ ン ター(DRZ)は1961年10月3日 に 設立 された 。 現在 で は,ド イ ツ連邦 共 和

国,ヘ ッセ ン州 及 びDFGの 私 権 的財 団で ある。設 立 に っ いて は1956年 来 のDFGの 計 画 に まで

さかの ぼ るこ とがで き る。 これ は超 地 域 的 な計算 セ ンター によ って.ロ ー カル 計算 セ ンタ ーで は解 決

で きな い問 題 を処 理 しよ うとす る もの で あ った。 同時 にDRZは 研 究及 び教 育 を行 な うよ う依頼 を受

けた 。DRZの 組 織 は現 在,管 理,運 転.ニ ュ メ リック,統 計,非 ニ ユ メ リッ ク各 部 か らな って い る。

DRZの 設立 以来,ド イ ツ連邦 共 和 国 内 にお け るデ ー タ処 理 装置 保 有量 は価 額的 に みて
,20倍 以

上 に な り,装 置の 計算 能 力 は100倍 以 上 にな って い る。 これ に伴 う専 門大 学 の計 算 需 要 急成 長 は
,

大 型 計算 機 をDRZに だけ で な く,地 方大 型 計算 セ ンタ ー及び専 門 大学 計 算 セ ンタ ーに も設 置 す る必

要性 を もた らす こ と とな った。 これ ら は時折 現 れ る急需 要 を うま くバ ランス 化す る こ とがで き る。 従

って更 に 唯一 のセ ン トラル設 備 を維 持 す るこ とは経 済 的 に も,技 術的 に も意 味 がな い。

DRZの 研 究活 動 は主 に利 用者 の援助 に あ り、 それ に応 じて幅 広 く且 つ 多 様 であ った。 デ ー タ処理
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開始 当初 にあ って は こ の事 は全 く妥 当であ った。 しか し本来DRZに 集 中 され た 問題 が ドイツ連邦 共

和 国の他 機 関 に集 中処 理 され るよ うに な って,DRZも 専 門 化 を余 義 な くされ る こ とに な る。

新 しい使 命 の為 の条 件

DRZ及 び その ス タ ッ フはそ のまま維 持 され る。 この構造 改 革 の構 想 に関 して は,職 員,科 学 委 員

会,DRZ設 立 者,計 算 装 置 委 員会 及 びDFG評 議 員会 が 参加 して い る。 それ に よ る と,長 期 的 にみ

てデ ー タ処 理 の性 能状 態 に意 味 を持 ち,こ れ 迄 ドィ ッ連邦 共和 国 内 で充 分に 取 り組 まれ ていず,ダ ルム

シュタ ッ トの立地 条 件.人 員.装 備 がそ の解 決 に有 利 な 前提 とな るとい った 問題 を選 択す る。

デー タ リモ ー ト処理 利 用 に 関 す るセ ンター

目下最 も将 来性 を もって い ると思 われ るの はDRZを デ ー タ リモ ー ト処理 利用 セ ンタ ーに 転換 させ

よ う とす る提 言 であ る。 数学 デ ー タ処理 有限 責任 会社 の 外部 的 部署 として組 織 す る。 セ ン タ ーの新

しい業 務 は,DRZの 従 業 員 の 研修 で詳 細 に説 明 され た。

一 デ ー タ リモ ー ト処理 及 び計算 機連 結 シス テムの シス テ ム問 題研 究

一科 学 分 野 にお け るデ ー タ処 理 利 用 プ ログ ラム の モ ジ ュ ラー化 及び 標準 化 に対 す る可能 性 につ いでの

システ ム分析 的調 査,及 び 一 他 の部署 との協 力 で 一 そ の 利用 の為 の標 準 プ ログ ラムの 開発 。

一科 学 設備 用 デ ー タ リモ ー ト処 理 シス テ ムの 試 運転

一 デ ー タ リモ ー ト処 理 シス テ ム利 用 に関 す る導 入 コー ス,情 報 工学 者 の教 育(現 在,数 学 技 術 アシス

タ ン ト)

こ うした業 務 に 関連 して くる もの と しては,ダ ル ム シュ タッ トの ドィッ連 邦 郵政 省 の中央 通信 技 術

庁 の局 限化i多 重 ア クセ ス計 算装 置 の 利 用及 びDRZと 離 れ てい る科 学 研 究所 との 伝統 的 関係 で あ る。

、

◆

非 ニ ュメ リッ ク部

上記 各 項 と全 く関係 な く,DRZの 非 二=メ リック部 の作 業 は,言 語 学,歴 史 研 究 及び その他精 神

科 学 に おけ るデー タ処 理 利 用分 野 に留 ま る。 この 部に っ いて は これ 迄 の業 務 を更 に強 化 す る。

ダ ル ム シュ タ ッ ト工科 大 学 の 計算需 要

過渡 期 にお いて は,ダ ルム シ ュタ ッ ト工科 大学 及 び その他 利 用者 がDRZの 計算 装 置 を適宜 使用 す

る。

GMDへ の組 み入 れ

ドイ ツ計算 セ ンターの解 散 及 びGMDの 外部 部署 として の組 み入 れ ば1972年1月1日 に予 定 する。

・DRZの 資金(連 邦 教 育科 学省.連 邦 負担 分)(100万DM)
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1.21.20.90.60.6

※1973年 以 降 はGMDに 提 示(P.67)

3.2
※ ※ ※

7,4カ ル ル ス ルー 工原 子 力 研 究所(有 限 責任 会 社)の デー タ処 理 技 術 研 究 所

カル ル スル ー工原 子 力研 究 所に お い て は1971年 以来,デ ー タ処理技 術研 究 所 が あ る。 この研 究

所 の 使命 は,技 術 プ ロセ スに おけ る計測.操 作,制 御 に対 す るデ ー タ処理 シス テム の投 入 に 関 す る研

究 で あ る。 これ は カ ルル ス ルー 工大 学 と密接 な協 力 を行 な って い る。 同研 究 所 は,"デ ー タ処理 装 置

に よ るプ ロセス ・コントロール"プ ロ ジェ ク トの担 当 を受 け継 ぐ(5.1.3節 参照)。

■

7.5原 子 力 関係 デ ー タ処 理

'

原 子炉 安 全性 の理 由,そ して原 子 力研 究 に お け る高 価 な 機器 を合理的 に 利 用す る為 に,次 の よ うな

特 別 プ ロ ジェ ク トが1967年 以 来助 成 され て い る。

一 原 子 力技 術装 置 の コン トロ ール及 び制 御 用 デ ー タ処 理 シス テ ム

この為 に投 入 され るシ ステ ム は,特 に 故 障 中 断 な いよ うにす る事 が強 く要求 され る。 次 の2つ の

処理 の 仕 方 が考 え られ てい る。

・1台 の電算 機 が待 機 して いて ,他 の計 算 機 が 中断 した場 合,直 ちにす べ ての 業 務 を代 行 し うるよ

うな2重 計算 機

・多 型 電算 機 モ ジ ュ ラーに構 成 され て お り.同 じタ イ プのモ デ ュール を持 ち,他 の1つ 又 は数 個

の モ デ ュ ール が中 断 した場 合,完 全 な部 分 の リコン フ ィギ ュ レーシ ョ ンに よ って完 全 に作 業可 能

状 態 を保 つ

この種 の デ ータ ・システ ムは,信 頼 性 に極 大 な 要求 をす る他 の分 野,例 えば 飛行 安 全 等 に重 要 な意

意 味 を持 って くる。

一 計算 機 利用 の エ レク トロニ クス ・シス テ ム

計算 機利 用の実験 の構 造 の為 一 連 の機 器 ・プロ グ ラム を開 発 す る。 ハ ー ドウエ ア開 発 ソフ トウ

エ ア開 発 と もに外 国 に お け る開 発 と調 和 を はか って い く(CAMAC－ シス テ ム)

・原 子力 関係 デ ー タ処 理 資金(100万DM)(連 邦 教 育科 学省)

196719681969197019711972197319741975
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8国 際 協 力

8.1ヨ ー ロ ッ パ 共 同 体

現 在 の ヨー ロ ッパ に お け る研究 ・開 発協 力 は国 内的,国 際的 措 置,計 画,プ ロ ジェ ク トに対 す る国

際調 整 の不 足 とい うこ とに よ って 特徴 づ け られ る。 各 国 は 国家 単 位 で様 々な分 野 で努 力 をし,目 的 を

調 和 させ,ヨ ー ロ ッパ内 協力 の利 点 を充 分 に利 用 して い な い。

連 邦 政府 は過 去再 三に 耳 って,ヨ ー ロ ッパ共 同体 内 の 協 力強 化 を呼 びか けて きた。 そ の為 本 計画 作

成 に 当 って,提 案 された 措 置 が,こ の分野 に お け る将 来 の 共同 政 策 を妨害 しな い よ う考慮 した。 これ

は1969年12月1/2日 に各 国,政 府首 相 が デ ンバ ー クに お い て決 定 した(最 終 コ ミュニ ケ ー シ

ョ ンー第8号)目 標 に よ って 導 き出 され る。 各 国 元首,政 府 首 相 は,共 同体 の技 術 的 な活 動 を強 力 に

し,共 同体 計 画 に よ って,重 要 トップ分野 にお け る産 業 レベ ルの 研 究,開 発 を調 整 し,促 進 し,こ れ

に必 要 な 融 資資 金 を確 保 す る意 志 を強 め る に至 った。 共 同政 策 へ の第1歩 と して連 邦政 府 は,共 同体

の各 国 間 にお け る,国 家 的,国 際的 な 分 野 の研 究政 策 目標 への接 近 に寄与 す る調整 方式 を開 発,実 現

す るよ う提 言 した。 これ は長 期的 な プロセスで あ り,強 力 な相 互 の情 報 及 び デ ィス カ ッシ ョンを通 じて,

国家 的 態度 の調整 及 び よ り強 化 され,調 整 され た,ヨ ー ロ ッパ,更 に は国 際 的 な協 力へ と導 く もので

あ る。

この調 整 は,定 期 的な"コ ンサ ル テ ーシ ョ ン"に よ って 研 究 ・開 発 分野 の 国際 的措 置 を,又 継続 的

な"コ ン フロ ンテ ー シ ョ ン"の 形 で加盟 国の 国家 計 画 を把 握 す る もの で あ る。 ヨー ロ ッパ 共 同体 の枠

内で"科 学 ・技 術研 究 分野 にお け る政 策"研 究 グ ル ー プ(Aigrainグ ルー プ)に よ って作 成 され

た提 案 に基 づ き.1970年 春 以来,ヨ ーPッ パ6カ 国 の交 渉 で,一 部多 数 ヨー ロ ッパ 第3者 国 の参

加 を得 て,研 究 ・開 発 の多 数 分 野 にお け る計 画.プ ロジ ェ ク ト協 力 強 化の 可能性 を検 討 した。 連邦政

府 は参加 各 国の 大 きな,非 単 相的 な範 囲に かか わ らず 調 査 し た計 画 に 関す る具 体 的な 決定 を実現 す る

よ う努 力す る。

デ ー タ処 理 分 野 にお い て は.第3国 の参加 に よ って次 の ア ク シ ョンを とる。

、

、

パ イ ロ ッ ト ・デ ー タ伝 送 ネ ッ トワー ク

2,3の 国家 的 研 究 セ ンタ ー及 び共 同 体 の研 究機 関 の デ ー タ処 理 装 置 は通常 の トラ ンス ミッシ ョンレ

ー トの,郵 政 当 局の 回線 を利 用 して 連結 され る。 この セ ン ター の利 用者 は その問 題 を すべ て又 は一部

を他 の連 結 セ ンタ ー の プ ログ ラム及 び デ ー タ処 理 手 段 に よ って処 理 で きる よ うにす る。 大型 デ ータバ

ン クの遠 隔 コ ール ア ップ も.ダ イ アロ グシス テム を前提 とす る もの を可 能 とす る。 こ うして種 々の メ

ーカ ーの遠 隔 デ ー タ処 理装 置 の 連結 に お け る異 な
った プ ロ グ ラ ミング用語 に よ る問 題及 び トラ ンス ミ

ッ ショ ン問 題 を調 査 す る。
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計算 プ ログ ラムに 関 す る ヨー ロ ッパ情 報 セ ンタ ー

共 同活 動 の 目標 は,ヨ ー ロ ッパ ベ ー ス に おい て ソ フ トウエ アの 応 用性 改善 をす る イ ンス テ ィテ ユー

ショ ンをつ く るこ とで あ る。 異 な った デ ー タ処理 シス テ ムの調 和 不足
,そ して又 一方 で は ソ フ トウエ

ア部門 の 着 々進 む商 業 化 とい った もの か ら発生 す る多 様 な問 題 に 直 面 して
,こ うした 目標 は一 歩 一 歩

しか実現 す る こ とが で きない。 第1の ス テ ップ は ソ フ トウ エア の情 報 ・ドキ
ュ メ ンテ ー シ ョン・センタ

ーで あ る。 その 使命 は,ソ フ トウエ ア記述 に 関す る一般 的 な標準 をっ く り
,利 用可 能 な ソ フ トウエ ア

生産 に関 す る幅 広 い ドキ ュメ ンテ ー シ ョ ンをっ くるこ とに あ る。 以 下 のス テ ッ プを実現 す る事 は
,こ

の第1ス テ ッ プによ って 集 め られ た経験 に著 し く左 右 され る。

～

ら

●

コンパ テ ィビ リテ ィー

ヨ一口 ッパ数 社 が協 力 して ,超 大 型 計算 機 を開 発 し よ う とす る本来 の計 画 は.市 場 及び実 現 可 能 性

の 分 析の 後放棄 され た 。

その 代 りに参加 企 業 の提 案 に よ って.デ ー タ処理 の 分 野 にお け るヨー ロ ッパ産 業 の協 力 を共 同標 準

の作 成 に よ って助 成 す る。 その 目的 は プ ロ グ ラム 及び 機器 の 完全 な融通性 を達 成 す る こ とにあ る
。 こ

れ は,個 々の機 器 の生 産 及 び個 々の プ ロ グ ラムの開 発 を 特定 メー カ ーに集 中 す る為 の前 提 で あ る
。 多

数台 数 の生産 及 び重 複開 発 の回 避 に よ って,個 々の 企業 にお け る コス ト節 減 を し,こ れ に 参加 した企

業 の 競争 能力 を改善 す る こ とが で き る。

フ ランス のCII社.英 国 のICL ,ア メ リカのCDC各 社 の 共同姉 妹 会社 で あ るMarti-

nationalData社 が行 な った 原則 的研 究 に おい て,こ れ ら企 業 は,共 同 ス タ ンダー ドの 作成

に 伴 う著 しい 支 出 が生 産 ・開 発 に お け る検約 に ょって 補 な い うるか否 か を解 明 しよ うと して い る。

現 在 共 同体6カ 国 は次 の活 動 を開 始 して い る。

マ

f

情 報工 学 分野 の教 育

非 常 に 高 い レベ ル を 目的 とす る共 同体 レベ ルの短 期 教程 を調整 して ジ リーズ として 行 な うこ とが 予

定 され て い る。 この コー スの第1目 標 は専 門大 学教 師 の再 教 育 に寄 与す る こ とであ る
。 ベル ギ ー,ド

イ ツ,フ ランス,イ タ リア,オ ラン ダは1972年 夏前 に,国 際 的 参加 に よ る5っ の調 整 され た実験

コース を開催 し,各 国 が1コ ー スの オ ーガ ニゼ ー シ
ョ ンを担 当す る意 図 を持 って い る。将 来 の為 に,

コース計 画 を拡 大 し,常 任 の調整 機 関 の設 立 に よ って ヨ ー ロ ッパ的 性格 を強 調 す る よ う努 力 す る
。

デ ータ処 理装 置 に よ る重 症 患者 の監 視

利 用 者 ソフ トウエ ア の開 発 にお け る協 力 分野 のパ イ ロ ッ ト ・アク シ
ョ ン として デ ー タ処 理装 置 を利

用 した重 症患 者 の監 視 に 関 し.共 同体6カ 国 の範 囲 内 で,研 究 ・開 発作業 の調 和並 びに 研 究者 の交 換

が 行 な われ た。
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8.2欧 州 会 議

欧州会 議 の 閣議 は1969年1つ の 委 員会 を設立 した。 そ の 使命 は,コ ン ビi－ 夕へ の大量 の法 律

デ ー タを ス トレー ジす るに 関す る種 々の方法 を調 整 し,そ れ に よ っ て この分 野 に コ ンパ テ イ ビリテ

ィ を達成 す る。 委 員 会 の活 動 結果 は加 盟各 国政 府 に対 す る勧 告 とな る。 この"コ ン ピュー タに対 す る

法律 デ ー タス トレー ジ方法 の 調 和 化 の為 の専 門 委員会"は 国際 法 上の契 約 の把握 様 式 を作 成 した。 こ

れ は 目下 テ ス ト中 で あ る。 国内 法 の関 係 で は,統 一 的 な把 握 様式 をつ くる努力 が され て い る。 その他

同 委 員会 は電子 デ ー タ処 理 に よ る法務 統 計の 調 和 化 に対 す る可 能性 を調 査 す る。更 に法律 関係 情 報 工

学 の 分野 にお け る経験 交流 に集 中 強化 す る努 力 を もしてい る。

8.30ECD

ヨー ロ ッパ 諸 国,日 本,カ ナダ,ア メ リカが加 入 す るOECDの 範 囲内 にお い て,デ ー タ処理 分野 に

関 す るス タデ ィ と勧告 を実施 し てい る。

1968年3月11,12日 の 第3回 科学 大 臣会議 の発 議 に よ って,OECDの 科 学政 策 委 員会 は

次 の権 限 を有 す るデ ー タ処 理 利 用専 門家 グ ルー プ を設 立 した。

一 デ ー タ処理 利 用 に 関す る政 策決 定 に お け る加 盟各 国の 援助

一 計 算機 利 用情 報 シス テ ムに 関 す る情 報交 換:利 用
,コ ン セ プ ト,具 体 的経験

一 デ ータ処理 装置 利 用 に関 す る国家 単 位 の調査 の統 一綱領 作 成

現 在 次 の問題 に 関 す る調 査 及 び ス タ デ ィを実 施 中。

一 行 政管 理 に おけ るデ 一 夕バ ンク

ー デ ィジ タル'イ ンフ ォ メ ー シ ョン ・シス テム及 び プ ラ イベ ー ト圏 の保 護

一地 方 行政 管 理 にお け るデ ー タ処理 の利 用

一 デ ー タ リモ ー ト・トランス ミッシ
ョ ン ・サ ー ビス:技 術性 能,市 場,オ ー ガニゼ ーシ ョ ン,料 金

一 デー タ処 理 専 門要 員:職 業
,教 育 システ ム,需 要

一 デー タ処理 装 置 の保 有量 と利 用

この問 題 の他 に将来 の作 業 の重 点 として 次 の もの があ げ られ る。

一 デ ー タ処理 装 置 及 び利 用 シス テム の性 能比 較 及び経済 性

一 ソ フ トウ エ アの権 利保 護

一 デ ー タ処 理 分野 に お け る研 究開 発政 策

一 標 準 化問 題

、
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8. .4ソ フ ト ウ エ ア ・エ ン ジ ニ ア リ ン グ 国 際 研 究 所

ヨー ロ ッパ諸 国,カ ナ ダ及 び アメリカの 間で 現在 ソ フ トウエ ア ・エ ンジ ニ ア リングの為 の国 際研 究所

設立 に 関す る予 備 会 談 が行 な われ て い る。この研 究 所 の主 目的 は,次 の様 な 方式 の開 発 とい う点 に あ る。

す なわ ち,特 殊 な要求 に容 易 に適 応 し,種 々の デ ー タ処理 装 置 に簡単 に トラ ンス ミッシ ョ ン出来,モ

ジ ュラーに 大 型 プロ グ ラム ・システム に構 成 出来,こ れ に よって ソ フ トウエ アが作 成 出来 るとい った方

式 であ る。

8.51ntergovernmentalCoouncilforAutomaticDataProcessing

(ICA)

ICAは 西 側世 界 の 数多 くの 国 の行 政管 理 にお け るデ ー タ処理 利 用調整 を管 轄す る政 府 部署 に よ っ

て,代 表 され る組 織 で あ る。ICAの 指 令 は,強 力 な情 報,経 験 交 流,並 び に政 府 間協 力 の イニ シ ヤ

テ ィブ で あ る。

8.6非 国 家 的 国際 機構

科学 的経験 交 流及 び,デ ー タ処 理 分 野 に おけ る技 術 的進 歩 は,2.3の 非 国家 的 国際 機 構 に よ って.

著 し く促 進 され る。 連邦 政 府 は従 って,ド イ ツ諸 団体 が この 機構 の活 動 に高 価 な貢 献 を 出来 る様 援助

す る。

第1に あげ られ る もの として は,"InternationalInformationforStandar

dization(ISO),ジ ュ ネ ー ブのそ のTechnicalComuniteeISO/TC

97"ComputerandInformationProeessingで あ る。ISOの 目的 及び 目

標 は,世 界 の規 格 に 関 す る開 発助 成 とい う事 で あ り,こ の 目的 として は次 の点 に あ る。 す なわ ち,サ

ー ビス 及 び物 資 の 国際 交 流 を簡易 化す る
,知 性,科 学,技 術,経 済 各 分 野 に お け る協 力 を進 展 させ る

とい う事 で あ る。ISO/TC97は,各 概 念 につ いて下 部委 員会 を持 って い る。 それ ら概 念 とは,

コー ド保 有,コ ー ド化,コ ー ド認識,イ ン プッ ト,ア ウ トプ ッ ト(デ ー タ保 持 媒 体),プ ログ ラム言

語,デ ィジタ ル ・デー タ トランス ミッシ ョン,問 題 記述,作 業 機 械 の ニ ュ メ リッ ク制 御 であ る。IS

O内 の ドイ ツ加 盟 団体 は,ベ ル リンの ドイツ規 格 委 員会(DNA)で あ る。 デ ー タ処 理 の分 野 に関 し

て はDNA・ の情 報 処 理専 門 規格 委 員 会(FNI)が 担 当す る。 現 在45の 規 格 及びFNI案 が あ る。

ほ とん どの 部 分 がISO/TC97の 協 同作 業 で構 成 され る。InternationalFedera-

tionforlnformationProcessing(IFIP)は,情 報処 理分 野 に おけ る科 学的

な諸機 関の 世界 的 な トップ組 織 で あ り,ロ ン ドンに所 在 す る。 同協 会 は,3年 毎 に科 学会 議 を行 な い,

それ と並 ん で特 別 な テ ーマ を有 す る専 門大 会 を行 な う。 特別 の コ ミテ ィー にお い て デ ータ処 理 専門 用

語 の問題 そ の他 プ ロ グ ラム言 語,デ ー タ処 理教 育,医 学 関係 デ ー タ処 理利 用 の 諸 問題 を究明 す る。 ド

ー81一



イッ か ら,加 入 して い るの は,"ド イツ計 算装 置 作 業研 究会"(DARA)で あ り,こ れ は,IFI

P内 の 協 同代 表 で,デ ー タ処 理分 野活 動 の 科学 団体 等に よって 結成 され た もので あ る。

8.72国 間 協 力

ドイ ツ連 邦 共和 国 及 び外 国の 個 々の科 学 者,専 門 大学,研 究機 構,諸 会社 間 に おい ては,プ ライベ

ー ト又 は国家 的 イ ニ シヤ テ ィ ブに よ るデ ー タ処理 分野 に お ける科 学 的
,技 術 的 な コン タク トが数多 く

存在 す る。 その例 をあ げ るとアメリカに お け る ドイツ情 報工学 者 留学 制 度 及 び客 員 講 師制 度,マ サチ ュ

セ ッツ技術 研究 所 とベ ル リン工科 大 学 間 の科学 的協 力,数 学 デ ー タ処 理 研 究 有限 責 任会社 と自動情 報

研究 協会,(パ リ),ナ シ ョ ナル ・フ ィジ ィ カル ・ラボ ラ トリイ との経験 交 流。

外 国各 機 間 との経験 交 流 は,こ れ に よ って 明 らかな様 に,国 家助 成 を得 るの は,ご く例外 的 な場 合

で あ る。 この場 合,た と えば ヨー ロ ッパ外 諸 国 との 科学 的協 力 に 関す る取 り決 め の中 に定 め られ た。

国際 協力 を維持 す る為 に,数 学 デ ー タ処 理 研 究有 限責 任 会社 内 に,国 際 関係 事務 所 を設 立 した。

、

雀

■

'.

第8節 に関す る資金準 備

上記 の国 際的 活 動 を実 施 す る為 に は,ド イ ツ連邦 共和 国 として も,そ れ ぞ れ の助 成 措 置 に予 定 され

て い る資金 の うちか ら,財 政 的 に負担 をす る。 但 し.そ れ は現 在 の時 点 か ら考 えて.具 体 的 な プ ロジ

ェク トが進 展 され る場 合 に限 る。

現 時点 の状 況 を考 え た場 合,ヨ ー ロ ッパ 協 同体 の"情 報 工学 分野 にお け る教育"活 動 の枠 内に おい

て,ド イツ連 邦 共 和 国 にお け る夏期 教育 コー ス 計画 の1っ を用 意 す る コス ト及 び"ソ フ トウエ ア'エ

ンジ ニ ア リングの為 の 国際 研究 所"へ の参加 に 関す る費 用 が発 生 す る と考 え られ る。 これ に対 す る資

金 は,3.4乃 至6.4に 予 定 され る額 か ら振 り当 て られ る。

】
∩
'

▼

一82一



9.第2次 デ ータ処 理計画遂 行 のため の資金需要 及び管轄

ダ

[

大 きな機能 分 野 に従 って(第7表 参照)1971～1975年 の総 額 を次 の様 に配 分 す る。

専門大学分野における措置
'

百 万 マ ル ク
757.9" 31%

職 業教 育 セ ンタ ー(デ ー タ処理 の ため の) 162〃 7%

コ ン ピ ュ ー タ 利 用 558〃 23%

工業研究および開発 705.4〃 29%

特別計画 240.2〃 10%

合 計 2423.5〃 100%

これ と比 較す る為 に,1967～1970年 に用 意 され た 資金 を示 す。(連 邦教 育科 学省:第1

次 デ ー タ処 理 計 画,地 方 大型 計算 セ ンタ ー,ド イ ツ計算 セ ンタ ー;連 邦経 済 財 務省;連 邦労 働 省;連

邦 内務 省)

専門大学分野における措置 百 万 マ ルク
43〃 12%

職 業教 育 セ ン ター(デ ー タ処理 の た めの) 4〃 1%

コ ン ピ ュ ー タ 利 用 57〃

ン

16%

工業研究および開発 215〃 59%

特別計画 42〃 12%

合 計 361〃 100%

第8表 、は,第2次 デ ー タ処 理計 画 の 目標 に必 要 なそ の他 費 用 の推 定概 要 であ る。

4

,

,
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第7表 第2次 データ処理計画の措置に関する資金(100万DM)

ー

o◎

ら

ー

目 標 管 轄 部署 章/タ イ トル 1971 1972 1973 1974 ・97519あ"5

専門大 学分 野 に おけ る措 置

一情 報工学 研 究 計画

一 地 方大型 計 算 セ ン ター

一 専 門大 学分 野 にお け る計算 キ ャパ シ ィテ ィ の拡 張

一 経験 交 流

、

BMBW

・3107/68301u.89301

1971auch3104/

・88205

1327405060190

30L230353535165.2

-1560115185375

34366.67,827.7

小 計 46.276.3141206.6287.87579

デ ー タ処 理職 業教 育 セ ンタ ーの 機 構助 成
BMBW310τ る8301

und89301

一7206075162

小 計
一7206075162

コ ンピュ ー タ利 用助 成

一 新利 用の開 拓

一 標 準化 された ソ フ トウエ ア ・パ ッケ ー ジ

BMBW

3107/68301u.89301
BMWFO902/68531

4987105116122479

141515152079

小 計 63102120131142558

工業研究及び開発
一未来指向工業開発及び工業研究

一市場接近工業開発

BMBW3107/6●01

BMWFO9(ル68331

116113117.99377.5517.4

4728333545188

小 計 163141150L91281225705.4

特別 プロ グ ラム

ー 数 学 デ ー タ処 理研 究 有限 責 任会社

一 ドイ ツ計算 セ ンタ ー(1973年 以降GMDへ)

一 原 子 力関係 デ ー タ処理

BMBW310〃68550

und69350

BMBW3104bzw.

BMBW310〃69307

21,132,752,357.663226.7

0L632-一 一3.8

423.81.7--9.7

小 計 25.939.754057663.024(±2

総 計 298.1366.0485.9583.269α32423.5

注1関 係管 轄部署 に よ って 用意 され る資金 の総 括

(BMBW－ 連邦教 育科 学省 の 貸出 は2,156,5百 万DM)

(BMWF-=連 邦経 済 ・財務 省 の 資 出 は267.0百 万DM)

声 宅 こ∀, 弓一 一
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第8表 第2次 データ処理計画目標に必要なその他費用予測に関する概要

章/タ イ トル 目 標 1971-1975の 総 計

BMBWの 措置

(タ イ トル 資金 の1部 額の み)

3103/88201 専門大学建設助成法による専門大学の 200～250

デ ー タ処理 措 置

3105/68550und89350 原子力研究社の技術関係データ処理研 23

究所

6 BMWFの 措置

輌 (タ イ トル 資金 の1部 額 の み) 、

中小企業の生産性上昇の為のデータ処

理装 置 に 関す るERPク レジッ ト

0902/68510 工作関係におけるデータ処理投入助成 10

BMVGの 措 置

(総 額資金の1部 額のみ)

1420/55101und デ ー タ処 理 機器 及 び プ ロ グ ラムの開 発, 85

1420/55111 同時に非軍事 目標にも通ずる情報工学

分野における防衛研究

ドイツ連邦郵政省の措置

テ レ ッ ク ス,ゲ ン テ ッ ク ス ネ ッ ト ワ ー 400

クの改装

ドイツ学術研究会議の措置

(総 額資金の1部 額のみ)

3104/68551及 びDFG 専門大学分野におけるデータ処理装置 150

財政に対する各州寄与 (経済計画におけるこれまでの資金額

継続)

♪
t!デ ィ ジ タ ル 情 報 トラ ン ス ミ

ッ シ ョ ン 7
●

システ ム"重 点計 画
〆

"半 導体情報工学"重 点計画
10

"エ レ ク トロニ カル 計算 装 置"特 別研
10

究分 野,ミ ュ ンヘ ン統 計

DFG総 計 177
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